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＜本報告書における主な用語及び定義語＞ 

 

 
主な用語及び定義語 意味内容 

い 育成者権 種苗法 3 条 1 項に定める要件を備えた品種の育

成者は、その品種についての登録（「品種登録」）

を受けることができるところ、品種登録により

発生する権利（同法 19条 1項）。 

育成者権を有する者は、品種登録を受けた品種

（「登録品種」）等の種苗、収穫物及び一定の加工

品を業として利用する権利を専有する（同法 20

条 1項）。 

か 家畜改良センター 独立行政法人家畜改良センターの略称。 

種苗法 63 条 1 項及び同法施行規則 25 条に基づ

き、農林水産大臣の指示により、同法で定められ

た種苗（「指定種苗」）のうち、飼料作物について、

同法で定める表示（数量、生産地、発芽率等）が

適正に行われているか、また、発芽率等の品質が

表示されている内容と適合しているかについて

検査を実施する機関。 

こ 口座替え 雪印種苗では、商品が入荷されると、取扱い単位

（ロット）ごとに、品名・包装形態・分量等が在

庫データとして社内システムに登録されるとこ

ろ、その後、出荷に至るまでの間に、入荷時に付

されていた海外品種名を日本で販売する際の名

称（品種名）に変更する、包装を小分けにする等

の理由から、登録された在庫データの内容を変

更する場合があり、これらの処理を指す、同社内

での呼称。具体的な類型は、78 頁参照。 

し 指定種苗 種苗（林業の用に供される樹木の種苗を除く。）

のうち、種子、胞子、茎、根、苗、苗木、穂木、

台木、種菌等であって、品質の識別を容易にする

ため販売に際して一定の事項を表示する必要が

あるものとして、農林水産大臣が指定するもの

（種苗法 2条 6項）。 



 

 

 

 種苗管理センター 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究

機構 種苗管理センターの略称。 

種苗法 63 条 1 項及び同法施行規則 25 条に基づ

き、農林水産大臣の指示により、同法で定められ

た種苗（「指定種苗」）のうち、穀類、豆類、いも

類、工芸農作物、野菜、果樹、花き及び芝草につ

いて、同法で定める表示（数量、生産地、発芽率

等）が適正に行われているか、また、発芽率等の

品質が表示されている内容と適合しているかに

ついて検査を実施する機関。 

 植生用 一般に、公園・街路樹・庭園などの一般造園工事・

維持管理、サッカー場をはじめとするスポーツ

ターフの造成工事・維持管理、都市・建築空間や

自然地域などの特殊環境の緑化と管理等の用途

で使用される商品。 

と 登録品種 

 

種苗法 3 条 1 項に定める要件を備えた品種の育

成者は、その品種についての登録（「品種登録」）

を受けることができるところ、当該登録を受け

ている品種（同法 20条 1項）。 

ひ 品種偽装行為 種子について、品種Ａを「品種Ｂ」と表示して販

売することを目的として、品種Ａを品種Ｂに偽

装する行為。具体的な類型は、78頁参照。 

 品種登録表示 当該種苗が品種登録に係る旨の表示であり、「登

録品種」の文字又は「品種登録」の文字及びその

品種登録の番号（「品種登録第○○○○号」）との

表示（種苗法 55条、同法施行規則 21条の 2）。 

ふ 府県 「都府県地域（北海道以外）」のことを指す、雪

印種苗内での呼称。 

 普通種 種苗業界において、長年の実務慣行として、「商

品の「種類」については関心をもつが、「品種」

についてはこれを問わない顧客向けの商品」と

して販売されている商品。 

へ 平成 17年告示 種苗法 2 条 6 項に基づき、農林水産大臣が定め

た指定種苗に関する（農林水産省）告示（「種苗

法の規定に基づき指定種苗を定める等の件」（平

成 17年 5月 20日農林水産省告示第 920号） 



 

 

 

 平成 29年社内調査 平成 29年 7月に、雪印種苗の内部者を名乗る人

物から、北海道農業共済組合連合会に対して、2

回にわたり、雪印種苗が品種偽装行為を継続し

ている旨の告発が行われたことを受けて、雪印

種苗が平成 29年に実施した社内調査。 

 平成 27年誤表示事例 平成 27年 3月に複数回にわたり発生した、雪印

種苗が販売した商品の包装に誤表示（住所不記

載、種類の誤記、農薬の使用回数の不記載、発芽

率試験実施年度の誤記等）があった事例。 

 平成 26年社内調査 過去に品種偽装行為をして種子を販売していた

との通報を受けた法人甲の記者から事実確認を

求められたことを受けて、雪印種苗が平成 26年

に実施した社内調査。 

り 緑肥用 一般に、収穫しないで田畑にすきこみ（植物と土

壌を一緒にした状態で耕し）、その後に栽培する

作物の肥料にする等の用途で使用される商品。 

なお、この用途で販売されている商品の中には、

種苗業界において、長年の実務慣行として、「当

該商品の「種類」については関心をもつが、「品

種」についてはこれを問わない顧客向けの商品」

として販売されているものがある。 

O OECD登録品種 OECD（経済協力開発機構）が国際的に標準化した

相互証認制度で、作物の種子が国際間で流通す

る際に、種子が生産された国の指定機関がその

種子の品種について真正性を保証する制度

（OECD品種証明制度）に基づき登録された品種。 

S shipデータ 仕入先からの情報も含めた入庫予定の原料の情

報（揚地港、船名のほか、品種名、系統名、ロッ

ト番号、数量等）を入力した輸入データ（種苗部

の共有フォルダ内に存在）を指す、雪印種苗内で

の呼称。 
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第１章 当委員会及び本調査の概要 

 

第１ 当委員会の設置経緯等 

１ 雪印種苗の概要 

雪印種苗は、昭和 25年、当時の雪印乳業株式会社（以下「雪印乳業」という。）の

種苗部門が分離、独立して設立された会社である。平成 19 年から平成 20 年にかけ

て実施された公開買付けにより雪印乳業の完全子会社となり、その雪印乳業の吸収

合併により、現在は、雪印メグミルク株式会社（以下「雪印メグミルク」という。）

の完全子会社となっている。 

現在の資本金は 46 億 4334 万 7000 円、平成 29 年 3 月末時点での従業員は 325 名

（契約社員等を含まない。）で、平成 28年度の年間の売上高は 433億 5833万 5千円

である。 

事業内容は、配合飼料の製造及び販売、単体飼料・種子・農薬・肥料の販売、緑化

施設の維持・管理、業務請負造園等の建設工事であり、飼料作物種子や緑肥作物種子

の分野等で全国トップシェアを占めている。 

雪印メグミルクの有価証券報告書によれば、雪印種苗は、雪印メグミルクグループ

を構成する４つのセグメント（①乳製品、②飲料・デザート類、③飼料・種苗、及び

④その他）のうちの１つである飼料・種苗セグメントの中心となる会社である。 

 

２ 平成 26年社内調査の実施 

雪印種苗は、平成 26年 8月～9月、過去に同社が、品種偽装行為【1】をして種子

を販売していたとの疑義につき、社内調査（以下「平成 26年社内調査」という。）を

実施した。これは、その旨の通報を受けた法人甲の記者から事実確認を求められたこ

とを受けたものであった。 

当初は、雪印種苗の危機管理対策本部の下での純然たる内部調査として行われた

が、平成 26 年 8 月 20 日開催の同社取締役会で、社外の第三者【2】を含む調査委員

会が設置され、同委員会により調査が行われた。その結果、同年 9 月、調査報告書が

まとめられ、同社取締役会に報告されるとともに、農林水産省等の関係諸機関にも報

                             
1 本報告書において、品種偽装行為とは、種子について、品種Ａを「品種Ｂ」と表示して販売す

ることを目的として、品種Ａを品種Ｂに偽装する行為をいう（後記「第３章」の「第１ 調査

対象とした理由及び調査の経過」参照。）。 
2 ただし、委員として選任された社外の第三者（3 名）のうち、1 名は雪印メグミルクの社外監

査役、1 名は雪印メグミルクの監査部長、1 名は雪印種苗の顧問弁護士であり、また、その他

の委員 2 名は雪印種苗の役員（監査役と取締役）であったから、いずれにしても、当該調査委

員会は、日本弁護士連合会「企業等不祥事における第三者委員会ガイドライン」（平成 22 年

7 月 15日公表、同年 12月 17 日改訂）にいう第三者委員会には該当しない。 
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告された【3】。報告の内容は、要旨、①品種偽装行為は、牧草種子及び芝生種子につ

いて、平成 14 年 1 月頃までは北海道内において行われていたと認められるものの、

既にデータ等がなく、取引の詳細等は確認できない、②同行為は、北海道以外の地域

では行われたことはなく、また北海道内でも、雪印食品食肉偽装事件【4】が発覚し

た平成 14 年 1 月以降は行われていない、③②の事実は、保管されている過去 10 年

分（平成 16年以降）のデータの調査と証言により判断された（それ以前のデータは

残っていない）、というものであった。 

この社内調査の結果は、従業員に対してその要旨が口頭で説明されるにとどまり、

公表されることはなかった。 

 

３ 平成 29年社内調査の実施 

その後、平成 29年 7月、雪印種苗の内部者を名乗る人物から、北海道農業共済組

合連合会に対して、2回にわたり、雪印種苗が品種偽装行為を継続している旨につき

告発が行われた。その中には、雪印食品食肉偽装事件直後に当該行為自体は表面上止

めたことになっているが、現在も行われており、加えて、過去の偽装を指示していた

のは当時の種苗課長で、その中には現在の代表取締役や監査役が含まれていること

や、平成 26年社内調査に関する内部資料を見て、関与した者の言い訳に愕然とした

旨等も記載されていた。当該告発の内容を伝えられた雪印種苗では、当該通報につい

ても、社内調査（以下「平成 29年社内調査」という。）を実施することとし、雪印種

苗常勤監査役を委員長とする調査委員会を立ち上げて、調査を行った。 

その結果、平成 29年 11月、調査報告書がまとめられ、雪印種苗の取締役会に報告

されるとともに、農林水産省等の関係諸機関にも報告された。報告の内容は、要旨、

①品種偽装行為については、平成 26 年社内調査の対象月後である平成 26 年 4 月以

降の取引を調査した結果、行われていないことが確認できた（同年 3月以前の取引に

ついては改めて調査を行わなかった）ものの、②調査の過程で、販売していた種苗の

表示等について、種苗法違反及び社内規程違反の事実が複数認められた、というもの

であった。 

 

４ 農林水産省による報告徴収命令 

農林水産省は、雪印種苗からの平成 29年社内調査に関する報告及びこれと並行し

て行われていた独立行政法人家畜改良センター（以下「家畜改良センター」という。）

が種苗法 63 条に基づき集取した指定種苗（同法 2 条 6 項参照）の検査の結果から、

                             
3 法人甲の記者に対しては、雪印種苗のＥ人事総務部長（当時）らが、既に平成 26年 8月 13 日

の段階で、本文における「報告の内容」とほぼ同趣旨の説明を行っている。 
4 その内容については、後記「第３章」の「第３」の「３」の「ア 雪印食品食肉偽装事件の発

生・報道」を参照。 
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雪印種苗が、複数の種苗の販売において、種苗法に違反する表示（以下「違反表示」

という。）をしていた事実を確認し、平成 30年 2月 15日、雪印種苗に対して、種苗

法 65条の規定に基づき、主に以下の事項について平成 30年 3月 29日までに報告す

るよう命じた（以下この命令を「本件報告徴収命令」という。また、種苗法を単に「法」

ということがある。）。 

(1) 違反表示の具体的内容（違反表示の内容、違反表示により販売した種苗のリス

ト、当該種苗の販売期間、販売数量及び販売金額） 

(2) 違反表示の判明後に行った出荷中止や商品回収等の対応 

(3) 違反表示の発生に関係した部署の業務上の権限と責任の範囲並びに法令等遵

守（コンプライアンス）体制、内部けん制体制及び内部監査体制 

(4) 違反表示の発生原因及びその責任の所在 

(5) 再発防止策 

 

雪印種苗は、これを受け、平成 30年 2月 20日、当委員会を設置した。当委員会の

目的及び調査事項は、後記「第２ 当委員会の目的及び調査事項」のとおりである。 

 

５ 調査期間の延長 

当委員会は、その設置後、速やかに本調査を進めた結果、当初は想定されていなか

った重要な事実が新たに判明する等したため、改めて大量のデータやその徴憑書類

を精査する必要が生じ、その過程において、さらに調査を要する事実等も多数判明す

るに至った（その詳細な経緯については、後記「第６」の「１」の「イ 品種偽装行

為について（第３章）」等参照）。 

このため、当委員会は、上記の諸事実を踏まえた調査を完了するためにはさらに相

当期間を要するものと判断し、雪印種苗に対して、本件報告徴収命令の報告期限につ

いて平成 30 年 4 月 27 日までの延長を申請することを求めた。その結果、同社から

農林水産省に対してその旨の延長申請がなされ、同省によりこれが認められた（同社

は、同年 3月 30日に、その経過を同社ホームページ（以下「ＨＰ」という。）に公表

した。）。 

 

第２ 当委員会の目的及び調査事項 

雪印種苗は、本件報告徴収命令において報告を求められた事実関係及び発生原因の

分析について、雪印メグミルク、雪印種苗及びこれらの企業グループから独立した委員

のみで構成された委員会による調査を徹底的に実施するとともに、専門家としての知

見と経験に基づいて事案の原因を分析し、事案の客観的な評価を行い、再発防止策等の

提言を受けることが必要と判断し、当委員会を設置した。 

当委員会が雪印種苗から委嘱を受けた調査事項は以下のとおりである。 
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(1) 違反表示に関する事実関係の調査 

(2) 違反表示以外の義務違反の有無等の調査 

(3) 前記(1)及び(2)に関する原因・背景分析 

(4) 再発防止策の提言 

 

第３ 当委員会の構成等 

１ 委員 

当委員会は以下の委員により構成されている。 

委員長 橋本副孝（東京八丁堀法律事務所 代表弁護士） 

委 員 髙 巖（麗澤大学大学院経済研究科教授、内閣府消費者委員会委員長） 

委 員 今村哲也（明治大学情報コミュニケーション学部准教授、日本工業所有

権法学会理事） 

 

２ 補助者 

当委員会は、以下の 7名の弁護士を補助者として選任し調査の補助に当たらせた。 

① 笠 浩久 （東京八丁堀法律事務所 弁護士） 

② 工藤洋治 （   同      上   ） 

③ 矢田 悠 （ひふみ総合法律事務所 弁護士） 

④ 前田英伸 （東京八丁堀法律事務所 弁護士） 

⑤ 渡邉遼太郎（   同      上   ） 

⑥ 土田悠太 （   同      上   ） 

⑦ 松村拓紀 （   同      上   ） 

 

また、当委員会は、後記「第４」の「３ デジタル・フォレンジック調査」記載の

調査を実施するに当たって、同業務の専門会社である合同会社日本カタリストを起

用した。同調査においては、上記補助者のほか、当委員会の委員及び上記補助者とは

別の法律事務所に所属する弁護士 8名がファイルのレビューを行った。 

 

３ 委員及び補助者の独立性 

当委員会の委員は、日本弁護士連合会による「企業等不祥事における第三者委員会

ガイドライン」（平成 22年 7月 15日公表、同年 12月 17日改訂）に準拠して選任さ

れており、各委員及び補助者は雪印種苗と利害関係を有しない。 

なお、委員長である弁護士橋本副孝が代表を務める東京八丁堀法律事務所は、当時

雪印種苗の親会社であった雪印乳業が、平成 19年 12月から平成 20年 1月にかけて

雪印種苗の普通株式の全部の取得を目指した公開買付け（以下「平成 19 年 TOB」と
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いう。）を実施した際に、雪印種苗のリーガルアドバイザーとして同社から業務を受

任し、公開買付けの諸条件に関する助言等を行っている。 

もっとも、当委員会の各委員は、①案件の受任が 10年前であり、かつ上記事務所

は、同件受任の以前以後を問わず、雪印種苗、雪印メグミルク（雪印乳業）及びこれ

らの企業グループに属する会社から同件以外の業務を受任したことがないこと、②

雪印種苗が平成 19年 TOBに際して上記事務所を起用した趣旨は、公開買付者が自社

の親会社であったことから、公開買付価格の公正性の担保及び利益相反回避を目的

として、利害関係のない法律事務所から法的助言を得る点にあったこと等を踏まえ、

上記弁護士は雪印種苗と利害関係を有する者に該当しないと判断した。 

 

４ 会社側事務局 

当委員会は、短い期間の中で本調査を適切に遂行するためには、関係する資料及び

データの収集・整理（商品包装の現物の写しの作成を含む。）、ヒアリング対象者への

連絡・調整等について、社内関係者の補助を得る必要があると判断し、雪印種苗に対

して、①上記各業務を実施する上で必要かつ十分な人数の会社側事務局を設置する

こと、②同事務局の構成メンバーは、種苗部門及びこれに対する内部監査を行う部門

に所属したことがない者とすること、③同事務局は当委員会に直属し、その指示に基

づき上記各業務を実施すること、④同事務局は、当委員会の指示又は許可がない限り

調査の実施状況やその内容等を他の役員又は従業員に伝達しないこと、⑤他の役員

又は従業員は同事務局に対して本調査に関し上記③及び④以外の指示を行わないこ

と等を要請した。 

これを受け、雪印種苗において、上記②の条件に合致する者 3名が会社側事務局の

構成メンバーとして選定され、本調査の調査期間にわたり、当委員会の指示に基づき、

上記各業務を行った。 

 

第４ 当委員会による本調査の方法・内容 

当委員会は、調査期間中、以下の調査を継続的に実施するとともに、計 12回の委員

会を開催し、調査方針、事実認定等について議論・検討を行った。 

なお、当委員会は、調査対象が種苗法という専門性の高い法律に関わるものであるこ

とに鑑み、後記「第２章 違反表示の事実と原因」に係る種苗法の表示義務に関する法

的解釈（及び実務）に関しては、浅野国際特許事務所の浅野勝美弁理士及び浅野卓氏か

らも意見を聞く等して検討を行った。 

 

１ 関係資料の精査 

当委員会は、後記「第２章 違反表示の事実と原因」及び「第３章 品種偽装に係

る事実と原因」に記載のとおり、雪印種苗において残っている商品包装の現物の写し
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並びに牧草種子及び芝生種子の口座替え【5】データ等の閲覧・検討を行うとともに、

その結果として詳細検討を要すると判断された案件に係る作業指示書（キロ詰め指

示書等）、作業日報、商品カタログ、関係する社内規程・社内議事録・会議資料等の

関連資料についても、必要と認める範囲で閲覧・検討を行った。 

 

２ 関係者に対するヒアリング等 

当委員会は、雪印種苗及び雪印メグミルクの役員及び従業員並びに元役員及び元

従業員等合計 45 名に対して、延べ 61 回にわたるヒアリングを実施するとともに、

適宜、電話及びメールによる質問を実施した。 

また、この他、当委員会は、種苗法に関する検査機関である家畜改良センター、国

立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構種苗管理センター（以下「種苗管理

センター」という。）、業界団体である一般社団法人日本草地畜産種子協会（以下「日

本草地畜産種子協会」という。）及び一般社団法人日本種苗協会（以下「日本種苗協

会」という。）へのヒアリングを行った。 

 

３ デジタル・フォレンジック調査 

当委員会は、雪印種苗関係者のうち、特に調査事項と関連があると推認された以下

の 5名について、業務用パソコンあるいはメールサーバー（過去のメールサーバーの

バックアップデータを含む。）から、過去のメールデータを保全した。 

Ａ氏：平成 10年～16年、種苗課長（北海道）。平成 26年社内調査当時、専務取

締役。本調査開始時点における代表取締役社長。 

Ｂ氏：平成 16 年～21 年、北海道種苗課長。平成 26 年社内調査当時、取締役種

苗部長。本調査開始時点における常勤監査役。 

Ｃ氏：平成 12年～16年、種苗部次長。平成 26年社内調査当時、常勤監査役（調

査委員会委員）。本調査開始時点における取締役常務執行役員。 

Ｄ氏：平成 26年社内調査当時、取締役経営企画室長（調査委員会委員）。本調査

開始時点における常務執行役員。 

Ｅ氏：平成 26年社内調査当時、執行役員人事総務部長（調査委員会事務局）。本

調査開始時点における常務執行役員。 

 

保全されたデータについては、削除ファイルの復元等の電子データの処理・解析を

実施した上で、重複排除されたメール及びこれに添付されたワードファイル、エクセ

ルファイル、PDFファイル等の文書ファイル合計 611,508件（403,808件の電子メー

                             
5 「口座替え」とは、雪印種苗において、登録された在庫データの内容を変更する場合の処理方

法の呼称である。これがなされる理由には様々なものがある。詳細は、後記「第３章」の「第

３」の「１」の「ア 口座替えとは」参照。 
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ルと、207,700 件の添付ファイル）をレビュープラットフォームである Catalyst 

Insightにアップロードした。 

アップロードされた文書ファイルについては一定の検索条件に基づき検索を行い、

また、検索により抽出したファイルに対しては弁護士がレビューを行い、調査の用に

供した。 

 

４ アンケート調査・ホットラインの開設 

当委員会は、本調査に係る事実関係を広く収集することを目的として、雪印種苗の

現役の役員及び従業員合計 533 名（役員・正規社員合計 348 名、嘱託社員・契約社

員・派遣社員・シニア社員合計 185名）並びに元役員及び元従業員合計 100名（雪印

種苗の OB会において連絡先を把握できている者のうち、承諾を得られた者）に対し

て、平成 30 年 2 月 21 日付け「種苗法違反等に関する書面による質問調査実施のご

連絡」と題する説明書面及びアンケート票を配付し、第三者委員会に対してアンケー

ト票を直接送付することを求める方法によりアンケート調査を実施した。 

その際、当委員会は、役員及び従業員等からの自主的な申告を促進することを目的

として、上記説明書面に以下の内容を明記した。また、上記アンケート調査の実施に

先立ち、雪印種苗の取締役会においても、当委員会の要請に基づき、以下の「不利益

取扱いの禁止について」記載の内容が決議された。 

 

【ご回答内容の取扱いについて】 

(1) ご回答は当委員会による調査等のためにのみ使用します。また、回答

者名を会社に伝えることはありません。 

(2) 当委員会の判断によりご回答内容を踏まえた調査を実施する場合が

あります。また、当委員会が作成し公表が予定されている調査報告書内

でご回答内容について適宜言及する場合があります（回答者名は出しま

せん）。 

【不利益取扱いの禁止について】 

本質問調査実施にあたり、会社は、取締役会において、本質問調査へ回

答したこと自体を理由に会社が回答者に不利益を課すことは一切しない

旨を決定しています。 

 

以上の結果、当委員会のもとにアンケート票を送付した人数は、現役の役員及び従

業員については 469名（配付対象者 533名のうち約 88％）、元役員及び元従業員につ

いては 80名（配付対象者 100名のうち 80％）であった。 
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また、当委員会は、当委員会専用のホットライン窓口を設け、雪印種苗ＨＰを通じ

て周知することにより広く情報提供を求めた。なお、前記「第１」の「５ 調査期間

の延長」記載のとおり本件報告徴収命令の報告期限が延期されたことに伴い、当委員

会は、上記ホットライン窓口の受付期間も併せて延期することとし、これを雪印種苗

ＨＰを通じて周知した。 

なお、結果として、本調査の実施期間を通じて、上記ホットライン窓口に対する通

報・連絡等はなかった（現役の役員及び従業員並びに元役員及び元従業員の認識・意

見等については、前記アンケート調査への回答という方法により、当委員会に伝えら

れたものと考えられる。後記「第４章 コンプライアンス・企業風土に関するアンケ

ート結果」のとおり、アンケート調査においては、その自由記載欄の記載を通じ、多

くの関係者から、多数の具体的な認識・意見等が寄せられた。）。 

 

第５ 本調査の前提 

① 当委員会が行った調査の実施期間は、平成 30年 2月 20日から同年 4月 24日で

ある。 

② 本調査は、当委員会に開示された書類又は電磁的記録の写しについて、すべて原

本と同一であり、かつ、その原本はすべて真正に成立し、その後の改ざん等がなさ

れていないものであること、並びに、それらに重大な欠落がないことを前提として

いる。 

③ 本調査は、法違反のうち、本調査の上記方法等によって明らかになった後記「第

２章 違反表示の事実と原因」及び「第３章 品種偽装に係る事実と原因」記載の

各事項について、限られた時間の中で行われたものであり、それ以外の法違反の調

査について網羅性を保証することはできない。 

 

第６ 本調査の概要と本報告書の構成 

１ 本調査の対象事項（第２章と第３章） 

以上から明らかなとおり、本調査の実質的な対象には、大きく二つのものがある。 

 

ア 違反表示について（第２章） 

一つは、文字どおりの違反表示そのものの有無であり、具体的には、法 22条・

法 56条・法 59条に違反する表示がなされていないかどうか、なされていた場合に

は、その原因・背景を分析することである。 

この場合、各箇所において適宜言及するとおり、種苗法の解釈自体が必ずしも明

確とはいえない部分があるため、その前提として、現状において妥当性を有すると

思われる解釈を見出して、違反の有無等を検討する必要が生ずる。ここから、当委
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員会は、実務に造詣の深い浅野国際特許事務所から意見を聞く等するとともに、関

係諸団体へのヒアリングを行うなどして、検討を行った。 

また、平成 29年社内調査は、もともと違反表示の摘出を目的として行われたも

のではなく、調査範囲も網羅的とはいえなかったことから、本調査においては、現

存する包装（合計 4,252件）のすべてについて、調査をし直す方式をとることとし

た。 

以上の結果は、後記「第２章 違反表示の事実と原因」に記載のとおりである。 

 

イ 品種偽装行為について（第３章） 

他の一つは、品種偽装行為に関するものである。 

品種偽装行為は、販売を目的として品種Ａという種子を品種Ｂと表示するもの

であり、指定種苗についてこれがなされれば、当然に表示義務違反（法 59条違反）

を結果する。その意味で、品種偽装行為は、種苗法における違反表示の一形態でも

ある（さらに、不正競争防止法上の誤認惹起行為等も問題となりうる。）。 

しかし、かかる行為は、表示義務違反以前の、商道徳にも反する詐欺的な行為と

もいうべきものであり、その悪質性等において単なる表示義務違反とは明確に区

別される。その意味で、当委員会は、二度にわたりこの点についての通報（告発）

がなされた事実等も勘案し、指定種苗であるか否かにとらわれることなく、品種偽

装行為の有無を、調査対象のもう一つの柱として独立に取り上げ、調査・検討を行

った。 

もっとも、これについては、既に二度の社内調査が行われ、前記「第１」の「２ 

平成 26 年社内調査の実施」及び「３ 平成 29 年社内調査の実施」のとおりの結

論が出されていることから、調査期間の制約があることも踏まえ、まずは、これら

の社内調査の過程・方法及び結果に妥当性が認められるか（不適切な事情等が見ら

れないか）、もし妥当であるならば、社内調査の結果に依拠しながら当委員会によ

る調査を実施できるか、を検証することとし、その際には、とりわけ、①平成 14

年 1 月ころまで行われていたとされる品種偽装行為が、同時期以降行われなくな

ったという認定が事実か否か、②平成 14年 1月以降は、調査時点に至るまで品種

偽装行為は行なわれていないと結論付けた二度の社内調査の方法及び結論に妥当

性が認められるか否か、③二度の社内調査の過程に、調査の信頼性を損なう欠陥等

が認められないか、の諸点に重点を置いて調査を行うこととした。 

そこで、当委員会は、上記調査に特に関連があると推認されたＡ氏外４名に関し

て、デジタル・フォレンジック調査を実施し、必要な事実関係の収集に努める一方

で、品種偽装行為に関して行われた社内調査の際の資料の検証を行った。 

ところが、かかる作業の中で、とりわけ平成 26年社内調査の過程及び結果には、

次のとおり、これに依拠することができない重大な欠陥等があることが判明した。
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具体的には、①同調査では、平成 16年以前のデータは存在しないとされていたが、

現実には平成 13年 6月以降のデータが存在し（その中には、過去における品種偽

装行為に係るデータが含まれている。）、一部の経営幹部はこれらの事実を知りな

がら、データは存在しないとの虚偽の説明を行っていたと見られること、②平成 16

年 7 月以降のデータの中にも品種偽装行為が疑われる事例が発見されていたにも

かかわらず、その調査・確認をしないまま、当該事例はなかったと結論付けられて

いること、③調査期間中に、データの消去やヒアリング録の重要部分の削除が秘密

裏になされるなど、調査の公正性・適切性・十分性を損なう行為が行われていたこ

と、④複数の関係者によって事実・認識とは異なる供述がなされていたこと等々の

事実に加え、⑤同調査で行ったとされる平成 26 年 6 月以前の 10 年間の品種偽装

行為に関する社内調査の資料が廃棄されてまったく存在せず、その検証ができな

いなどの事実も併せて判明した。 

以上により、当委員会は、平成 26年社内調査の結果には依拠することができな

いと判断したことから、平成 29年社内調査の範囲を含め、品種偽装行為に関して

は、そのすべてのデータの調査を改めて行い、事実関係の解明を行うこととしたも

のである。併せて、コンプライアンスの観点からは、平成 26年社内調査がこのよ

うな重大な欠陥を有するに至った原因が極めて重要であると思料されたことから、

この点についても重点的に調査を行うこととした。 

以上の結果は、後記「第３章 品種偽装に係る事実と原因」に記載のとおりであ

る。 

 

２ アンケート調査の結果（第４章） 

前記「第４」の「４ アンケート調査・ホットラインの開設」記載のアンケート調

査において使用・配付したアンケート票は、全 20 ページ・2 章から成り、その前半

（第 1章）は雪印種苗における過去・現在の違反表示や品種偽装行為についての各人

の認識・経験等を問うもの、後半（第 2章）は統制環境やコンプライアンスに対する

意識等を問うものとした。 

このうち後半（アンケート票の第 2章）の調査結果をまとめたものが、後記「第４

章 コンプライアンス・企業風土に関するアンケート結果」である。なお、前半（ア

ンケート票の第 1 章）の調査結果は、後記「第２章 違反表示の事実と原因」及び

「第３章 品種偽装に係る事実と原因」の事実認定等の基礎となる資料の１つとし

た。 

 

３ 再発防止策の提言（第５章） 

以上を前提に、当委員会として、現在の段階で考えられる再発防止策の提言を行っ

た。その内容は、後記「第５章 再発防止策の提言」に記載のとおりである。 
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４ 開示版・簡略版の作成 

当委員会は、本報告書の開示版と簡略版を作成し、これらを公表の対象とする。 

開示版では、個人名については、本文で登場する順にアルファベット表記（Ａ～Ｚ）

とし（ただし、特定の箇所においてのみ記載がある者や、引用資料にだけ記載のある

者については、基本的に、氏名部分を黒塗りとする対応をとった。）、また、一部の法

人を「法人甲」・「法人乙」と表記した。 

簡略版は、引用資料等の記載を省略したが、省略していない部分の記載内容は開示

版と同じであり、本文の要約等は行っていない。 
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第２章 違反表示の事実と原因 

 

第１ はじめに（表示内容の決定や確認に係る雪印種苗の社内体制について） 

今回の調査の結果、後記「第３ 法 22条違反について」以下に述べる違反表示が確

認されたが、種苗商品（以下「商品」という。）の表示内容の決定をする権限がどの部

署にあり、その決定と執行が具体的にどのように行われ、表示内容の適正さを確認（チ

ェック）する体制がどうなっているかは、この問題を理解し、その原因と再発防止策を

検討する上で、不可欠の前提をなす事柄である。そこで、まず、雪印種苗における「商

品の表示内容の決定及びそのプロセス」と「商品の表示内容の他部署による確認体制」

に関し概要を述べるところから本章を始めたい。 

 

１ 商品の表示内容の決定及びそのプロセスについて 

ア 決定権限を有する部署について 

種苗法の適用を受ける会社であるにもかかわらず、雪印種苗には、商品の表示内

容、すなわち、商品の包装袋（一部、包装容器を含む。以下、単に「包装」という。）

やカタログ等の表示内容の決定をする権限と責任がどの部署にあるのかを明確に

定めた社内規程は存在していない。 

しかし、調査の結果によると、表示内容の決定は、種苗部内の各課（牧草・飼料

作物及び植生作物の種子については、北海道種苗課長及び種苗課長。野菜・花きの

種子については、園芸課長。）の判断により行われている（種苗部長の確認までは

行われていない。）実態があることが確認された【6】。 

そして、当委員会のヒアリングにおいても、役員や種苗部の各課の従業員を含む

従業員（過去の所属を含む。以下、本「第２章」においてヒアリングに関して「従

業員」というときは、同じ。）の多くが「商品の表示内容の決定については、種苗

部の各課が責任部署だと思う。」旨述べていること、他の部署がこれを担っている

実態や担う意識もうかがわれないこと等の事実も踏まえ、当委員会は、種苗部内の

各課が商品の表示内容の決定の権限と責任を有する部署であったと判断した。 

 

イ 種苗部及び同部の各課について 

そこで、種苗部及び同部内の各課（本調査と直接の関係があるものに限る。）の

職務について一瞥する。  

                             
6 商品名については、研究部門や営業部門の意見も取り入れる等し、また、商標登録の関係につ

いて人事総務部総務課に使用可能か確認を行う等のことが行われている。 
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雪印種苗の業務分掌一覧表（同社取締役会の決議を経たもの）によれば、同社の

組織上、種苗部は、生産本部に所属し、種苗関係製品・商品の開発、生産、仕入れ、

流通業務等を管掌することとされており、種苗部内の各課は、それぞれ概ね次の業

務を担当することとされている【7】。 

 

  種 苗 課：種苗の仕入業務（購買計画等の立案・国内仕入業務等）、需給調

整、品質管理、販売促進（大手種苗業者、農業団体等との取引折

衝業務等）、在庫管理等【8】 

  北海道種苗課：資材（農業資材）の仕入業務（購買計画等の立案・国内仕入業務

等）、種苗の品質管理、販売促進（北海道内種苗業者、農業団体

等との取引折衝業務）、在庫管理等【9】 

  海外種苗 課：海外種苗の仕入業務、委託生産、品質管理等 

  園 芸 課：畑作園芸関係の種苗に関する仕入業務、需給調整、品質管理、在

庫管理等 

  

他方、商品の製造（袋詰め等）・出荷業務については、「生産部」に属する札幌種子

センター、千葉種子センター、熊本種子センター（以下、これら３センターを併せて

「種子センター」と記載することがある。）が行うこととされている。 

生産本部の組織図は次のとおりである（平成 30年 1月 1日現在）。 

 

 

 

                             
7 以上から明らかなとおり、業務分掌一覧表上、種苗部や種苗課・園芸課が商品の表示内容を決

定する権限と責任を有する部署であることを明示又は示唆する文言は見当たらない。 
8 当委員会のヒアリングによれば、種苗課は、実態として、牧草・飼料作物、植生作物の種苗

を取り扱っており、都府県地域を担当しているとのことであった（以下では、雪印種苗での

呼称にならって、都府県地域のことを単に「府県」と記載する場合がある。）。 
9 当委員会のヒアリングによれば 北海道種苗課は、実態として、牧草・飼料作物、植生作物

の種苗をその仕入業務や需給調整も含め取り扱っており、北海道地域を担当している、との

ことであった。 
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ウ 商品の表示内容の決定プロセスについて 

大きく分けると、以下の 2つの場合がある。 

  

(ｱ) 一定の販売量が見込まれる商品の場合 

この場合は、外部の業者に対して商品の包装資材（表示内容の印刷を含む。）

の製作・納入を依頼することになるため、種苗部内の各課が発注内容（印刷する

表示内容を含む。）を決定し、これに基づいて種子センターが発注等の実務作業

を行っている。なお、発注は、翌１年分（販売予想量を踏まえて決定される。）

につき行われる。  

外部の業者は、発注内容に従い、後記「第３ 法 22条違反について」以下に

記載の種苗法に定める表示事項（法 22条・法 55条・法 59条）のうち、会社名、

住所、種類及び品種名等【10】（以下併せて「種類及び品種名等」という。）を印

刷した包装資材を種子センターに納入する。 

商品出荷に当たってはその他の表示事項（例えば、生産地や発芽率、有効期限

等）の記載も必要になるが、これらは、種子センターが、作業指示書【11】に基

づき、包装の証票欄に都度印刷する方式で記入している。 

そして、いったん包装資材に印刷された商品の種類及び品種名等については、

種苗部内の各課が変更指示等をしない限り、毎年同じ表示内容のものが追加分

として継続発注されているのが実態である。 

 

(ｲ) 小口の販売量しかない商品の場合 

この場合は、作業を担当する種子センターが、出荷の都度、作業指示書に基づ

いて、種類及び品種名等を含む表示事項について包装への印字を行う。 

前記「ア 決定権限を有する部署について」のとおり、この場合も、種苗部内

の各課が包装の表示内容の決定（責任）部署であったと認められる。 

 

２ 商品の表示内容の他部署による確認体制について 

 この点に関しても、明確に定めた社内規程等は存在せず、実態としても他部署によ

る確認は行われていなかった。 

 

                             
10 この中には、法 55条に定める品種登録表示（以下「品種登録表示」という。後記「第４」の

「１ 法令の内容等」参照。）を行う商品については当該品種登録表示が含まれる。また、後

記「第５ 法 59 条違反について」に記載の「指定種苗品種特徴表示基準」が定められている

ものについては当該事項も含まれる。 
11 品質保証室が作成・管理する「品質データ」（ここには、品質保証室の行った品質検査の結果

のほか、商品の表示に関する情報が集約されている。）に依拠して、種子センター内で当該作

業指示書が作成される。 
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ア 平成 27年 3月までの体制 

結論として、この間に、商品の表示内容を他部署が確認する体制はとられてい

なかった。 

すなわち、雪印種苗において、業務分掌一覧表上、表示に関する業務を行うと

読む余地のある記載がある部署には、品質保証室と人事総務部総務課があった。 

品質保証室は、平成 19 年 4 月に社長直轄の品質保証に関する全社統一的部署

として設置され、例えば、平成 25年 11月 1日付け改定以降の業務分掌一覧表で

は、 品質保証室の分掌業務に「品質保証」があり、その細目として「全社的な品

質保証・管理・表示に関する総括・指導・推進・企画・立案」との定めがある。 

しかし、この定めが、同室の分掌業務として、包装の表示内容の確認業務まで

を含ませた趣旨のものかどうかは必ずしも明確ではない。 

また、人事総務部総務課の分掌業務の細目にも「特許・実用新案・商標・品種

登録等の出願・登録、法規等に関する業務」との定めがあるが、こちらは品質保

証室についての上記定めよりも一層不明確である。 

したがって、業務分掌一覧表上、これらの部署が、包装の表示内容の確認の職

責を負う部署として明確に位置づけられていたとはいえない。 

そして、実態としても、包装の表示内容については、平成 27年 3月までは、種

苗部内（種苗課・北海道種苗課・園芸課並びに当時種苗部に所属していた種子セ

ンター）でのチェックのみで完結する体制となっており、他部署による確認は行

われていなかった（なお、種子センターは、種苗部内の各課で決定した表示内容

に基づいて包装の印字を行っていたが、その際、印字ミス等についての確認は行

っていたものの、表示内容が種苗法に違反していないか等の観点からの確認は行

っていなかった。）。 

 

イ 平成 27年 3月の一連の誤表示事例の発生 

平成 27年 3月に、雪印種苗が販売した商品の包装に誤表示がある事例（以下「平

成 27年誤表示事例」という。）が複数件続けて発生した。具体的には、商品の包装

において、住所不記載、種類の誤記、農薬の使用回数の不記載、発芽率試験実施年

度の誤記等があったというものである。 

 

ウ 平成 27年 4月以降の体制 

雪印種苗では、平成 27年誤表示事例が発生したことを踏まえ、再発防止策の一

つとして、種苗部を中心とした関連部署間での申合せにより、商品の包装の表示内

容を確認する部署として、新たに品質保証室と人事総務部総務課が加わることと

なった。 
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その結果、品質保証室においては、（関連するデータ項目のほか）包装の表示内

容（その版下）やカタログ、パンフレット等の記載内容について確認を行うことと

なり、同様に、人事総務部総務課においても、包装、カタログ、パンフレット等の

記載内容について確認を行うこととなったが、当該確認が、表示内容に種苗法上の

問題がないかとの観点から行われるべきことは明確にされていなかった。 

そのため、実際の運用においても、品質保証室は、包装の表示内容につき、品質

データとの齟齬の有無や誇大文言の有無等の確認を、人事総務部総務課は、商標登

録との齟齬の有無や誇大文言の有無等の確認を、それぞれ行うにとどまり、表示内

容に種苗法上の問題がないか、との観点からの確認はどちらも行っていなかった。 

したがって、平成 27年 4月以降も、商品の包装の表示内容について、種苗法違

反防止の観点からの他部署による確認は行われていなかった。 
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第２ 調査の概要 

１ 調査により確認された違反表示の概要 

違反表示に係る当委員会による調査（後記「２ 調査方法の概要」参照）の結果、

雪印種苗においては、下記表に示されたとおりの種苗法違反行為（法 22条違反・法

56条違反・法 59条違反）が確認された。 

 

  （略）【12】【13】 

 

２ 調査方法の概要 

当委員会は、会社側事務局に対し、札幌、千葉及び熊本の各種子センターにおいて

保管されていた販売種子の包装（出荷時にサンプルとして保存していたもの）のすべ

てについて【14】、その表示内容が種苗法に違反しているか否かに係る調査・確認を求

めた。 

会社側事務局が行った調査・確認の具体的内容は、次のとおりである（適宜、一定

数の従業員を、作業補助に当たらせたとのことである。）。 

基本作業 

 包装に記載されたすべての表示事項（法 59条に定めるすべての

表示事項・品種登録表示の有無等）を調査の上、表示すべき項目

と対照可能な形で転載した一覧表の作成及びその証拠資料（包

装、口座替え指示書及び作業日報のコピー）の作成 

法 22条関連 

 普通種、緑肥用等の登録品種が使用されている可能性のある商

品について、証拠資料を確認し、登録品種が使用されているか

確認 

 判明した法 22条違反事例の抽出 

法 56条関連 
 品種登録表示がある商品について、育成者権消滅の有無を確認 

 判明した法 56条違反事例の抽出 

法 59条関連  基本作業で判明した法 59条違反事例の抽出 

                             
12 種苗法に定める要件を備えた品種の育成者は、その品種についての登録（以下「品種登録」と

いう。）を受けることができ、品種登録を受けている品種を「登録品種」という。品種登録に

より、種苗法に定める「育成者権」が発生する。 
13 「緑肥用」とは、一般に、収穫しないで田畑にすきこみ（植物と土壌を一緒にした状態で耕

し）、その後に栽培する作物の肥料にする等の用途で使用される場合を指すとされている。 
14 具体的には、札幌種子センターについては平成 27 年 4 月製造分から平成 29 年 12 月製造分

（803 件）、千葉種子センターについては平成 27 年 1 月製造分から平成 30 年 2 月製造分

（2,978 件）、熊本種子センターについては平成 28 年 9 月製造分から平成 30 年 1 月製造分

（471 件）の包装が保管されていた（合計 4,252 件）。 
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また、会社側事務局による前記の調査・確認の結果を受け、当委員会においても、

改めて、会社側事務局から前記調査結果データ及び証拠資料の提出を受けた上、デー

タ上の確認に加え、適宜証拠資料を確認し、会社側事務局等への質問、根拠資料の提

出要請、当委員会のヒアリングにより、会社側事務局が行った判定の適否を含む確

認・検証を行った。 

以下、当委員会が確認した法 22条違反、法 56条違反、法 59条違反のそれぞれに

関し、法令の内容、当委員会が認定した事実、違反の原因等について詳述する。 
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第３ 法 22条違反について 

１ 法令の内容等 

 

（略） 

 

ア 規制の内容とその趣旨 

法 22条は、1項において、登録品種を譲渡する場合等【15】における当該登録品

種の名称の使用義務を定めるとともに（当該品種における登録品種の名称の使用

義務【16】）、2 項において、登録品種以外の品種を譲渡する場合等における当該登

録品種の名称の使用禁止を定めている（別品種における登録品種名称の使用禁止）。 

また、同条の規制は、「登録品種であった品種を含む」とされており、登録品種

の育成者権の存続期間の満了等により当該品種が登録品種でなくなった後も適用

される【17】）。 

法 22条の趣旨は、「一般に、種苗はその外観からだけでは品種の区別がつかない

ものが多いので、品種を識別するに当たっては、その名称が重要な意味を有する。

特に、登録品種の種苗は育成者権者等の許諾を受けなければ譲渡することができ

ないので、種苗を販売する際には、当該種苗が登録品種であるか否かを識別するこ

とができるようにしておく必要がある。このため、種苗の取引の安全を確保し、流

通の混乱を防止するために本条が設けられた。」と説明されている（農林水産省生

産局知的財産課編著「最新 逐条解説 種苗法」（2009 年・ぎょうせい）114 頁。

以下「逐条解説」という。）。 

法 22 条の規定に違反した者は、法 75 条に基づき、10 万円以下の過料に処する

とされている【18】。 

 

イ 同条の規制と「普通種」・「緑肥用」としての販売との関係について 

当委員会の調査によれば、雪印種苗においては、後記「３」の「ア 牧草・飼料

作物、植生作物の種子に係る違反表示について」に記載のとおり、これまで、例え

                             
15 雪印種苗の違反事例は、譲渡のうち「販売」をする場合に限られるので、以下では「販売」と

表記する。 
16 なお、昭和 53 年施行の（旧）種苗法により創設された品種登録制度の前に農林登録された品

種（例えば、「ワセユタカ」や「ノサップ」）については、種苗法による登録品種には該当し

ないことから、これらの種苗を販売する際には、法 22 条の適用はないこととなる。 
17 したがって、登録品種の育成者権消滅後は、「登録品種の名称」については、本条により引き

続き使用（表示）が義務付けられる一方で、後記「第４ 法 56条違反について」に記載する

品種登録表示（すなわち、「登録品種」との記載、又は、「品種登録」及びその品種登録番号

の記載。）については、法 56 条によりその表示が禁止されることとなる。 
18 なお、当該過料の制裁については、公訴時効に相当する規定は置かれておらず、大阪高等裁

判所昭和 36年 12月 14日決定の判示（会社の登記義務懈怠に関する事例についてのもの）に

よれば、会計法 30 条に定める国の金銭債権に関する時効の適用・準用もないとされる。 
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ば品種を問わない（こだわらない）顧客向けの販売用として、普通種又は緑肥用（以

下「普通種」と「緑肥用」を併せて「普通種等」という場合がある。）といった商

品を販売しており、その際、当該商品には特定の品種名は記載せず、「普通種」又

は「緑肥用」とだけ表示して販売する例が多くあったとのことである（後記「第５」

の「１」の「ウ」の「(ｲ)「品種」として「普通種」・「緑肥用」と表示することに

ついて」に記載のとおり、これをもって「品種」の記載といえるかは、別途問題と

なりうるところではあるが、いずれにしても、かかる表示方法自体は、業界におい

てもこれまで是認されてきたようである。）。 

しかし、登録品種について、当該登録品種の名称を記載せずに、「普通種」等と

だけ表示をして販売すれば、当該登録品種の名称を使用しないで譲渡することと

なるから、法 22条 1項に違反する【19】。 

また、雪印種苗では、登録品種と別の品種の種子を混合（同社では「ミックス」

あるいは「ブレンド」と呼ばれているようである。）した上で普通種等として販売

する場合があるが（以下、本「第２章」においては、登録品種のみを普通種等とし

て販売する場合であると、登録品種と他の品種を混合した上で普通種等として販

売する場合であるとを区別せず、「登録品種を普通種等として販売」などという言

い方をする。）、この場合【20】も、当該登録品種の名称を記載せずに、「普通種」等

とだけ表示をして販売すれば、同じく法 22条 1項に違反する。  

 

２ 当委員会の認定した事実 

ア 確認された違反表示の具体的内容 

調査の結果、確認された法 22条 1項違反の表示の具体的内容は、以下のとおり

である。 

 

(ｱ) 牧草・飼料作物、植生作物の種子について 

① 登録品種を普通種として販売する際に、当該登録品種の名称を表示してい

ない（「普通種」とだけ表示していた）事例：11品種[総括表：①] 

 

                             
19 法 22条 1項に違反するのは、登録品種を普通種等として販売すること自体ではなく、登録品

種を販売する際に、当該登録品種の名称を使用しない場合である（業界においても、これまで

登録品種を普通種等として販売することそれ自体が種苗法に違反するものとして問題とされ

てきた事実等はなかったようである。）。なお、登録品種を普通種等として販売する場合、（「普

通種」・「緑肥用」との記載をするほかに）当該登録品種名を品種として表示すれば、「当該

登録品種の名称を使用」するものとして、法 22条 1項に違反しないと解する余地は十分にあ

るように思われるが、この点の種苗法の解釈も必ずしも明確ではない。 
20 このほか、登録品種を含む複数の品種を混合した商品において、使用した当該登録品種の名称

を記載することなく、単に「○○ミックス」「○○ブレンド」等としか表示しないで販売する

場合も法 22 条 1項に違反する。 
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（略） 

 

② 登録品種を緑肥用として販売する際に、当該登録品種の名称を表示してい

ない（「緑肥用」とだけ表示していた）事例：1品種[総括表：①] 

 

（略） 

 

(ｲ) 野菜・花きの種子について（1品種）[総括表：②] 

エダマメの登録品種「サヤコマチ」を特定の販売先（1 社）に販売する際、

「サヤコマチ」と表示せず、当該登録品種の品種登録前の試作系統名であった

「SB1003」と表示した事例。 

 

イ 違反表示種苗の販売期間について 

(ｱ) 牧草・飼料作物、植生作物の種子について 

前記「第２」の「２ 調査方法の概要」記載のとおり、当委員会が表示の確認・

調査を行うことができたのは、現存する包装の範囲に限られる。そのため、当委

員会が、前記「ア」の「(ｱ) 牧草・飼料作物、植生作物の種子について」の違

反表示の下での販売期間として具体的に認定できるのは、当該包装による各商

品の販売期間ということになる。 

しかし、当委員会のヒアリングによれば、雪印種苗においては、①登録品種を

普通種等として販売することは、かなり古い時期（少なくとも 10年以上前）か

ら継続して行われており、②その際に、包装に登録品種名を表示して販売した事

実はこれまでまったくない、とのことであった。したがって、かかる違反表示に

よる販売は、相当古い時期から行われていたことが推認される（もっとも、当該

包装が存在しない現在では、その具体的な開始時期の特定は困難である。）。 

この点について、雪印種苗は、「これまで、登録品種を普通種等として販売し

た事例は、すべて法 22条 1項違反であった。」との認識を前提に、過去一定の年

数分の口座替えデータの検証を行い、これらの事例に該当するものについては、

（当時の包装の表示内容を確認することはできないものの）法 22条 1項違反の

事例として、農林水産省に報告することを現在検討しているとのことである【21】。 

なお、雪印種苗は、当該違反表示が判明した後は、普通種又は緑肥用として販

売する際の種子に登録品種を使用することを直ちに中止する旨決定し、在庫商

品について平成 29年 9月 6日付けで出荷中止を指示したとのことである。 

 

                             
21 その場合、違反事例として挙げている前記 12品種以外の登録品種について、追加で違反事例

として報告するものが存するとのことである。 
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(ｲ) 野菜・花きの種子について 

前記「ア」の「(ｲ) 野菜・花きの種子について（1 品種）[総括表：②]」の

違反表示の下での販売期間についても、当委員会が具体的に認定できるのは、現

存する包装による各商品の販売期間ということになる。 

もっとも、後記「３」の「イ 野菜・花きの種子に係る違反表示について」に

記載の当委員会のヒアリング結果等によれば、実際には、当該違反表示は、サヤ

コマチの登録年月日である平成 14 年 3 月 1 日以降の販売分から継続しており、

遅くとも平成 17年頃には、園芸課（当時は、畑作園芸本部営業課）には違反の

認識があったものと考えられる。この点についても、雪印種苗は、過去一定の年

数分のデータの検証を行い、当該データ上において当該特定の販売先に「SB1003」

で販売しているものについては、（実際の包装の表示内容についてまでは確認す

ることはできないものの）同様の違反表示であるとの認識を前提として、農林水

産省に報告することを現在検討しているとのことである。 

なお、雪印種苗は、当該違反表示が判明した後、平成 29年 9月 26日付けで当

該違反表示に係る商品の出荷停止を指示し、その後は、登録品種名である「サヤ

コマチ」と表示した商品を販売先に販売しているとのことである。 

     

３ 原因（法 22条違反関係） 

ア 牧草・飼料作物、植生作物の種子に係る違反表示について 

牧草・飼料作物、植生作物の種子に係る前記法 22条違反表示の事例は、いずれ

も、登録品種を普通種等として販売するにあたり、包装に当該登録品種の名称を表

示せず、「普通種」又は「緑肥用」とだけ表示していたものである【22】。 

そして、当委員会のヒアリングによれば、この場合において、種苗課【23】の従

業員の多くは、当該商品は「特定の品種の商品としてではなく、あくまで（品種を

問わない）普通種等として販売するものであるから、特定の品種名を表示する必要

はない」と単純に認識していたとのことであり、「登録品種を販売する場合は、当

該登録品種の名称を使用しなければならない」という法 22条 1項のことは意識に

                             
22 前記「２」の「イ」の「(ｱ) 牧草・飼料作物、植生作物の種子について」に記載のとおり、

このような「普通種」又は「緑肥用」とだけ表示した商品の販売は、かなり古い時期から行わ

れてきたとのことであり、雪印種苗においては、登録品種についても、例えば需給の変化に

より過剰在庫が発生し、年月の経過により登録品種としての品質維持が難しくなった等の場

合において、これを普通種等として販売する運用が続いてきたとのことである（その具体的

な開始時期の特定はできない。）。 
23 以下、本「第２章」では、文脈上別異に解すべき場合を除き、単に「種苗課」というときは、

北海道種苗課を含むものとする。 
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なかった（したがって当該条項に違反するか否かの検討もしていなかった【24】）と

のことであった。 

したがって、端的にいえば、法 22条 1項の表示義務の観点の欠落及び理解不足

が、前記法 22条違反表示が生じた原因であると認められる。 

 

イ 野菜・花きの種子に係る違反表示について 

関係資料の精査、園芸課の従業員への当委員会のヒアリングによれば、この違反

表示は、以下の経緯によるものであった。 

①雪印種苗は、前記「２」の「ア」の「(ｲ) 野菜・花きの種子について（1品種）

[総括表：②]」に記載の特定の販売先（1社）に対して、「サヤコマチ」の品種

登録が行われる以前から、これを試作系統名「SB1003」で販売していた。 

②平成 14年 3月に「サヤコマチ」の品種登録が行われた。その際、園芸課にお

いて、登録品種の名称である「サヤコマチ」を表示して販売することを要望し

たが、当該販売先から、（「SB1003」の名称の方が、なじみがあるといった当該

販売先の転売に際しての都合を理由に）引き続き「SB1003」との表示で販売す

ることを希望され、その後も「SB1003」との表示での販売を継続した。 

③平成 17年頃、雪印種苗の社内において、畑作園芸本部営業課（平成 16年 9月

に、種苗部園芸課から組織変更。なお、平成 21年 7月に再び種苗部園芸課に

組織変更。）から、営業の関係者に対し、改めて試作系統名「SB1003」の表示

ではなく、法 22条 1項に基づき、登録品種名（「サヤコマチ」）の表示が必要

であるとの指摘を行った。 

④そこで、雪印種苗は、営業担当者を通じて当該販売先に対し、表示を「サヤコ

マチ」に変更することを要望したが、その了解を得られなかったことから、そ

れ以上具体的な対応策を講じることなく（当時の畑作園芸本部営業課長は、上

司（畑作園芸本部長等）にこの点についての相談や上申はしていない。）、その

後も、試作系統名「SB1003」との表示での販売を継続した。 

つまり、本違反事例は、法 22 条 1 項よりも顧客の希望を優先したものであり、

種苗法の重要性を理解していない担当課の遵法意識の低さを原因とするものであ

る。 

                             
24 なお、今回のデジタル・フォレンジック調査で判明した雪印種苗の従業員の過去のメールの

中に、登録品種を普通種として流通させることに関して、平成 19 年頃に、雪印種苗の従業員

が日本草地畜産種子協会に相談に行った旨の記載がされているものがあった。しかし、当該

メールの記載からは、明確に「登録品種を普通種として販売する際に、「普通種」とだけ表示

し、登録品種名を表示しないことの適否」を相談し、その了解をもらったものとまでは読み

取ることはできなかった。 
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第４ 法 56条違反について 

１ 法令の内容等 

 

（略） 

 

法 56条は、平成 19年の改正により新設された規定であり、登録品種以外の品種の

販売時の包装や広告等への品種登録表示又はこれと紛らわしい表示を付する行為等

の禁止を定めている。 

ここで「品種登録表示」とは、「登録品種」又は「品種登録第○○○○号」という

表示を意味し（法 55条、種苗法施行規則 21条の 2）、「これと紛らわしい表示」の具

体例としては、「品種登録済み」、「種苗登録」、「国際登録品種」（なお、特定の外国で

登録されたことが明確に理解できる表示は、紛らわしい表示には当たらないとされ

ている。）等の表示が挙げられる（逐条解説 199頁）。 

品種登録がされたことがない品種の種苗を販売する際に、品種登録表示又はこれ

と紛らわしい表示を付す行為が同法違反の典型例であるが、かつて登録品種であっ

た種苗について、その育成者権が期間満了等により消滅した後もその品種登録表示

（又はこれと紛らわしい表示）をして販売する行為も、法 56条違反となる。 

法 56条の趣旨は、「近年、登録品種についての権利意識の高まりを受けて、登録品

種ではない品種の種苗等に登録品種である旨の表示を行ったり、品種登録の失効後

に当該表示を長期間継続したりするなどの不適切な例が見られていた。実際の流通

の現場で登録品種でない品種の種苗にあたかも登録品種であるかのような表示が付

されると、表示を見た者において当該品種が育成者権の対象である登録品種である

と誤認する可能性が高く、種苗取引の安全又は品種登録制度への信頼の確保上も問

題がある」ところにある、とされている（逐条解説 198頁）。 

法 56条の規定に違反した者は、法 69条に基づき、3年以下の懲役又は 300万円以

下の罰金に処するとされている【25】。 

 

２ 当委員会の認定した事実 

ア 確認された違反表示の具体的内容 

調査の結果、確認された法 56条違反の表示の具体的内容は、以下のとおりであ

る（なお、違反表示が確認されたのは、牧草・飼料作物、植生作物の種子のみであ

った。）。 

 

① 育成者権消滅後も品種登録表示を継続した事例：8品種[総括表：①] 

                             
25 公訴時効期間は 3 年である（刑事訴訟法 250条 2項参照）。 
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次のとおり、登録品種であったものについて、育成者権消滅後も品種登録表

示（例：「品種登録 第〇〇号」）をして販売した事例が確認された。 

 

（略） 

 

② OECD登録表示の誤記による品種登録表示の事例：1品種[総括表：②] 

次のとおり、OECD登録品種【26】ではあるが、登録品種ではないものについ

て、表面の証票欄印刷の際に、（「OECD 登録品種」と表示せず）単に「登録品

種」とのみ印字して販売した事例が確認された。 

 

（略） 

 

イ 違反表示種苗の販売期間について 

(ｱ) 前記「ア」の「①育成者権消滅後も品種登録表示を継続した事例」について 

ここでも、当委員会が、当該違反表示の下での販売期間として具体的に認定で

きるのは、現存する包装による各商品の販売期間ということになる。 

しかし、当委員会のヒアリングによれば、当該違反表示は、それぞれの登録品

種の育成者権存続期間中に行った品種登録表示を、育成者権消滅後も継続した

ことから生じたものであるとのことである。そうだとすると、実際の販売期間の

始期は、それぞれの登録品種の育成者権消滅時（ただし、法 56条が新設された

平成 19年改正の施行日（平成 19年 12月 1日）以前に育成者権が消滅した登録

品種については、平成 19年 12月 1日）と推認される。 

この点についても、雪印種苗は、過去一定の年数分のデータの検証を行い、当

該データ上において同じ種類・品種について販売しているものについては、（実

際の包装の表示内容についてまでは確認することはできないものの）同様の違

反表示であるとの認識を前提として、農林水産省に報告することを現在検討し

ているとのことである。 

なお、雪印種苗では、当該違反表示が判明した後の平成 29年 10月中旬に当該

違反表示に係る商品の出荷停止を指示し、その後の出荷はないとのことである。 

 

(ｲ) 前記「ア」の「②OECD登録表示の誤記による品種登録表示の事例」について 

当該違反表示は、平成 27年 4月及び同年 6月に千葉種子センターより出荷さ

れた商品に係るものである（それ以外には、見受けられなかった。）。 

                             
26 OECD 品種証明制度は、OECD（経済協力開発機構）が国際的に標準化した相互証認制度で、作

物の種子が国際間で流通する際に、種子が生産された国の指定機関がその種子の品種につい

て真正性を保証するもの（家畜改良センターのホームページの記載より抜粋）。 
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３ 原因（法 56条違反関係） 

ア 前記「２」の「ア」の「①育成者権消滅後も品種登録表示を継続した事例」につ

いて 

本違反表示は、端的に言えば、種苗課において、存続期間満了等による育成者権

消滅の有無について、管理担当者を定める等により適切な管理を行っていなかっ

た【27】ことが原因である。 

この点に関しては、次の事実があることに注意が必要である。すなわち、雪印種

苗の社内資料によると、平成 27年誤表示事例の発生を受けて、種苗部・種子セン

ター・品質保証室の合同により種苗表示研修会が開催され、当該研修会においては、

品種登録表示に関しても、確認事項として、①品種登録の有効期間経過後は品種登

録表示を削除し、不要な資材は廃棄するなど、速やかに処分する旨、②失効期間の

確認ができるように種苗課・園芸課で登録品種の一覧表を作成する旨が確認され

た事実が認められた。そして、種苗課では、これに従って、登録品種のリストが初

めて作成され、登録品種についての情報共有化が図られたとのことである。それに

もかかわらず、それ以前からの育成者権消滅後の品種登録表示はそのまま継続さ

れており、当該法 56条違反の状態は改善されなかった。このことは種苗課におい

て、法 56条の重要性を真に理解しておらず、これを徹底する姿勢が根付いていな

いこと、そのため、品種登録表示に関して適切な管理が行われていない状況が依然

継続していたことを示している【28】。 

 

イ 前記「２」の「ア」の「②OECD 登録表示の誤記による品種登録表示の事例」に

ついて 

本事例は、千葉種子センターにおいて、「OECD登録品種」と印刷されている 1キ

ロ詰包装に詰められていた当該商品を、500グラム詰包装に小分けして詰め替えた

                             
27 自社、すなわち雪印種苗が育成者権を有する登録品種については、品種登録後、当該育成者

権を維持するために雪印種苗において年間登録料を支払う必要があることから、それを管理

する雪印種苗の人事総務部総務課が、種苗課に年間登録料の支払を継続するか否かの照会を

行っている事実はあった。しかし、それは登録料の支払継続（育成者権を維持するか否か）の

観点からの管理であり、法 56 条に違反する表示を防止する機能を果たすものではなかった。

また、それを契機として、種苗課において適切にこの点の管理が行われていた事実も認めら

れなかった（種苗課は、個々の担当者等が気付いた場合に品種登録表示を抹消する等の個別対

応を行っていたにとどまる。）。 
28 これに対し、園芸課では、課内で登録品種の管理を行っていた。具体的には、野菜・花きの

種子に関するカタログ等の記載内容を確認する際に、登録品種について育成者権消滅後は品

種登録表示を行わないよう確認・管理を行っていたことが認められた。野菜については、そ

もそも品種登録を行っている品種の数自体必ずしも多くないとのことであるが、カタログに

品種登録表示を行う場合が多いことから、カタログの記載内容の管理にあわせて、品種登録表

示についても適切な管理がなされていたと認められる。 
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上、当該包装に証票欄を印字し出荷する際に、（「OECD 登録品種」と印字するか、

又は、何も印字しなければ違反表示とはならなかったものであるところ）誤って

「登録品種」と印字して出荷してしまったものである。 

それが印字の指示の誤りによるものなのか、印字のミスによるものなのかは、今

となっては確定できないが、原因は、前者であれば指示をした者の指示の不徹底あ

るいは種苗法についての理解不足であり、後者であれば印字の確認不足というこ

とになる。 
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第５ 法 59条違反について 

１ 法令の内容等 

 

（略） 

 

ア 指定種苗制度について 

指定種苗制度は、「種苗についてその外観による品種、発芽率等の品質や生産地

の識別が困難であることから、農業生産上重要と考えられる植物や植物の形態を

指定し（指定種苗。法第 2条第 6項参照）、適正な表示等を種苗業者に義務付ける

ことにより、種苗の品質等の識別を可能とし、種苗の流通の適正化を図るとともに、

種苗の需要者である農業生産者を保護することを目的とする制度である」（逐条解

説 203頁）と説明されている。 

種苗法上、「指定種苗」とは、種苗（林業の用に供される樹木の種苗を除く。）の

うち、種子、胞子、茎、根、苗、苗木、穂木、台木、種菌等であって、品質の識別

を容易にするため販売に際して一定の事項を表示する必要があるものとして、農

林水産大臣が指定するもの【29】と定義されている（法 2条 6項）。 

そして、法 59 条は、種苗業者が指定種苗を販売する場合には、その包装等に、

種類及び品種等、当該種苗の基本的な品質や属性に関する事項を表示する義務を

定めている（法 59条 1項及び 2項）。 

また、稲や大麦等の一定の種類の指定種苗については、法 59条 3項に基づき定

められている「指定種苗品種特徴表示基準」（昭和 62年 4月 28日農林水産省告示

第 516 号）により、当該種苗の「栽培適地」や「用途」、「重要な形質」（例えば、

まき性、早晩性、耐倒状性・耐寒性・耐病性等）、「栽培上の注意」等についての表

示義務が定められている。 

したがって、指定種苗を販売する際に、これらの表示事項を表示していない場合

は、法 59条違反となる【30】。 

なお、農林水産大臣は、法 59条 1項及び 2項の規定に違反した種苗業者に対し、

同条 1 項各号に掲げる事項を表示し、若しくは当該事項の表示を変更すべき旨を

命じ、又はその違反行為に係る指定種苗の販売を禁止することができるとされて

いる（法 60 条 1項）。 

                             
29 具体的には、「種苗法の規定に基づき指定種苗を定める等の件」（平成 17 年 5 月 20 日農林

水産省告示第 920号（以下「平成 17 年告示」という。））において、指定種苗を次のように

定める、とされている。 

（略） 

 
30 なお、登録品種が指定種苗でもある場合は、法 22条と法 59条の双方が適用される。 
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また、農林水産大臣は、法 59条 3項の規定により定められた基準を遵守しない

種苗業者があるときは、その者に対し、その基準を遵守すべき旨の勧告をすること

ができ（法 59 条 4 項）、当該勧告を受けた種苗業者がその勧告に従わなかったと

きは、当該種苗業者に対し、期限を定めて、同条 3項の基準を遵守すべきことを命

ずることができるとされている（法 60条 2項）。 

そして、これら法 60条 1項及び 2項の規定による処分（命令）に違反して指定

種苗を販売した者は、法 71条 2号に基づき、50万円以下の罰金に処するとされて

いる【31】。 

 

イ 指定種苗の範囲（告示の規定の解釈）が明確でないことについて 

当委員会は、法 59 条に係る前記関連規定に基づき違反表示の調査を行ったが、

調査にあたり、法 59条が適用される「指定種苗」について定める平成 17年告示の

規定について、解釈が明確でないと思われる点があったことから、まずこの点につ

いて触れておきたい。 

平成 17 年告示は、6 号において「飼料作物の種子」を指定種苗と定めている。

したがって、販売する商品が「飼料作物の種子」に該当する場合には、（その種類

を問わず）指定種苗に該当し、法 59条が適用されることとなる。 

他方、飼料作物の種子ではなく、いわゆる「緑肥用」の種子として販売される商

品については、6号の「飼料作物の種子」には該当しないことから、他の号に定め

る指定種苗にも該当しない場合には、指定種苗には該当しないこととなる。 

この点に関し、告示の他の規定をみたところ、特に平成 17年告示 9号の規定に

ついて（同号は、「芝草のうち」18種類の植物の種子については指定種苗に当たる

旨を定めている。）、「芝草のうち、…」という同 9号の定めが、①（「芝草」という

語句の限定解釈により、あるいは、当該告示の趣旨に照らして付加的な要件がある

との解釈により）用途について一定の限定をする趣旨（例えば「植生用【32】」に限

定する趣旨）を含み、その結果、肥料としての利用である「緑肥用」はすべて指定

種苗に該当せず、法 59条は適用されないという解釈となるのか、それとも、②7号

の「果樹のうち」や 8号の「花き（略）のうち」のように、「芝草のうち」という

表現は、「芝草というカテゴリーで呼ばれる草種のうち」という意味にすぎず、9号

に定める 18 種類の植物に該当する場合であれば、「緑肥用」として販売する場合で

                             
31 なお、公訴時効期間は、3 年である（刑事訴訟法 250 条 2 項参照）。また、法 59 条 1 項及び

2 項の規定による表示すべき事項について「虚偽の表示」をした指定種苗を販売した者は、法

71条 1号に基づき、50万円以下の罰金に処するとされている。 
32 「植生用」とは、一般に、公園・街路樹・庭園等の一般造園工事・維持管理、サッカー場をは

じめとするスポーツターフの造成工事・維持管理、都市・建築空間や自然地域等の特殊環境の

緑化と管理等の用途で使用される場合を指すとされている。 
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あっても、（9号に基づき）指定種苗に該当し法 59条が適用されるという解釈とな

るのか、いずれが正しいのかが明確ではなかった【33】。 

そこで、当委員会は、この点に関して、農林水産省、家畜改良センター、種苗管

理センター等へのヒアリングも含め調査を行ったが、見解は分かれていた。農林水

産省の担当官の見解は、あくまでも個人的な見解であるとの前提と解されたもの

の、「告示上『芝草』と規定されているのみで、その用途について定めているもの

とは読めないことから、告示に定める 18種類の植物に該当するものであれば、緑

肥用であるか否かにかかわらず、指定種苗に該当すると読めるのではないか。もっ

とも、この点については、念のため同省知的財産課に確認の上、同課から改めて回

答してもらうこととしたい。」というものであった。 

かかる見解は、上記②の解釈を示したものと解されるところ、告示の当該規定振

り、さらには、農林水産省ホームページにおいて「指定種苗に関するＱ＆Ａ（平成

27 年 10 月現在）」として掲載している「指定種苗制度に関するＱ＆Ａ（未定稿） 

平成 27年 10 月版」（以下「Ｑ＆Ａ」という。）において、下記のような記載がある

こと等も踏まえると、上記②の解釈、すなわち「平成 17年告示 9号に定める 18種

類の植物」については、緑肥用として販売される商品であるか否かにかかわらず、

一律に指定種苗に該当する（法 59条が適用される）という解釈をとることも、あ

る意味自然であると理解された。 

 

  （略）【34】【35】 

 

ところが、その後、前記農林水産省の知的財産課の担当官から電話での連絡を受

け、「現在の告示の制定経緯等も踏まえ確認した結果、平成 17 年告示の 9 号に定

める芝草は、いわゆる植生用として販売される場合のものを指す趣旨であり、もっ

ぱら緑肥用として販売される商品は、9 号に定める芝草には該当しない。」との見

解（上記①の解釈）が示された。 

この見解を前提とすれば、平成 17 年告示 9 号に定める 18 種類に該当するもの

であっても、もっぱら「緑肥用」として販売される商品については、指定種苗には

                             
33 例えば、平成 17年告示 9号に定める「あかクローバー」であっても、もっぱら緑肥用とし

て販売されるものであれば 9 号は適用されず指定種苗には該当しないこととなるのか、それ

とも、「あかクローバー」であれば緑肥用であっても 9 号が適用され指定種苗に該当するこ

ととなるのか、が明確ではなかった。 
34 この回答において、「穀類」等には「食用となる」という（食用の用途に限定する趣旨と読め

る）記載があるのに対し、「芝草」にはこのような記載がなく、用途による限定はないように

読める。 
35 この回答は、「花き」・「芝草」については、「鑑賞用」と判断できる形態で販売している場

合であっても、指定種苗に該当しうることを前提とするものと理解され、そうだとすると用途

による限定はないという趣旨の記載にも読める。 
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該当せず、法 59条は適用されないこととなる。しかし、かかる解釈を、平成 17年

告示 9号における「芝草のうち」との定めだけから一義的に読み取ることは文理上

困難といわざるを得ない（前記Ｑ＆Ａにおいてもその点は明確にされていないし、

例えば逐条解説にも、その点の解説等は見られない。）。 

平成 17年告示 1号ないし 5号についても同様であり、告示の規定では、単に「穀

類の種子及び苗」等と定めるのみである。しかるに、これが前記Ｑ＆Ａの（問 1）

の（答）の中で「指定種苗には、食用となる植物（穀類、豆類、いも類、・・・野

菜（食用に供される花きを含む）、飼料作物）の全ての種類、・・・」（下線は引用

者）とされているとおり「食用となる」植物に限定されるものであるとするならば、

それも当該告示の規定振りから明確であるとはいえない。 

これらの点については、今後、平成 17年告示の定め方（文言）を見直す等の適

切な対応がなされることにより、明確化されることが望まれる。 

 

ウ 法 59条が表示事項として定める「品種」（法 59条 1項 2号）等の意義、解釈の

不明確性について 

法 59条に係る違反表示の調査の際、同条で表示事項として定める「種類及び品

種」（法 59条 1項 2号）として、具体的にいかなる表示がなされるべきかに関して

も、（特に「品種」について）法 59条違反か否かが明確でないと思われる点があっ

た【36】。 

すなわち、法解釈として、法 2条 2項に定められている「品種」の定義内容（「重

要な形質に係る特性（以下単に「特性」という。）の全部又は一部によって他の植

物体の集合と区別することができ、かつ、その特性の全部を保持しつつ繁殖させる

ことができる一の植物体の集合」との内容【37】）に当てはめて検討しつつ、併せて

これまでの同法に係る実務運用も踏まえた場合に、後記「(ｱ) 品種として見方に

より商品名を表示しているにすぎないと思われる名称を表示していることについ

て」以下に記載のとおり、法 59条違反か否か必ずしも明確ではないと思われると

ころがあった。 

そして、当委員会は、この点に関して、農林水産省・家畜改良センター・種苗管

理センター・日本草地畜産種子協会・日本種苗協会等からのヒアリングも含め調査

を行ったが、特定の表示内容（方法）が法 59条に違反するか否かについては、各

団体等の間でも見解が分かれている状況であった。 

                             
36 「種類」についても、例えば、後記「２」の「ア」の「(ｱ)」の「① 表示事項のうち「種類」

が非表示の事例」の「ベッチ類」との記載の適否が問題となり得る。 
37 ちなみに、「種類」については、種苗法上、特段の定義規定はおかれていない。 
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そこで、当委員会としては、後記「２ 当委員会の認定した事実」において違反

表示の事例を指摘するに先立ち、まずこの点についての主な事項について、以下で

言及することとしたい。 

当委員会としては、今後、これらの点についても、指定種苗制度の趣旨と実務の

要請等とのバランス等も踏まえた上で、法 59条の規定内容の見直しの要否や規定

の解釈の明確化等に向けた検討が行われる等により表示ルールの明確化等が図ら

れていくことが望ましいと考える。また、その際、雪印種苗においては、その推進

に積極的に協力することを期待する。 

 

(ｱ) 品種として見方により商品名を表示しているにすぎないと思われる名称を

表示していることについて 

当委員会のヒアリング等による調査の結果、雪印種苗に限られず、種苗業界一

般の実務において、例えば、以下のようなケースがあることが判明した。 

ケース１）輸入時に付されている品種名（海外での英文名称等）があるものの、

利用者に分かりやすい名称にすることで販売促進を図る等の目的か

ら、個々の会社において独自の名称を付して、それを法 59条 1項に定

める「品種」として記載する場合（この場合、同一の会社においては、

品種と名称が１対１で対応しているが、世界的に見れば１つの品種に

複数の名称が付されていることとなるし、日本の各社が別々の名称を

付せば、国内の業界においても、１つの品種に複数の名称が付されて

いる状態となる。） 

ケース２）もともと同一の品種であるものについて、個々の会社において、販

売用途ごとに異なる名称を付して（例えば、飼料用と緑肥用とで異な

る名称を付して）、それを法 59条 1項に定める「品種」として記載す

る場合（この場合、同一の会社においても、１品種に、複数の名称が

付されている状態となる。）。 

いずれのケースにおいても、見方によっては、「品種」ではなく、「商品名」を

記載しているにすぎないように思われる一方で、別の品種との間での誤認が生

じるわけではない（同一品種間における区別の問題にすぎない）から、「品種」

の表示として許されるようにも思われる。この点、当委員会としては、①法 59

条 1項は、「品種」の表示として、何を記載すべきかについては必ずしも明確に

は定めていないこと（他方、法 22条 1項は、登録品種について「当該登録品種

の名称…を使用しなければならない」としており、また、品種登録において登録

品種の名称が登録されることから、使用（表示）すべき「登録品種の名称」は一

義的に明確である。）、②特定の「品種」を表すものとして特定の名称が表示され

ていれば、購入者がそれを確認することで、どのような特性を有する種苗である
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かを知ることは可能であるともいえ、その場合は法 59条 1項が「品種」の表示

を求めた趣旨は満たされるとも思われること、さらに③少なくともこれまでの

実務運用上この点について問題とされた形跡等も見受けられないこと（例えば、

法 63条に基づき家畜改良センター及び種苗管理センターにより継続的に行われ

てきた雪印種苗における表示事項検査において、当該表示に問題があるとして

指摘された事実はうかがわれないこと）等を踏まえ、少なくとも今回の調査にお

いては、「品種」の表示として上記ケース１及びケース２のような表示をするこ

と（同一の品種に複数の名称を付すこと）は、法 59条 1項違反となるものでは

ないとの前提をとることとした【38】。 

 

(ｲ) 「品種」として「普通種」・「緑肥用」と表示することについて 

前記「第３」の「１」の「イ 同条の規制と「普通種」・「緑肥用」としての販

売との関係について」に記載のとおり、種苗業界では、長年の実務慣行として、

牧草に係る商品の中に、「当該商品の「種類」については関心をもつが、「品種」

についてはこれを問わない顧客向けの商品」として、普通種等として販売されて

いるものがある。それらの包装には、「品種」として「普通種」等と表示されてい

る【39】。 

当該普通種等の商品は、実際に使用されている種子（中身）との関係でいえば、

①中身の品種は分かっているが、普通種等の商品として販売する趣旨のものであ

ることから、当該具体的な品種名を表示せずに「普通種」等とだけ表示する場合、

②中身について「種類」は保証できるものの「品種」については必ずしも保証で

きず、あるいは不明であるものについて、普通種等の商品として販売する趣旨の

ものであることから「普通種」等とだけ表示する場合、③同一種類の複数の品種

の種子を混合したものについて、普通種等の商品として販売する趣旨のものであ

ることから「普通種」等とだけ表示する場合、の三つがあり、これらの各場合に

つき違反表示（法 59条 1項違反）に当たるか否かが問題となり得る。   

この点、上記①～③の各場合はそれぞれ問題状況が異なるものの、いずれも品

種を問わない顧客向けの商品として、同一の草種（種類）の中で「ある特定の品

種が有する特性を表示するものではないし、保証するものでもない」という意味

で、特性上、他の特定の品種の商品とは区別されている商品であり、そのような

                             
38 もっとも、当該複数の名称同士の間では「特性の全部又は一部によって…区別すること」がで

きない以上、それらの名称は「品種」の定義に合致しないのではないかという疑問も残らない

わけではなく、解釈の明確化が望まれる。 
39 なお、登録品種の種苗を「普通種」等とだけ表示し登録品種名称を使用せずに販売すること

は、前記「第３」の「１」の「イ 同条の規制と「普通種」・「緑肥用」としての販売との関

係について」に記載のとおり別途法 22 条違反となるが、ここでは、あくまでも（登録品種で

あるか否かを問わず）「品種」として「普通種」等と表示することの適否を論ずるものである。 
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商品を「品種」の点においては「普通種」等という名称で表示していると考える

ことも可能であるように思われること、また、これまでの実務運用上これらの点

について問題とされた事例等は見受けられないこと（例えば、法 63条に基づき家

畜改良センターにより継続的に行われてきた雪印種苗における表示事項検査に

おいて、当該表示に問題があるとして指摘された事実はうかがわれないこと）等

を踏まえ、少なくとも今回の調査においては、上記①～③のとおり「品種」とし

て「普通種」等と表示することについても 59条 1項違反となるものではないとの

前提をとることとした【40】。 

 

(ｳ) いわゆるミックス・ブレンド商品について 

今回の調査で確認した中では、（少なくとも雪印種苗においては）複数の品種

の種子を混合した商品を、「得々ブレンド」、「雪印オリジナルミックス」、「和牛

繁殖用とうもろこし」といった商品名にすぎない（少なくとも特定の品種を表す

ものではない）と思われる名称を付けて販売するものがあった。 

その場合、混合した複数の品種の名称を当該商品の包装の表面に表示してい

るものが多かったが、中には、混合した各品種の名称は表示せず、裏面等の証票

の品種欄に、当該商品名（例えば、「和牛繁殖用トウモロコシ」等）だけを記載

しているものもあった。 

このように、混合した各品種の名称は表示されず、品種として（特定の品種を

表すものとは受け取れない）当該商品名だけを表示しているものについても【41】、

品種を問わない顧客向けの商品として、「普通種」等とだけ表示する前記類型（前

記「(ｲ) 「品種」として「普通種」・「緑肥用」と表示することについて」の③の

類型）と同様の考え方ができることから【42】、法 59条 1項違反となるものでは

ないと整理した【43】。 

                             
40 もっとも、①法 2 条 2項に定める「品種」の定義に照らして厳密に解釈した場合、「普通種」

等との表示が果たして「品種」を表示しているものといえるのかまったく疑問無しとまではい

えず、②法 59条 1項の文言や当該規定の趣旨からすれば、少なくとも品種名が分かっている

場合には（「普通種」等との表示ではなく）当該特定の品種名を記載すべきであるとの見解も

あり得るところであり、解釈の明確化が望まれる。 
41 混合した商品のうち、包装の表面に混合した複数の品種の名称が表示されている事例につい

ては、品種が表示されており、法 59条違反ではないと整理される（後記「２」の「ア」の「(ｱ)」

の「④ 包装上「普通種」の表示はあるものの、証票の品種欄に打消し表示（「―」表示）が

あることによる「品種」非表示の事例」の「―」表示と異なり、「得々ブレンド」等の商品名

の記載が、品種を打ち消す表示であるとみることもできない。）。 
42 例えば、「和牛繁殖用トウモロコシ」については、和牛繁殖用のトウモロコシであれば、その

品種は問わない商品として販売されているものである。 
43 もっとも、この点についても、前記「（ｲ）「品種」として「普通種」・「緑肥用」と表示す

ることについて」と同様、①法 2条 2項に定める「品種」の定義に照らして厳密に解釈した場

合、例えば「和牛繁殖用トウモロコシ」との表示が「品種」を表示しているものといえるのか

 



  第２章 違反表示の事実と原因 
第５ 法 59条違反について 

 

- 35 - 

 

 

(ｴ)「品種」が無い種苗、わからない（不明な）種苗、保証できない種苗の品種の

表示について 

後記「２」の「ア」の「(ｱ) 牧草・飼料作物、植生作物の種子について」でも

その具体例を記載するとおり、当委員会のヒアリングでは、一定の種類の種苗の

中には、品種が無いもの、品種がわからない（不明である）もの、品種が保証で

きないものがあるということで、これらの種子を販売する場合に、品種欄にどの

ように記載すればよいか（例えば、①何も表示しないこと（非表示）、あるいは

②「―」と表示することが、法 59条に違反することになるのか）がよくわから

ない、という供述があった（なお、当委員会が、農林水産省、家畜改良センター、

種苗管理センター及び日本草地畜産種子協会、日本種苗協会等にもヒアリング

を行った限りでは、品種が細分化されていない等のために、特定の品種名を記載

することができない種苗は存在するようである。）。 

確かに、品種が無い等の種苗が存するとした場合に、「品種」の表示をどうす

べきかについてのルールは明確でないといわざるを得ない（しかし、かかる場合

に、品種を表示しなかったときに、それが法 59条違反と評価されるのかの問題

が背景に存在する。）。 

もっとも、今回の調査でこの点が問題となった事例については、いずれも「品

種が無い」との確証までは得られなかったことから、「品種」の表示が何も記載

されていないものは、法 59 条 1 項違反となるとの前提をとることとした【44】

【45】。 

 

２ 当委員会の認定した事実 

ア 違反表示の具体的内容 

                             

まったく疑問無しとまではいえず、②法 59条 1 項の文言や当該規定の趣旨からすれば、少な

くとも品種名が分かっている場合には当該特定の品種名を記載すべきであるとの見解も成り

立ち得るところであり、解釈の明確化が望まれる。 
44 なお、品種の記載が困難等の事情が実際にあったのであれば、予め農林水産省に相談の上そ

の見解を確認する等の方法も考えられたところ、そのような対応をとった形跡はうかがわれ

ない。 
45 実際に品種が無い、わからない、保証できないといった種苗である場合（例えば、「テオシン

ト」が、「テオシント」という種類以上に特定の品種名を記載することが困難である種苗であ

った場合等）において、このような種苗の流通を一切禁ずることが法の趣旨ではないとすれ

ば、「品種」の表示としてどのような記載がされるべきかについても、明確化が望まれるとこ

ろである。 

 



  第２章 違反表示の事実と原因 
第５ 法 59条違反について 

 

- 36 - 

 

調査の結果、確認された法 59条違反の表示の具体的内容は、以下のとおりであ

る【46】。 

 

(ｱ) 牧草・飼料作物、植生作物の種子について 

① 表示事項のうち「種類」が非表示の事例：2品種 [総括表：ア②] 

（略） 

 

※ 上記①について 

「フルーツグラス AR-1」は、果樹園の下草（景観緑肥）用の商品であるとこ

ろ、当委員会のヒアリングでは、商品（品種）名の一部である「フルーツグラス」

を種類名であると誤認し、包装や証票に種類名の「アニュアルライグラス」を表

示しなかったとの供述があった。 

※ 上記②について 

当委員会のヒアリングでは、「まめ助の原料がウーリーポッドベッチであるこ

とを他社に知られたくないというビジネス面の観点から「ベッチ類」と表示し

た。」との供述がある一方、「ヘアリーベッチとウーリーポッドベッチのいずれ

の作物に属するか判定が難しいとの理由から明確な種類を記載することができ

ないため「ベッチ類」と表示した」との供述もあった。 

この点、後者の説明を前提とした場合（明確な種類を特定できず記載するこ

とができない場合）に、「種類」としていかなる記載がなされるべきかについて、

不明確であること（明確化が望まれること）は、前記「１」の「ウ」の「(ｴ) 「品

種」が無い種苗、わからない（不明な）種苗、保証できない種苗の品種の表示

について」に記載のとおりである。 

 

② 表示事項のうち「品種」が非表示の事例：12種類 [総括表：ア③] 

（略） 

 

※ 当委員会のヒアリングでは、上記③、④、⑦（テオシント、ソバ、レンゲ）に

ついては、「品種」が無い又は分からない（はっきりとしない）のでどう書けばよ

                             
46 なお、前記「１」の「イ 指定種苗の範囲（告示の規定の解釈）が明確でないことについて」

に記載のとおり、もっぱら緑肥用として販売している場合は、指定種苗に該当せず法 59 条は

適用されないとのことであるから、これに当たる場合には違反表示となる余地はない（もっ

とも、雪印種苗の社内規程（種苗商品の表示に関する細則）では、指定種苗とそれ以外の種苗

との間で、表示すべき事項を区別していないことから、社内規程には違反する事例である。）。

しかし、今回の調査対象の範囲では「もっぱら緑肥用として販売している場合」に明確に該当

すると認められたものはなかった。 
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いのか分からない（との理由から、「品種」を表示していない）との供述等もあっ

た。この点については、前記「１」の「ウ」の「(ｴ) 「品種」が無い種苗、わから

ない（不明な）種苗、保証できない種苗の品種の表示について」の記載を参照され

たい。 

 

③ 表示事項のうち「重要な形質」等に非表示／誤記のある事例：3 品種 [総

括表：イ] 

（略） 

 

※ これらの違反事例は、いずれも誤記、記載漏れであり、表示内容の確認不足に

よるものである。 

 

④ 包装上「普通種」の表示はあるものの、証票の品種欄に打消し表示（「―」

表示）があることによる「品種」非表示の事例：10品種 [総括表：ア④] 

（略） 

（違反表示に至る経緯） 

当委員会のヒアリングでは、雪印種苗では、もともと「普通種」については、

証票の品種欄にも「普通種」と表示して販売していたところ、平成 10年代の

いずれかの時期に、府県を担当する種苗課等一部の部署内において、「普通種

は、厳密にいうと品種ではない（商品名である）ことから、品種欄に「普通種」

と記載するのはおかしいのではないか。品種を書けないのであるから、「―」

と記載すべきである。」との議論がなされたことから、府県における普通種の

商品については、包装資材の更新がされるタイミングで、徐々に、品種欄に「―」

と表示した包装資材へと切り替えられていったとの供述があった（なお、その

際外部の専門家や農林水産省等に確認を行う等のことはしていないとのこと

である。）。 

そこで問題は「―」との表示の意味合いである。証票の品種欄に「―」の記

載があるとしても、包装上には「普通種」との品種名が記載されている以上、

法 59条には違反しないという立論もあり得るところであろう。しかし、当委

員会は、次の 2つの理由から、法 59条 1項に違反する類型と整理することと

した。すなわち、①「普通種」が品種ではないという理解を前提に、証票の品

種欄に記載しない趣旨で「―」との記載がなされた経緯がうかがわれること、

②雪印種苗においては、包装の表面に品種（「普通種」等の記載を含む。）の記

載がなされ、裏面等の証票の品種欄には「表に記載」、「上記に記載」等と表示
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（すなわち、包装上に記載されたものが品種であることを明確な形で表示）し

ている例もあるところ、これらとの対比でみると、「―」表示は、（包装の表面

に品種は記載されているものの、それを打ち消す形で）「品種が無い旨を表示

している」との意味合いを持つと受けとられてもやむを得ないと思われるこ

と（この点については、雪印種苗によれば、平成 29年社内調査の際に農林水

産省の担当官からもその旨の指摘を受けたとのことである。）である。 

もっとも、家畜改良センターは、法 63条に基づき雪印種苗に対して継続的

に表示事項検査を行っており、その検査対象事例には、表面には「普通種」の

記載があるが裏面には「―」表示がある事例が含まれていると思われるところ、

これまで当該表示に問題があるとして指摘された事実はうかがわれない（む

しろ、当該検査の際に検査結果として家畜改良センターから雪印種苗に交付

される「種苗検査（表示検査）結果通知書」の「表示事項の検査結果」欄には

（「不完又は無」ではなく）「完」とだけ記載がされており、問題のない表示で

あるとして扱われてきたものと受けとれる。）。 

そして、そのことも雪印種苗において当該違反表示が継続された要因の一

つと考えられることから、今後は、この点についても解釈の明確化が望まれる

ところである。 

 

(ｲ) 野菜・花きの種子について 

① 表示事項が一切表示されていない事例：1件 [総括表：ア①] 

（略） 

（違反表示に至る経緯） 

違反表示と認定された「春風太」の事例は、販売先（2社）において、独自

の商品名が記載された資材によって包装作業を行った上で、販売を予定して

いる商品である。 

当委員会のヒアリング等によれば、もともと園芸課は、顧客（販売先）の要

望を受け、納入缶には一切表示事項を記載しないものの（特別缶と呼ばれてい

たようである。）、別途表示事項を記載した文書を販売先に送付していたとこ

ろ、後任者に適切に引継ぎがなされず、当該文書が送付されなくなってしまい、

それが改善されないまま現在に至っているという経緯があるとのことである。

結局のところ、後任者における表示の確認不足が原因と考えられる。 

 

イ 違反表示との評価はしなかった事例 

違反表示の具体的内容は前記のとおりであるが、次のとおり、違反であるとは評

価しなかった事例として 2つの類型があった。 
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（略） 

前記①及び②の作物は、指定種苗として定める平成 17年告示 9号の 18種類（脚

注 29参照）には該当しないところ、雪印種苗によれば、これらは飼料作物として

は販売していない商品である（緑肥用、植生用として販売されるのみ）とのことで

あり、そうであれば、前記①及び②の作物は指定種苗には該当せず、法 59条違反

とはならない。 

もっとも、雪印種苗の社内規程（種苗商品の表示に関する細則）では、指定種苗

とそれ以外の種苗との間で、表示すべき事項を区別していないことから、前記①及

び②の事例は、社内規程違反の事例となる（雪印種苗における商品表示の管理状況

に不備があることを示す事情である。）。 

 

ウ 違反表示種苗の販売期間について 

ここでも、当委員会が、法 59条違反表示の下での販売期間として具体的に認定

できるのは、現存する包装による各商品の販売期間ということになる。 

しかし、当委員会のヒアリングによれば、雪印種苗においては、これらの違反表

示による販売は、それ以前から行われていたとのことである（もっとも、その具体

的開始時期の特定は困難である。）。 

この点についても、雪印種苗は、過去一定の年数分のデータの検証を行い、当該

データ上において同じ種類・品種について販売しているものについては、（実際の

包装の表示内容を確認することはできないものの）同様の違反表示であるとの認

識を前提として、農林水産省に報告することを現在検討しているとのことである。 

なお、雪印種苗は、違反表示判明後の平成 29 年 9 月 22 日付けでその時点で判

明分の違反表示に係る商品の出荷停止を指示しており（その後、種類名の記載がな

い「フルーツグラス AR-1」については同年 10月 30日付けで出荷停止、在庫確認

の上表示改善を指示、ダイコン「春風太」については同年 11月 13日に同様の指示

を行っている。）、その後は、種子センターで調査の上、順次、適正な表示に切り替

えを行ったとのことである。 

 

３ 原因（法 59条違反関係） 

前記各事例が違反表示に至った経緯等は区々であるが、①品種名の一部を種類名

と勘違いしていた、②種類名や品種名が明確でない（どう記載すればいいか不明であ

る）場合に、その記載方法・内容について社内のしかるべき部署ひいては農林水産省

に確認する等を行っていなかった、③表示内容の確認不足による誤記、記載漏れ、④

普通種を販売する場合に「普通種は品種ではないから」と品種欄を「―」表示とする

旨特定の部署内で判断・変更してしまい、その記載の適否について社内のしかるべき
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部署ひいては農林水産省に確認する等を行っていなかった、⑤引継ぎが適切になさ

れず、その後も表示内容の確認を行わないまま漫然と販売が継続されていた、といっ

た経緯であり、表示義務の内容の理解又は表示の確認が不足していたことが原因で

あるといえる。 

もっとも、種類名や品種名が明確でない（どう記載すればいいか不明である）場合

や普通種を販売する場合における品種欄の記載については、背景事情として法解釈

が明確でないことがあることは前記「１」の「ウ 法 59条が表示事項として定める

「品種」（法 59 条 1 項 2 号）等の意義、解釈の不明確性について」に記載のとおり

である。 
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第６ 違反表示を生んだ原因 

１ はじめに 

以上述べたところによれば、今回、当委員会が認定した違反表示（以下「本件違反

表示」という。）は、担当した課の課長あるいは従業員（以下、本「第６」では「担

当従業員」ということがある。）において、種苗法による表示義務の重要性の視点に

欠け、そのために種苗法及び表示義務の内容の理解若しくは表示の確認が不足して

いたことに起因して生じたものということができる【47】。 

すなわち、法 22条違反とされたもののうち、①牧草・飼料作物、植生作物の種子

について登録品種の名称を使用せず、「普通種」等とだけ表示した事例（前記「第３」

の「２」の「ア」の「(ｱ)」参照）では、種苗課の担当従業員において法 22条の表示

義務の規定が意識になかったことに、②野菜・花きの種子について試作系統名の表示

を継続した事例（「第３」の「２」の「ア」の「(ｲ)」参照）では、園芸課の担当従業

員において法 22条の表示義務の重要性を理解していなかったことに、それぞれ直接

の原因があるということができる。 

また、法 56条違反とされたもののうち、③育成者権消滅後の品種登録表示を継続

した事例（前記「第４」の「２」の「ア」の「①」参照）では、種苗課の担当従業員

において、法 56条の重要性を理解していなかったことに、④OECD 登録表示の誤記の

事例（「第４」の「２」の「ア」の「②」参照）では、千葉種子センターにおいて、

表示義務の内容の理解又は表示の確認が不足していたことに、それぞれ直接の原因

があるということができる。 

さらに、法 59条違反とされたもののうち、⑤牧草・飼料作物、植生作物の種子に

ついての違反の事例（「第５」の「２」の「ア」の「(ｱ)」参照）では、種苗課の担当

従業員において、表示義務の内容の理解又は表示の確認が不足していたことに、⑥野

菜・花きの種子についての違反の事例（「第５」の「２」の「ア」の「(ｲ)」参照）で

は、園芸課の担当従業員において、表示内容の確認が不足していたことに、それぞれ

直接の原因があるということができる。 

以上の点に関しては、当委員会のヒアリングにおいても、従業員からは、違反表示

の発生原因に関して「法 22条のことが頭になかった。」、「表示義務に対する法律の理

解が足らなかった。」、「表示一般について、感度が低かった。」という言葉を聞くこと

も多かったところである。また、当委員会の実施したアンケートにおいても、「種苗

法に関する詳しい内容は恥ずかしながら精通していなかった。」（現役社員）、「種苗法

                             
47 後記のとおり、法 56 条違反とされたもののうち、「④OECD 登録表示の誤記の事例（「第４」

の「２」の「ア」の「②」参照）」は、千葉種子センターにおいて表示義務の内容の理解又は

表示の確認が不足していたことが直接の原因であるが、これも、つまるところ、表示の責任

部署である種苗課において種苗法による表示義務若しくはその重要性の視点が欠落していた

ため、種子センターの従業員に対する教育や指示等が不徹底であったという問題が根底にあ

るものと評価できよう。 
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等についてしっかりした説明・理解をしてこなかった。」（現役幹部）等の回答があっ

た。 

その意味で、これら担当従業員に、本件違反表示についての責任があることは否定

しがたいところである。 

しかし、それはこの問題を現象形態から表面的に捉えた議論である。真の問題は、

それではなぜ、これだけの数の種苗法の表示に関する違反事例が、種苗法の適用を受

ける会社の専門部署において発生したのか、それが長期間にわたって、修正されるこ

となく継続したのはなぜか、中には初歩的なミスによるものがある一方で、故意と評

価されるものも含まれており、それらを阻止できなかったのはなぜか、表示の決定等

に当たって生ずるはずの疑問について外部に意見を聞くことをしなかった理由・原

因は何か、そして、種苗法の表示に関して、雪印種苗の経営陣が主体的に関与して、

その違反を抑止しようとする姿が見えてこないのはなぜか等にある。 

当委員会は、これまでの調査の過程で得られた資料及び当委員会のヒアリング結

果等を総合考慮すると、これらの諸点にこそ、本件違反表示問題の核心が含まれてい

ると考える。そして、それは、雪印種苗の経営陣が、かかる見地に立って、種苗法の

表示問題を、真に自らが正面から取り組むべき会社の重要課題であると認識し、行動

してこなかったことの結果であり、そこにこそ、この問題の真因があると考える。な

ぜなら、本件では、人（担当者、担当部署、経営陣）・制度の両面にわたって、全社

的に種苗法に関するリスク認識の低さ、認識レベルの不足が表れているところ、それ

は経営が率先して対処しなければならなかった問題そのものだからである。 

  

２ 違反表示の発生を予防するために会社がとっていた方策について 

そこで、雪印種苗の経営陣が、この種の違反表示問題が発生しないようにするため

に意を用い、そのための制度的仕組み等を適切に構築し、その運用等を行っていたの

かについて、検討する。 

 

ア 従業員に対し、種苗法の重要性を理解させるために意を用い、具体的な行動を

行っていたか。 

     違反表示問題を発生させない対策の出発点は、従業員（とりわけ種苗に関係する

従業員）に種苗法、中でもその表示の重要性を理解させることにある。この理解な

くしては、種苗法の規制を遵守する動機が与えられず、種苗法に対するコンプライ

アンスは成り立たないからである。 

     しかし、当委員会のヒアリングでは、雪印種苗の経営陣が、この点に意を用い、

具体的な行動をとっていたとの供述は得られなかった。また、アンケートにおいて

も、従業員から、「種苗法に代表される各種法令について重要視していない。」（現

役社員）、「種苗部門では、発芽率など技術面は重視されているが、表示内容の特に
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品種名について、社内の理解や農水省への確認がされていなかったのではないか。」

（現役社員）、「今回の表示については、全く現場レベルでは重要視（確認等）を行

っていなかった。正しいという前提があった。」（現役社員）等の回答はある一方で、

具体的に種苗法の重要性について意識することができていたという回答は得られ

なかった。 

 

イ 従業員が、種苗法を正確に理解し、必要知識を習得するための適切な機会の提

供等をしていたか。 

前記「ア」と関連するが、種苗法を正確に理解し、これに関する必要知識を習得

することは、従業員にとって、種苗法の表示の重要性を理解するためにも、また、

実務の具体的な場面において、種苗法に関する問題についての気付きとなり、適切

な判断をするためにも、必要不可欠な事柄である。したがって、雪印種苗としては、

従業員に対し、そのための適切な機会を提供する必要がある。しかし、以下に述べ

るとおり、この点に関する雪印種苗の対応は非常に不十分であったといわざるを

得ない。 

 

(ｱ)  社内規程・マニュアル等が非常に不備であること 

雪印種苗においては、種苗法の表示義務に関する社内規程やマニュアル等の

整備が非常に不十分であった。 

すなわち、雪印種苗においては、種苗品質管理規程が設けられていたが、あく

まで種苗の品質（内容）管理を中心とするものであり、表示義務に関連する規定

としては、「２－６ 商品製造管理」の「(2)包装管理」の中に、わずかに「１)

包装シールの接着状態、種苗法に基づく印字および印刷内容に間違いがないか

確認する。」との記載があるだけであった。 

また、平成 27年誤表示事例を受けた改善策の一つとして、種苗品質管理規程

の細則として「種苗商品の表示に関する細則」が制定された（平成 27年 6月発

効）が、その内容は、法 59条に関しごく基本的事項の記載があるだけで（中に

は法令解釈の誤りと思われる記述も見られる。）、法 22 条や法 56 条に関する記

載はない。 

 

(ｲ)  種苗法に関して習得する機会が提供されていないこと 

雪印種苗では、例えばパワハラ問題等を題材とした一般的なコンプライアン

ス研修は定期的に開催されていたものの、種苗法に対する研修等は、平成 29年

社内調査以前では、「種苗表示研修会」（前記「第４」の「３」の「ア 前記「２」

の「ア」の「①育成者権消滅後も品種登録表示を継続した事例」について」に記
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載のもの）が実施されたのが唯一で、その他に研修が実施された事実は確認でき

なかった。 

また、種苗部の従業員に対しても、会社の制度として、種苗法の基本的な理解

を習得する機会等は提供されておらず、各自の自主的な習得に任せるままにな

っていた（なお、野菜・花きの種子を担当する園芸課の従業員の中には、日本種

苗協会が実施しているシードアドバイザー制度に係る資格を取得する従業員が

比較的多く存在し、彼らは、その資格取得の際に、種苗法についての基本的な理

解を習得する機会を持っていた。もっとも、これもあくまで各従業員の自主的な

習得に任せるものであり、会社が制度としてこれを推奨し又は支援する等の施

策はとられていない。）。 

したがって、雪印種苗が、従業員に対して種苗法の理解を深める機会を提供す

る等の施策を講じたことはほとんどなかった【48】。 

 

ウ 表示内容の決定に関して権限と責任をもつ責任部署を定め、統一的な運用がで

きる体制を構築しているか。 

種苗法の表示義務を遵守し、その違反を防止するためには、組織上、権限と責任

をもってこの点に関して判断・決定し、これに取り組む部署（責任部署）を明確に

定めておく必要がある。責任部署が不明確であれば、漏れや中途半端な対応が生ま

れることは避けられず、会社としての統一的、網羅的な対応を期しえないことは明

らかだからである。 

しかし、前記「第１」の「１ 商品の表示内容の決定及びそのプロセスについて」

に述べたとおり、雪印種苗においては、この点を明確に定めた社内規程がなく、権

限と責任の所在が明確にされていなかった。そのため、当委員会のヒアリング等に

おいては、種苗部（特に種苗課）の従業員において、これまでの日々の業務等の中

で、同部（特に種苗課）が、種苗法の表示義務遵守・違反防止に関する責任部署で

あることを明確に意識し【49】、遺漏のないように取組み等を積極的に行っていた事

実は認められなかった。 

                             
48 以上の点に関しては、当委員会が実施したアンケートにおいても、「種苗法については、非

常に読解が難しい表現になっているので、簡易に表現した資料を作成して、研修が必要。」

（現役社員）、「種苗法や飼料安全法の研修は受けたことが一度もない。」（現役社員）（類

似回答多数）、「10 年以上前に契約社員で入社し、今年正社員になりましたが、その間に研

修は一度もありませんでした。」（現役社員）、「種苗法の研修は行っていない。生産部門の

法律に関する知識習得は、各自、各課、独自で行っていて、関係しない部署はほとんど内容

を知らない状況である。」（現役幹部）等の回答が寄せられたところである。 
49 当委員会のヒアリングにおいて、改めて種苗法の表示義務に関する責任部署について尋ねる

と、雪印種苗の従業員からは「それはやはり種苗部（種苗課や園芸課）である」との返答が多

かった。しかし、他方では、種苗課や園芸課の担当従業員からは、「登録期限のことは特段意

識していなかった」、「普通種等に登録品種を使用するも登録品種名を記載していなかったこ
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また、種苗部内でも、種苗課と園芸課の間、種苗課内でも北海道（札幌）と府県

（千葉）の各種苗課の間、さらには、札幌、千葉、熊本の各種子センターの間にお

いて、表示内容に関して区々の対応等をしている例も見られる等、会社としての統

一的な対応がなされているとはいえない状況も認められた。 

 

エ 表示内容の確認体制・監査体制が適正に敷かれているか。 

(ｱ)  確認体制（相互けん制体制）について 

種苗法の表示義務を遵守するためには、表示内容について責任部署が行う（行

った）決定についての適切な確認体制が敷かれ、いわゆる他部署のダブルチェッ

クによる相互けん制体制をとっている必要がある。しかし、この点に関しても、

雪印種苗において、商品の表示内容に関して適切な確認体制の整備等がなされ

ていなかったことは前記「第１」の「２ 商品の表示内容の他部署による確認体

制について」に述べたとおりである。 

 

(ｲ)  監査体制について 

種苗法の表示義務の確実な履行を担保するためには、内部監査（親会社監査を

含む。）・監査役監査による履行状況の監査が必要である。しかし、雪印種苗にお

いては、内部監査や監査役監査において、種苗法の表示義務の観点でのリスク・

課題認識がなされた事実やその観点からの監査が行われた形跡は認められなか

った【50】。 

なお、雪印種苗では、平成 21年 10月に内部監査機能が親会社である雪印メグ

ミルクに移管されている。そして、同社の有価証券報告書には、グループにおけ

る事業等のリスク（法規制について）として、「種苗が種苗法等の法規制を受け

ている」旨及び「適正表示等に努めている」旨の記載がなされているが、種苗法

の表示義務の観点からのグループ監査はこれまで行われていなかった。 

 

                             
とについて、今回の件があるまで違反という認識がなかった。」、「（平成 27 年誤表示事例

の後に）品種登録期間切れのチェックもするようにしていたつもりだったが、実際にはでき

ていなかった。」、「種苗課長当時、法 56条の存在自体を認識しておらず」「法 56 条の問題

は今回初めて認識」した、「表示に関しては、（種苗法や景表法、商標法の話である等の区別

を明確に意識することなく漠然と）品質保証室や人事総務課がすべてきちんとチェックして

くれていると思っていた」等の、責任部署に所属する者としての明確な意識があったとは評

価し難い供述もあった。 
50  内部監査については、平成 16年 9月に社長直轄の監査室が新設されたが、平成 18年 2月に

は、コンプライアンス室の新設に伴い監査機能を同室に移行するとして当該監査室は廃止さ

れている。そして、平成 21 年 10 月からは、雪印種苗の内部監査機能が親会社の雪印メグミ

ルクに移管されているが、それまでの間、種苗法の表示義務の観点からの内部監査が行われ

てきた形跡はうかがわれなかった。また、その後については、本文に述べるとおりである。 
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オ 種苗法の表示義務に関わる諸問題に対し、客観的な観点を取り入れて対応する

ことを推奨し、求めていたか。 

種苗法は、専門的事項を含む法律であり、その解釈・運用等に当たりさまざま

な疑問等に遭遇することを避けられない。とりわけ、表示義務に関しては、解釈

の一定しない論点が相当数あり、実務上対応に困難をきたす場面が想定される

ことは既に例示したところである（前記「第５」の「１」の「イ 指定種苗の範

囲（告示の規定の解釈）が明確でないことについて」及び「ウ 法 59条が表示

事項として定める「品種」（法 59 条 1 項 2 号）等の意義、解釈の不明確性につ

いて」等を参照）。したがって、雪印種苗が種苗法を遵守するためには、責任部

署等において、これらの疑問等について、外部の専門知識を有する者に相談をし

たり、アドバイス等を求めたりして、客観的な視点を取り入れることが必要不可

欠である。しかし、今回の調査によると、そのような相談等が行われた事実は確

認できず、今回の違反事例に係る表示内容の判断は、すべて責任部署内部での対

応にとどまっていた。 

そこで、問題は、なぜこの種の相談等が行われなかったのかにある【51】。当委

員会のヒアリングによれば、担当課の従業員の間では、長年実務に従事した種苗

法に詳しい社内の者に相談をすれば十分であるとの認識が存在したことがうか

がわれた。しかし、かかる認識こそが、種苗法とその表示義務の重要性を理解し

ていない思考の端的な表れであり、本件違反表示問題発生の根源の一つをなす

ものである【52】。 

したがって、経営者としては、表示義務違反のリスクを念頭に、責任部署に対

し、外部に対する相談を行い客観的な視点を基に対応することを積極的に推奨

し、求めることが必要である。しかし、雪印種苗において、そのような施策がと

られていた事実は認められなかった。 

 

３ 本件違反表示の発生原因について 

    前記「２」によれば、違反表示の発生を防止するために雪印種苗がとっていた方策

は、非常に不完全であり、場面によってはほとんど実効性が認められないものもあっ

たといわざるを得ない。したがって、雪印種苗の経営陣が、これまでこの点について

                             
51 ここに、外部の者とは、顧問弁護士・弁理士等のほか、日本種苗協会、日本草地畜産種子協

会、農林水産省等が含まれるので、雪印種苗の担当従業員等にとって、相談等の道がまった

く開かれていなかったとまではいえない。もっとも、社内の人間にとって、抱えている問題

等を外部に相談することにはさまざまな意味での敷居が存在するのも事実である。したがっ

て、社内に対応可能な法務機能を持つ部門を創設すること等も、責任部署外への相談を容易

にする重要な方策の一つである。 
52 本件違反表示も、そのいくつかは、長年行われてきた誤った社内慣行によって生じたもので

ある。例えば、登録品種を「普通種」等とだけ表示して販売する事例や品種がわからない等の

場合に品種を表示しない事例、普通種等を販売する際に品種欄に「―」表示をする事例等。）。 
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意を用い、そのための制度的仕組み等を適切に構築し、その運用を行っていたとは認

められない。  

そこでここでも問題は、それはなぜかである。この点に関しては、さまざまな観点

からの説明があり得るところであろう。しかし、当委員会としては、その原因は、経

営陣が、種苗法及びその表示義務の重要性を真の意味では理解しておらず、それが、

「種苗法を適切に遵守することがコンプライアンス推進のための重要な柱となるべ

き事柄であり、種苗法違反が会社の負担する大きなリスクである」との切迫した認識

に欠ける【53】経営陣の対応を生み（前記「２」の「違反表示の発生を予防するため

に会社がとっていた方策について」に述べた、会社として当然整備すべき各施策がい

ずれもごく不十分にしかとられていなかったこと等は、この意識の表れというべき

ものである。）、ひいてはそれが種苗法の重要性の認識を欠いた、種苗に関係する従業

員の行動をもたらしたものと考える。 

したがって、経営陣としては、本件違反表示問題に関する会社全体の改善の出発点

は経営陣が種苗法及びその表示義務の重要性を改めて理解し直すことにあることを

認識し、その上に立って、種苗法を遵守するための施策を積極的に【54】行い、従業

員にこれを浸透させることが必要である。 

 

                             
53  その背景には、種苗法の表示に関しては、それまで大きな問題となることなく処理できて

きていたこと、飼料作物、植生作物等の種子は、一般消費者を直接相手にするものではない

ことを理由に、表示を厳密に検討するまでの必要性を認識せず、かつ、クレームもほとんど

なかったこと（野菜・花きの種子とはこの点に差異がある。）等から、経営陣を含めて、雪印

種苗において、種苗法の重要性に真摯に向き合う機会がなかったこと等を指摘できそうであ

る。 
54  当委員会のヒアリングでは、雪印種苗では、分掌された業務に関しては、当該担当部署に

業務を任せ切っている傾向もうかがわれた。それにも一定の長所がないではないが、ことコ

ンプライアンスの観点からすれば、解決すべき問題が上層部に上がってこないことになるた

め、問題が当該部署に閉じ込められ、違法状態が継続するという問題が生ずる可能性がある

点が問題である。前記「第３」の「３」の「イ 野菜・花きの種子に係る違反表示について」

のサヤコマチの事例は、園芸課が顧客の要望に屈した例であるが、このような顧客相手の難

しい対応の場面こそが、（誤った顧客重視に陥らないためにも）種苗部長、ひいては経営陣が

決断をし、園芸課を後押しすべき案件である。しかし、任せ切った状況からはこれらの事項

が上がってこない。経営陣としては、表示問題の重要性を社内に浸透させるとともに、部署・

部門間はもとより、上下間の風通しの良さに向けての施策を積極的に行う必要がある。 
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第３章 品種偽装に係る事実と原因 

 

注）本章において、役職名は、特記がない限りその当時のもの。 

  また、メール等の引用資料の誤記は、原文のまま修正していない。 

 

第１ 調査対象とした理由及び調査の経過 

本報告書にいう品種偽装行為とは、種子について、品種Ａを「品種Ｂ」と表示して

販売することを目的として、品種Ａを品種Ｂに偽装する行為である（その具体的な類

型については後記「第３」の「１」の「イ 品種偽装行為の類型」参照）。 

品種偽装行為は、指定種苗についてなされれば当然に表示義務違反（法 59条違反）

を結果することに加え、商道徳にも反する詐欺的な行為ともいうべきものである。当

委員会は、過去二度にわたりこの点についての通報（告発）がなされた事実等も勘案

し、指定種苗であるか否かにとらわれることなく、品種偽装行為の有無を、調査対象

のもう一つの柱として独立に取り上げ、調査・検討を行った。 

もっとも、これについては、雪印種苗において、既に二度の社内調査（平成 26年

社内調査及び平成 29年社内調査）が行われていることから、調査期間の制約がある

ことも踏まえ、まずは、これらの社内調査の過程・方法及び結果に妥当性が認められ

るか、もし妥当であるならば、社内調査の結果に依拠しながら当委員会による調査を

実施できるか、を検証することとした。 

ところが、その検証作業の中で、とりわけ平成 26年社内調査の過程及び結果には、

これに依拠することができない重大な欠陥等があることが判明した（後記「第２ 社

内調査の欠陥」）。 

そこで、当委員会は、平成 29 年社内調査の範囲を含め、品種偽装行為に関して、

そのすべてのデータの調査を改めて行い、事実関係の解明を行うこととした（後記

「第３ 品種偽装行為の有無・内容」）。 

以上の経過の詳細については、前記「第１章」の「第６」の「１」の「イ 品種偽

装行為について（第３章）」に記載したとおりである。
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第２ 社内調査の欠陥 

１ 平成 26年社内調査の概要 

ア 構成 

平成 26年社内調査の調査委員会は、雪印種苗の平成 26年 8月 20日開催の取締

役会において設置する旨が決議されているところ（設置日は同月 11日付け）、当該

調査委員会の構成は、以下のとおりである。 

 

委員長  ：Ｆ（雪印メグミルク社外監査役） 

委員   ：Ｇ（弁護士）（委員長代行）、Ｈ（雪印メグミルク監査部長）、

Ｃ（雪印種苗監査役）、Ｄ（同取締役） 

調査チーム：Ｉ（雪印種苗経理部長）、Ｊ（同執行役員営業統括室長）、Ｋ（同

品質保証室長）、Ｌ（同経営企画室主幹） 

陪席   ：Ｍ（雪印メグミルク監査役）、Ｎ（雪印種苗監査役） 

事務局  ：Ｏ（雪印種苗常務取締役）、Ｅ（同人事総務部長）、Ｐ（同総務

課長） 

 

イ 調査報告書の概要 

平成 26年社内調査の調査結果は、同調査の調査委員会作成の雪印種苗取締役会

宛て平成 26 年 9月 18日付け「調査報告書」にまとめられている。 

この調査報告書に記載されている、「不適切な行為の有無とその時期」に係る「調

査結果の概要」と、調査の前提となったデータ及びその検証の内容は、それぞれ以

下のとおりである（ページ番号は、上記調査報告書における該当ページを指す。）。 

要するに、調査結果として、①北海道において平成 14年 1月ころまで不適切な

行為が行われていたが、平成 14年 1月以降は行われていないこと、及び②府県に

おいては（過去・現在を通じて）不適切な行為はないことが述べられている。また、

③過去 10年分よりも古い客観的資料は存在せず、一方で、④過去 10年分について

は口座替えデータ等を精査した結果、「不適切な処理をした実態」や「疑わしいも

の」は見当たらなかった旨が述べられている（なお、後述するとおり、上記①～④

は、すべて事実に反するものであった。）。 

 

（略） 

 

なお、関係書類保管期間である過去 10年分よりも古い（すなわち平成 16年より

も前の）客観的資料が存在しないとされながら、「平成 14年 1月以降」は、不適切

な行為が行われていないと判断した理由については、「雪印食品事件を契機に、こ
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れを取りやめたとの複数の証言があること」、及び「資料の残る直近 10年間におい

ては、不適切な行為が一切認められないこと」の 2 点が挙げられており（7 頁）、

また、上記 1 点目に関しては、「止めた時期については、平成 14 年初めの雪印食品

食肉偽装事件の直後との複数の証言があり、グループ会社による重大な事件が契

機となったとの証言からも信憑性は高いと判断される。」とされている（5頁）。 

また、府県においては（過去・現在を通じて）不適切な行為が行われていないと

判断した理由については、「府県の種苗課長・種子センター長へのヒアリングで全

員が知らないと証言していること、北海道で行われたと証言した札幌種子センタ

ー長が千葉種子センター所長在籍時を振り返り『府県では一切なかった』と証言し

ていることから、本件不適切な行為は北海道のみで行われていたものと推察する。」

とされている（7頁）。 

 

２ 平成 26年社内調査の過程における事実経過 

平成 26年社内調査は、平成 26年 8月 1日に、内部者と思われる者からの告発（情

報提供）を受けた新聞記者の来訪があったことを端緒とするものであったところ、当

委員会が実施したデジタル・フォレンジック調査、関係資料の精査、これらに基づく

関係者へのヒアリング等の結果、雪印種苗の社内においては、新聞記者の来訪を受け

た同日以降に、以下の事実経過があったことが判明した（年を付さない日付はいずれ

も平成 26年）。 

 

ア 8月 1日：新聞記者の来訪 

8月 1日（金曜日）に、法人甲の新聞記者が雪印種苗を来訪し、これに対応した

Ｐ総務課長と当該記者との間で、以下のやり取りがされた。 

 

（略） 

 

なお、新聞記者が冒頭に述べた内容は、「雪印種苗㈱での種子のブレンドについ

て、事実関係を教えていただきたい。」、「お客さんがＡという商品をオーダしたが、

商品が不足の場合はＢという商品をブレンドしてＡの商品として販売しています

か。」というものであり、ここで述べられた内容は、品種偽装行為のうち、いわゆ

るブレンド販売型のことを述べる趣旨であるようにも理解できる点には、留意が

必要である（後記「第３」の「４」の「イ 品種偽装行為であることが確認された

事例」のとおり、当委員会の調査において、平成 24年及び平成 25年に実行された

ことが確認された 4件の品種偽装行為（札幌 2件・熊本 2件）は、いずれもブレン

ド販売型であった。）。 
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イ 8 月 4 日：社内役員による打合せ（平成 13 年以降のデータが存在する旨の報告

と、Ａ専務取締役の当初説明） 

週明けの 8月 4日（月曜日）午前には、Ｑ社長・●●副社長・Ａ専務・●●常務

を含む取締役 7名、並びにＣ監査役、Ｅ人事総務部長及びＰ総務課長の合計 10名

が集まり、「法人甲からの調査対応について（昭和 40年頃からの種子のブレンド事

実について）」という議題で、1時間余りにわたり打合せが持たれた。なお、当時、

雪印種苗においては、取締役は総数 11名（うち雪印メグミルク取締役執行役員を

兼務する者が 1 名。）、監査役は総数 4 名（うち雪印メグミルク代表取締役副社長

を兼務する者が 1名、同社常勤監査役を兼務する者が 1名。）であったが、雪印メ

グミルクの役員を兼務する取締役・監査役は、当該打合せに出席していない。 

当該打合せの議事録に記載された出席者の発言内容のうち、特記すべきものを

抜粋すると、以下のとおりである。 

 

（略） 

 

上記のとおり、8 月 4 日の当該打合せの場で、Ｐ総務課長からは、「会社内のシ

ステム情報の確認をとりました。平成 13 年～平成 26 年までのデータが残ってお

ります」との発言があり、平成 13年以降のデータが残っていることが明確に説明

されるとともに、それが議事録に明記された。 

また、平成 10年 4月から平成 16年 9月まで種苗課長（北海道）を務めていたＡ

専務取締役の発言内容として、「当時の上司から在庫のある、ないで品種の取替を

指示されていた。担当（Ｒさん）と悩みました。」とある一方で、（上司からの指示

を受けて）自ら実行した事実があるか否かについて明確な記載はなく、他の出席者

からも、この点についての質問等がされたという記載はない。また、品種偽装行為

の終了時期については、Ａ専務取締役が「1999年（平成 11年）以降は改善したの

でやってはいない。」と説明した旨が記載されている。 

 

ウ 8月 5日：13年分のデータが存在する前提での、「ステートメント」及び「想定

ＱＡ」の作成・共有 

前記「イ 8 月 4 日：社内役員による打合せ」の打合せが持たれた 8 月 4 日以

降、Ｅ執行役員人事総務部長（本報告書においては「Ｅ人事総務部長」という。）

が、新聞記者に調査結果を説明する際に使用・交付することを想定した書面（「ス

テートメント」）案の作成を開始した。 

そして、翌 8月 5日 18時 56分には、Ｅ人事総務部長が、雪印メグミルク役員と

の兼務者を除くすべての取締役及び監査役に宛てて、メール本文に「取締役の皆さ

んからのご協力により、私の案を修正頂き現時点での原案といたしましたので、送
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付いたします。」と記載の上で、「ステートメント」の案をメールで送付した。なお、

この時点での「ステートメント」は、雪印種苗の代表取締役社長名義の文書とされ

ている。 

また、同日の 20時 57分には、Ｅ人事総務部長が、上記と同じ取締役及び監査役

に宛てて、メール本文に「皆さんのレスポンスにより、何とか遅くなりましたが、

QA の素案完成をみましたので、送付いたします。」と記載の上で、新聞記者対応

時の想定ＱＡをメールで送付した。 

Ｅ人事総務部長から送付された 8 月 5 日夜時点での上記「ステートメント」及

び想定ＱＡには、以下の記載がされている。 

 

（略） 

 

上記のとおり、この時点では、「平成 13 年以降、13 年分のデータが存在する」

という前提のもと、かかる事実が「ステートメント」においても、想定ＱＡにおい

ても明記されている。 

また、後記「エ 8月 5日～8日：データ確認による品種偽装行為の発見・報告」

に記載のとおり、この当時、関係書類の保存期間を超えて、経理部門において「直

近 10年分よりも古い口座替えデータ【55】」が保存されていたことから、それが検

証対象とされたものであるところ、8月 5日夜時点の想定ＱＡにおいては、この点

についても「経理部門では帳票類とは別にデータファイル化して一時保存してお

り、偶々管理資料よりも古いファイルが残っていた」として、事実に即した正確な

記載がされている。 

 

エ 8月 5日～8日：データ確認による品種偽装行為の発見・報告 

8月 4日に実施された前記「イ 8月 4日：社内役員による打合せ」の打合せの

後、Ｅ人事総務部長とＰ総務課長は、口座替えデータの収集と検証を実施するため、

直ちに、口座替えデータを保有する経理部（同部の中に、データを管理する情報シ

ステム課がある。）のＩ経理部長に対して、その抽出を依頼した。その際、平成 26

年 3月まで経理部に所属していたＰ総務課長は、経理部において、正式に保存され

ているものとは別に、経理作業のために古い口座替えデータが保存されていたこ

とを思い出し、そのことを併せて伝えた。 

これを受けて、Ｉ経理部長及びその部下が、経理部に保存されている口座替えデ

ータを確認したところ、もっとも古いもので、平成 13年 7月以降の口座替えデー

                             
55 「口座替え」の意味内容等については、後記「第３」の「１」の「ア 口座替えとは」参照。 
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タが存在することが確認された（さらに、平成 13年 6月の単月のデータが存在す

ることも判明した。）。 

そして、Ｉ経理部長は、抽出された口座替えデータの内容をざっと確認したもの

の、データの読み取り方（どう理解すればよいのか）が正確には分からなかったこ

とから、口座替え処理を担当する種苗課のＳ種苗課長にデータ内容の確認・検討

（不適切な口座替え処理が存在するかどうかの検証）を依頼することとし、経理部

の担当者を介して、抽出した口座替えデータを同課長に対して順次送付した。その

後、同課長がその内容を検証のうえ、検証結果をＥ人事総務部長・Ｐ総務課長にメ

ールで連絡した（その際、Ｓ種苗課長は、メールの宛先に自らの上司であるＢ取締

役種苗部長も加えた。）。 

 

以上の段取り・方法により、8月 5日から同月 8日までの間、Ｓ種苗課長によっ

て、口座替えデータの検証が実施され、その検証結果が関係者に連絡・共有された。

同課長が検証した対象データの範囲と、その検証結果の連絡内容をまとめると、以

下のとおりである。 

 

（略） 

 

上記のうち、最初に検証がされた「①H13.7～H14.6 の北海道の牧草口座替えデ

ータ」については、8 月 5 日 15 時 3 分に経理部担当者からＳ種苗課長に対して検

証対象となるデータが送付された後、同日中に、Ｓ種苗課長からＥ人事総務部長、

Ｐ総務課長及びＢ取締役種苗部長に対して、検証結果が報告された。 

その報告のメールでは、以下のとおり、本文で、不適切な口座替え（品種偽装行

為）に該当する事例が見つかった旨が明確に記載されるとともに、添付された

Excelファイルでは、該当事例が赤色にハイライトされていた。 

 

（略） 

 

このときＳ種苗課長が「該当行為」として報告をした事例は、以下の 14件であ

り、その中には、平成 14年 2月以降のもの（平成 14年 6月の事例）も 1件含まれ

ていた。 

 

（略） 
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また、Ｓ種苗課長が、平成 13年 6月の北海道の口座替えデータを検証した結果、

平成 26年 8 月 7日に、Ｅ人事総務部長、Ｐ総務課長及びＢ取締役種苗部長に対し

て、「該当事例」として報告した事例は、以下の 10件である。 

 

（略） 

 

さらに、Ｓ種苗課長が、平成 16年 7月以降の北海道及び府県の牧草口座替えデ

ータを検証した結果、平成 26年 8月 8日に、Ｐ総務課長及びＢ取締役種苗部長に

対して、「疑わしいデータ」として報告した事例は、以下の 7件であり、北海道の

4件だけでなく、府県（熊本）の 3件も含まれている。 

なお、下記事例のうち、熊本種子センターにおける 3件の口座替え事例は、まさ

に、後記「第３」の「４」の「イ」の「(ｱ) 熊本種子センターにおける平成 24年

2月 29日の処理（「リョクフウ」100キロを「カタンボラ」に混合）」のとおり、当

委員会による調査の結果、ブレンド販売型の品種偽装行為として実行されたもの

であることが判明した事案である。したがって、平成 26年社内調査の時点で、徹

底した事実の追求がされていれば、「過去 10 年間において不適切な事例はなかっ

た」との結論には至らなかったことが、この一点だけからも明らかである。 

 

（略） 

 

平成 26 年当時の総務課長であるＰ氏は、平成 26 年 8 月当時の出来事に関する

記憶として、データ上は該当事例が確認されなかった旨の「ステートメント」や想

定ＱＡが既に作成されていたにもかかわらず、Ｓ種苗課長からそれと異なる検証

結果が報告されてきたことを受けて、自らの上司であり傍に席のあったＥ人事総

務部長に対して、「このようなものが見つかって、どうするんですか」と強い調子

で迫ったところ、「たまたま古いデータが残っていただけで、会社の記録保存期間

は 10年間なのだから、こだわるな」との返事を受け、すぐにはそれに納得するこ

とができず、言い争うような形になったことを覚えている、とのことであった（当

委員会のヒアリングにおける供述）。 

一方、平成 26年当時の人事総務部長であるＥ氏は、当時、Ｐ氏との間で上記の

ようなやり取りをした記憶はないとのことであった（当委員会のヒアリングにお

ける供述）。 

 

オ 8月 6日：フロンティア及びヘイキングについてのＳ種苗課長からＢ取締役種苗

部長に対する報告 
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Ｓ種苗課長は、前記「エ 8月 5日～8日：データ確認による品種偽装行為の発

見・報告」のとおり、経理部から提供された口座替えデータの検証を進める一方で、

かつて品種偽装行為が行われていた自社品種「フロンティア」及び「ヘイキング」

について、種苗部の共有フォルダ内に存在した輸入データ（ship データ）等をも

とに、過去の品種偽装行為の経緯等を Excelファイルにまとめ、8月 6日 13時 16

分に、これをＢ取締役種苗部長だけに宛てて送付した（メール本文には何も記載さ

れていない）。 

当該 Excelファイルでは、各品種の平成 11年以降の販売量データ及び平成 12年

以降の「フロンティア」及び「ヘイキング」の ship データを表にまとめた上で、

「フロンティア」及び「ヘイキング」について、以下の記載がされている。なお、

この内容については、当時、Ｂ取締役種苗部長以外に報告・共有等がされた形跡は

見当たらない。 

 

（略） 

 

後記「第３」の「２」の「ウ デジタル・フォレンジック調査により得られた証

拠とそれを踏まえたヒアリングの実施結果」のとおり、当委員会は、上記 Excelフ

ァイル以外の関係資料及び複数の関係者（Ｓ氏を含む）の供述から、 

① 平成 14年 1月以前は、自社品種である「フロンティア」が不足した場合

に、類似する別品種である「アンバ」を仕入れて、これを「フロンティア」

と表示（偽装）して販売していた事実 

② 同様に、自社品種である「ヘイキング」が不足した場合に、類似する別品

種である「ペンレート」を仕入れて、これを「ヘイキング」と表示（偽装）

して販売していた事実 

③ 平成 14年 2月に品種偽装行為を取り止める方針を決定したことから、在

庫として既に抱えていた「アンバ」と「ペンレート」について、社内の口座

上は「フロンティア」あるいは「ヘイキング」として登録されていたものを、

「アンバ」あるいは「ペンレート」に戻して（すなわち、偽装された内容か

ら真実の内容に戻した上で）販売をした事実 

をいずれも確認しているところ、平成 26年 8月 6日時点でＳ種苗課長が作成した

上記 Excelファイルの内容は、まさに、当委員会が確認した上記①～③の内容と符

合している。 

当委員会によるヒアリングにおけるＳ氏の説明によれば、上記の shipデータの

一覧表において、「原系統名」として「AMBA」又は「Pennlate」と記載されている

ロットは、品種偽装のために「アンバ」又は「ペンレート」を仕入れたものとのこ

とである。 
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カ 8月 7日：データ存在期間についての説明内容の変更（「13年分存在する」から

「10年の社内保存年限を超える記録は一切残っていない」への変更） 

前記「ウ 8 月 5 日：13 年分のデータが存在する前提での、「ステートメント」

及び「想定ＱＡ」の作成・共有」のとおり、8月 4日から作成作業が開始された「ス

テートメント」及び想定ＱＡは、その後、役員間のメールのやり取りで微修正が加

えられたものの、当委員会の調査によって確認された限りでは、少なくとも 8月 6

日 19 時 13 分にＥ人事総務部長から雪印メグミルク●●副部長（総合企画室関係

会社管理グループ）に送付されたメールの添付ファイルまでは、8月 5日時点のも

のと同様に、「平成 13 年以降、13 年分のデータが存在する」という内容が明記さ

れている。 

ところが、下記のとおり、8月 7日午後に雪印種苗の社内役員が集まって打合せ

が実施された後に、Ｅ人事総務部長が雪印メグミルク●●副部長に対して送付し

た「ステートメント」及び想定ＱＡにおいては、「10年の社内保存年限を超える記

録は一切残っていない」という前提に立った記載に変更されている。 

そして、この時点以降に作成された資料においては、一貫して、「10年の社内保

存年限を超える記録は一切残っていない」（したがって、品種偽装行為の客観的裏

付けはなかった）との記載がされ、又はこれを前提に文書等が作成されることとな

った。 

 

（略） 

 

当委員会は、かかる記載の変更経緯について、各関係者に対して質問をしたとこ

ろ、それぞれ、以下のとおりの説明であった（以上の事実経過及び供述内容を踏ま

えた当委員会としての事実認定については、後記「３」の「ア」の「(ｱ) 事実経

過」参照）。 

Ｑ社長：「変更されたことに気が付かなかった。」 

Ａ専務取締役：「変更された経緯や誰の意図で変更されたかはわからない。」 

Ｏ常務取締役：「変更された経緯については記憶にない。」 

Ｅ人事総務部長：「私も出席していた 7日の役員間の打合せで変更されたのだと

思うが、変更された理由や経緯は覚えていない。」 

Ｉ経理部長：「どこかの場で『帳票等の書類の保存期間が 10 年なので、10 年で

いいのではないか』と発言した記憶はあるが、このように変更された経緯自体はわ

からない。」 
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なお、Ｅ人事総務部長は、8月 7日 18時 46分に、同日の役員打合せを欠席した

役員に対して以下のメールを送付しているところ、ここでは、10 年間保存してい

る社内データから問題が発見されていないこと等を理由として、10 年前から品種

偽装行為が「無い！」ことを「会社のスタンス」とする旨が述べられている。 

 

（略） 

 

キ 8月 11日：データ検証作業の「完了」 

後記「セ 8月 20日・21日：調査委員会の設置・第 1回調査委員会の開催」に

記載の第 1回調査委員会（8月 21日開催）の配付資料には、「8月 11日 9:00」に、

「バックデータ資料の種苗部門の検証作業が完了し、過去 10年度分（平成 16年 7

月以降）について指摘のような事実がないことを確認した」との記載がされている。

また、第 1 回調査委員会において、Ｅ人事総務部長がその旨を説明していること

も、同委員会の議事録から確認することができる。 

しかし、前記「エ 8月 5日～8日：データ確認による品種偽装行為の発見・報

告」のとおり、8月 5日～8日にＳ種苗課長による口座替えデータの検証作業が行

われた結果、過去 10年分（平成 16年 7月以降）に限ったとしても、8月 8日（金

曜日）14時 54分のメールで、合計 7件（北海道 4件・府県 3件）の「疑わしいデ

ータ」があった旨が報告されているものの、週明けの 8月 11日（月曜日）までの

間に（さらにいえば、後記「チ 8月 28日～9月 5日：「データ検証」期間」のと

おり、その後も）、社内のいずれかの者によって、Ｓ種苗課長が指摘した上記の「疑

わしいデータ」について、作業日報やキロ詰め指示書等の徴憑書類に当たるとか関

係者のヒアリングを実施する等、何らかの方法により調査・確認作業が実行された

客観的形跡はなく、また、当委員会が実施した各関係者のヒアリングにおいても、

自らがこれを実行したと述べる者は、一人もいなかった。そもそも、土日を挟んだ

僅か 2～3日の間にこれらの作業を実行・完了することは、現実には難しいと考え

られるし、仮にきちんとした調査を実行していたとすれば、後記「第３」の「４」

の「イ」の「(ｱ) 熊本種子センターにおける平成 24 年 2 月 29 日の処理（「リョ

クフウ」100 キロを「カタンボラ」に混合）」のとおり、少なくとも府県（熊本）

の 3 件は、まさにブレンド販売型の品種偽装行為として実行されたものであるこ

とが判明したはずである。 

以上に照らし、当委員会は、第 1回調査委員会における「バックデータ資料の種

苗部門の検証作業が完了し、過去 10年度分（平成 16年 7月以降）について指摘の

ような事実がないことを確認した」とのＥ人事総務部長による説明の内容は、事実

に反するものであり、実際には、8月 11日の時点では検証作業は完了しておらず、
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むしろ、検証作業により疑わしい事例が発見・報告されていたにもかかわらず、そ

の調査をしないままに、上記内容の説明が行われたものと認定する。 

 

ク 8月 12日：農林水産省その他の関係機関への報告 

8 月 12 日には、雪印種苗から、農林水産省、北海道庁、日本草地畜産種子協会

及び日本種苗協会に対して、以下の文書により報告がされた。 

当該文書には、「この事実を裏付ける資料は残っておらず、弊社の販売種子のど

のような品種でどの程度行われたのか、いつ頃から行われていたのかについては

既に記録がないため不明である」、「残っている記録資料からは、少なくとも過去 10

年間（平成 16年 7月以降）、そのような行為はなかったことを確認している。」と

の記載がされており、ここでもやはり、事実に反する内容の報告がされたものとい

わざるを得ない。 

 

（略） 

 

ケ 8月 12日：社内関係者への展開 

法人甲の新聞記者に対する調査結果の説明は、8 月 13 日に実施されることとな

った。 

そこで、8月 12日には、翌 13日の新聞記者に対する説明後すぐにマスコミ報道

がされることとなる可能性があることを踏まえ、従業員の「混乱」や「動揺」を抑

えるために、Ｅ人事総務部長から社内の各所属長に対して、以下のとおり、案件内

容の告知と従業員への説明周知に関する通知が行われた。 

この説明用資料においても、「管理資料の保管期限である 10 年間の記録を遡及

して確認した結果、指摘を受けた内容の事実は一切ありませんでした」、「事実の詳

細については、管理資料が 10年を超え、現に社内に存在しない」といった記載が

されている。また、当該資料は「配布厳禁」、「説明後破棄処分」とされ、「本内容

について貴下従業員に必ず口頭でのみお伝えください」と念が押されている。 

 

（略） 

 

コ 8 月 12 日：Ａ専務取締役の「腹を決めて事実を正直に言うことを前提に話す内

容」 

一方、Ａ専務取締役は、新聞記者に対して調査結果の説明がされるにあたり、平

成 10年 4月以降、種苗課長（北海道）の職にあった自らが直接取材を受ける可能

性もあると考え、8 月 12 日に、Ｏ常務取締役とＥ人事総務部長に宛てて、以下の
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とおり、「もしも小生が直接取材を受けることになったら、腹を決めて事実を正直

に言うことを前提に話す内容」を伝えた。 

ここでは、品種偽装行為を自らが「承認」した記憶がある旨が記載されている。 

 

（略） 

 

この点について、Ａ氏は、「このメールを送付した後、Ｏ氏が、このメモをプリ

ントアウトした紙を持って私（Ａ氏）の役員室にやってきて、『これはダメですよ。

ここまで正直に言うのは。』というようなことを言われた。自分は、当時、『責任を

とってでもやるぞ。』という気持ちだったが、Ｏ氏からブレーキがかかるという関

係だった。」、（なぜプロパーではないＯ氏がそこまでしたのか、という問いに対し

て）「Ｏ氏は、外部の金融機関から来た人ではあったが、雪印種苗を愛してくれて

いた。自分から積極的に動いてくれていた。私にとっては、大事な相談役であり、

非常に信頼していた。」、「Ｏ氏からは、『ＥさんとＰさんで取材を受けるので、Ａさ

ん先走らないでください。』ということも言われた。」と述べた（当委員会のヒアリ

ングにおける供述）。 

一方、Ｏ氏は、Ａ氏に対して新聞記者に会わないようにアドバイスしたことを認

めた上で、「Ａ氏は、当時、従前の３常務体制から、一人だけ専務に昇格しており、

Ｑ社長が次期社長候補として考えていることは、社内の誰の目にも明らかだっ

た。」、「Ａ氏は、私が進めようと考えていた業務改革の理解者でもあったので、私

としても、『Ａさんを守りたい』という思いがあり、そのようにアドバイスをした

のだと思う。」と述べた（当委員会のヒアリングにおける供述）。 

また、当委員会からＡ氏に対して、「記憶のままにすべての事実を正直に話すの

であれば、そもそも上記のようなメモを作成する必要はないように思われるし、ま

た、『これを頭に入れて本番で勝負』（上記メールの本文）する必要もないのではな

いか。」、「そうすると、このメモの内容とて、自らが承認していた事実があること

を述べているとはいえ、なおも事実を小さく見せようとする内容・表現になってい

るのではないか。実際には、『承認』というよりも、自ら『指示・実行』していた

のではないか。」との指摘をしたところ、同氏からは「ご指摘のとおりである。事

を大きくしたくないという気持ちがあり、また『自分が（品種偽装行為を）止める

決断をした』という思いの方が強く出て、実際よりも事実を小さく見せるような表

現にしてしまった。」との説明があった（当委員会のヒアリングにおける供述）。 

なお、実際には、後記「シ 8 月 13 日：新聞記者への説明」のとおり、新聞記

者に対する説明はＥ人事総務部長及びＰ総務課長によってされたことから、Ａ専

務取締役が上記メモを使用して新聞記者等に対して説明をすることはなかった。 
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サ 8月 12日：Ａ専務取締役による法人乙への連絡 

また、Ａ専務取締役は、Ｑ社長から、雪印種苗における過去の品種偽装行為につ

いてマスコミ報道がされる可能性があることを、法人乙にもあらかじめ一報して

おいたほうがよいとの指示を受け、以下のとおり、8 月 12 日夕方に法人乙の担当

者と会談し、その会談メモを、Ｅ人事総務部長に対して、「必要に応じ配信してく

ださい」というコメントとともに送付した（なお、前記「イ 8月 4日：社内役員

による打合せ」のとおり、Ａ専務取締役は、8月 4日の社内役員による打合せの場

で、かつて品種偽装行為をやめるにあたり、法人乙の担当者と会談したことを説明

しており、Ｑ社長は、これを踏まえて上記指示をしたものであった。）。 

 

（略） 

 

シ 8 月 13 日：新聞記者への説明（データ存在期間及び関与者に関する事実と異な

る説明と、記事にならない方向性の確認） 

8 月 13 日には、Ｅ人事総務部長とＰ総務課長において、8 月 1 日に来訪した法

人甲の新聞記者に対して、その後の社内調査結果を説明する場が持たれた。 

このときのやり取りの内容は、以下のとおりである。概要としては、Ｅ人事総務

部長から新聞記者に対して、10 年の記録保存期間を超える記録・データはないこ

と、過去 10 年分の資料・データには指摘のあった事実が確認されなかったこと等

が説明されるとともに、実行者はＯＢである元種苗課長と担当者の 2 名だけと受

け止められる説明がされ、これを聞いた新聞記者からは、最終的に、「わからない

ことが多すぎて、果たして新聞記事になるのかなという気がしている」等のコメン

トがあり、この日の面談は終了した（なお、新聞記者の言葉どおり、その後、この

件についてマスコミ報道はされていない。）。 

 

（略） 

 

当委員会は、Ｅ氏に対して、「新聞記者に対して、ＯＢの種苗課長と担当者の 2

名だけによって実行されていたかのように説明している点は、前日の 8月 12日に

Ａ氏から『腹を決めて事実を正直に言うことを前提に話す内容』として送付を受け

たメモの内容、すなわちＡ氏も品種偽装行為を承認したことがあるとの内容と異

なっており、事実を正確に説明しなかったことになるのではないか。」と尋ねたと

ころ、Ｅ氏からは「Ａ氏から送付されたメモの内容は詳しく見ていない。新聞記者

に説明した時点で、私としては、『Ａ氏は関与していなかった』という認識を持っ

ていたから、事実と異なる説明をしたつもりはなかった。新聞記者に対して、事実

と異なる説明をすれば大変なことになると思っていた。」との説明であった（繰り
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返し尋ねても、間違いなく上記の認識であったとのことであった。）（当委員会のヒ

アリングにおける供述）。 

 

ス 8月 13日～18日：顧客等への告知要否についてのＯ常務取締役と雪印メグミル

ク●●副社長との間のやり取り 

8月 13日に新聞記者への上記説明がされ、その結果が関係者間で共有された後、

Ｏ常務取締役と雪印メグミルク●●副社長との間において、会社ＨＰに掲載する

等の方法により顧客等に対して何らかの告知・説明をするべきかについて、以下の

やり取りがされた。なお、このやり取りは、8 月 18 日に、Ｏ常務取締役からＱ社

長に転送された。 

この時点においては、雪印メグミルク●●副社長から、顧客等に対して何らかの

説明がされるべきではないかという問題提起がなされ、これに対してＯ常務取締

役からも「過去 10年来、現在は社会的そしりを受けるようなことはないとの事実

確認が外部の調査委員も含めた調査で確認を出来次第、HP掲載するこことしたい」

との考えが述べられている（ところが、実際には、調査委員会終了後、会社ＨＰへ

の掲載等はしない方針となった（後記「ノ 9 月 25 日前後：ＨＰへの不掲載の方

針決定」参照）。）。 

 

（略） 

 

セ 8月 20日・21日：調査委員会の設置・第 1回調査委員会の開催 

8 月 20 日には、雪印種苗の取締役会において調査委員会の設置が決議され、翌

21日には第 1回調査委員会が開催された。 

当該取締役会の冒頭で、Ｑ社長は、以下のとおり、「今回の案件は一先ず我々の

望む形で一段落していることを報告したい。」と述べた。当委員会は、Ｑ氏に対す

るヒアリングにおいてその趣旨を尋ねたところ、「記者対応が終了し、新聞記事に

ならないことを述べる趣旨だった。」との説明だった。 

 

（略） 

 

また、当該取締役会においては、「調査委員会の設置について」と題する資料が

配付されているところ、同資料には、以下のとおり、「１．調査内容 （1）『不適

切な対応』の有無とその原因究明」の「①」として、「販売用種子に関する『不適

切な対応』の有無に関する調査結果の確認と追加調査が必要な場合の実施」（下線

は引用者）との記載がされており、調査委員会の活動は、同日までに実施された内
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部調査の結果を前提に置いたものであって、調査委員会として改めて網羅的な調

査を実施することまではしない前提であったことがうかがわれる。 

 

（略） 

 

なお、上記「３．組織」の「（1）」の記載内容については、同取締役会の席上で、

Ｍ監査役（雪印メグミルクの常勤監査役を兼務）から「説明の為に独立性が必要な

わけではない為、客観的な調査をする為に独立性が必要であるというような表現

に変更すべきではないか。」との指摘があり、これを受けて、当該箇所は「調査は

客観的な事実確認の観点から一定の独立性が必要である。そのため、弁護士等社外

メンバーも含めた体制とする。」（下線は引用者（変更点に下線を引いたもの））と

いう記載に変更された上で、取締役会資料として保管された。 

また、同監査役からは、上記の指摘とともに、「調査内容について、不適切な対

応の原因究明と同時に現在から過去 10年間は行われていないという内部調査があ

ったということだが、外からの目でそれは間違いないという事実をはっきりさせ

なければならない。今後の調査の中でその点を再度しっかりと行っていただきた

い。」との指摘もされた。 

もっとも、後記「３」の「イ 過去 10年以内に品種偽装行為が疑われる事例が

発見されていたにもかかわらずその調査・確認をしないまま違反事例はなかった

と結論付けられたこと」のとおり、その後、上記の指摘を受けて、調査委員会にお

いて「客観的な事実確認」が行われた事実は認められず、また、調査委員会として

実施した検証作業の具体的内容が委員会や取締役会の場で確認されることもなか

った。こうした結果から見れば、まさに上記配付資料における当初記載のとおり、

調査委員会の体制は「外部への説明」のためのものにすぎなかったのではないかと

いう疑問を免れ難いように思われる。 

 

ソ 8月 22日：Ｂ取締役種苗部長による証拠隠滅の指示とその実行 

8月 22日に、以下のとおり、種苗部の共有フォルダ内に保存されていた平成 14

年（2002年）以前の shipデータ（Ｓ種苗課長が前記「オ 8月 6日：フロンティ

ア及びヘイキングについてのＳ種苗課長からＢ取締役種苗部長に対する報告」に

記載の Excel ファイルを作成した際の元になったデータであり、フロンティア及

びヘイキングに係る品種偽装行為の客観的証跡となるもの）について、Ｂ取締役種

苗部長が、これを削除しても業務上の支障がないことをＴ海外種苗課長に確認し

た上で、Ｓ種苗課長に対して、当該データの削除を指示し、同課長においてこれが

実行された。 
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（略） 

 

調査が行われている過程において、上記のとおり、調査に関係する客観的データ

の削除を指示・実行することは、「証拠隠滅」と評すべき不当・不適切な行為であ

ることは、いうまでもない。取締役種苗部長及び種苗課長という立場からすれば、

調査委員会に対して、客観的データの存在とその意味するところを明らかにする

ことこそが、その職責であった。 

Ｂ氏に対して、上記の指示をした理由を質問したところ、同氏からは、「『この

ような不適切な行為が記録されたデータは残すべきでない』と考えて、削除の指示

をした。不適切な指示であった。」との説明があった（当委員会のヒアリングにお

ける供述）。 

なお、当委員会の調査において確認したところ、平成 30年 3 月 6日時点におい

て、種苗部の共有フォルダ内に、shipデータは平成 15年（2003 年）1月以降のも

のしか保存されていなかった（その後、元種苗部の従業員が、個人使用の PCに平

成 10年（1998年）5月以降の shipデータを保存していることが分かり、その提供

を受けた。）。 

一方、口座替えデータについても、当委員会の調査において確認したところ、平

成 30 年 3 月 7 日時点において、平成 26 年 8 月 5 日以降に経理部担当者からＳ種

苗課長に送信された口座替えデータのうち、平成 15年 6月以前のものは、経理部

の共有フォルダ内に保存されていなかった（平成 26年社内調査の際に作成された

経理部の共有フォルダにおける「検証データ」フォルダ内にも、平成 15年 7月以

降の口座替えデータしか保存されていなかった。なお、その後、平成 26年 8月当

時の関係者間における送受信メールの添付ファイルとして、これらのデータが発

見・確認されている。）。 

平成 13年 6月から平成 15年 6月までの北海道の口座替えデータは、平成 26年

8月時点で経理部に間違いなく存在し、検証対象としてＳ種苗課長に送付されたに

もかかわらず、同データが経理部の共有フォルダに残っていない理由については、

当委員会から経理部関係者に対して質問したものの「分からない。」との回答であ

り、また、同様の質問をＢ氏及びＳ氏に対してそれぞれしたものの、いずれも「分

からない。」、「そもそも経理部のフォルダへのアクセス権限を持っていないし、誰

かに当該データを削除するよう指示や依頼をしたこともない。」との回答であった。 

 

タ 8月 27日：第 2回調査委員会の開催 

8 月 27 日には、第 2 回調査委員会が開催され、ヒアリングの対象者や実施方法

について議論がされた結果、Ａ専務取締役及びＢ取締役種苗部長に対するヒアリ

ングはＦ委員長において実施し、それ以外の従業員及びＯＢに対するヒアリング
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については（事実認定において重要と考えられる人物に対するヒアリングも含め

て）Ｅ人事総務部長に任されることとなった。 

 

チ 8月 28日～9月 5日：「データ検証」期間 

平成 26年社内調査の調査報告書においては、その「第１ 調査委員会」の「３．

調査の実行」の箇所で、「(2) データ検証」として、「分担と実施期日：Ｉ経理部長、

Ｌ経営企画室主幹、Ｋ品質保証室長（8月 28日～9月 5日）」との記載がされてい

る。当該記載からは、上記期間（8月 28日～9月 5日）に、上記 3名によって（あ

るいは上記 3名の指示・指揮のもとで）、データ検証作業が実施されたものと理解

される。 

ところが、本調査の開始当初、当委員会から雪印種苗に対して、上記の「データ

検証」作業が具体的にどのような方法で実施されたのか等を質問しても、具体的な

回答が得られず、また、検証の際の資料も既に廃棄しているとの回答であった。 

そこで、当委員会において、上記 3名に対して、「データ検証」の具体的な実施

内容について、以下のとおり質問し、それぞれから回答を得た。 

 

（略） 

 

これらの回答も踏まえると、平成 26年社内調査における「データ検証」の実態

は、以下のとおりであったと認定するほかない。 

① 牧草の口座替えデータの検証作業は、8月 5日～8日にＳ種苗課長が実施し

たほかには、Ｉ経理部長が出力データを「目視」した以外は誰も実行していな

い。 

② Ｉ経理部長の「目視」確認についても、同部長が上記の質問５で「Ａ（「H16

～H25において、不適切な口座替えの可能性が疑われる事例が、そもそも 1件

も発見されなかった」）と認識していました。」と回答していること、及び質問

６等に対する同部長の回答内容に照らすと、十分な確認がされたものとは認

められない（実際には、後記「第３」の「４」の「イ 品種偽装行為であるこ

とが確認された事例」及び「ウ 品種偽装行為であるか否かを確定できない事

例」のとおり、「H16～H25」の口座替えデータの中にも、品種偽装行為と疑う

べきものが多数含まれている。）。 

③ Ｓ種苗課長が「疑わしいデータ」等として指摘した個々の事例について、作

業日報やキロ詰め指示書等の徴憑資料に当たるとか関係者のヒアリングを実

施するといった調査・確認作業は、誰も実行していない。したがって、それら

事例が「問題ないこと」の確認は、されていない。 
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ツ 8月 28日：Ｏ常務取締役による質問事項の事前漏洩 

前記「タ 8 月 27 日：第 2 回調査委員会の開催」のとおり、第 2 回調査委員会

でＡ専務取締役に対するヒアリングはＦ委員長が実施することとなったことから、

以下のとおり、8 月 28 日に、Ｆ委員長が、平成 26 年社内調査の委員及び事務局

（Ｏ常務取締役を含む。）に宛てて、Ａ専務取締役に対する質問事項の案をメール

で送付したところ、これを受領したＯ常務取締役が、当該メールを、添付ファイル

とともに、Ａ専務取締役に対してそのまま転送した。 

 

（略） 

 

当委員会が、平成 26年社内調査の各委員に対して、Ａ氏に対する質問事項が事

前に同氏に伝わっていたことを知っていたかを尋ねたところ、いずれの委員も「知

らなかった。」との回答だった。 

一般的に考えて、ヒアリング対象者に対して詳細な質問内容を事前に送付する

ことは、供述内容に作為が働くことを誘発しかねない行為である（実際にも、後記

「ト 9 月 2 日：Ｆ委員長によるＡ専務取締役に対するヒアリング等」のとおり、

Ａ氏は、この後 9 月 2 日に行われたヒアリングにおいて、事実と記憶に反する内

容を述べた。）。 

また、そもそも、質問内容の事前送付は、委員らの了解なしに、事務局の一人が

単独の判断で行ってよいことではない。かかる行為は、平成 26 年 8 月 20 日開催

の取締役会において決議された「調査委員会」設置要綱の第 8条（守秘義務）にお

ける「委員、事務局および調査に関与した者は、調査委員会の調査、会議等の活動

で知り得た情報を他に漏洩してはならず、その職を退いた後も同様とする。」との

定めにも反する。 

そして、当委員会は、Ｏ氏のヒアリングにおいて、Ａ氏に対して質問事項を事前

に伝えた趣旨・理由を尋ねたところ、「Ａ氏に心の準備や回答の準備をさせたかっ

た。当時、（自分自身の態度として、）調査委員会のことを軽く見ていた面があった

と思う。」との回答だった。 

以上を踏まえ、当委員会としては、Ｏ氏による上記行為は、調査過程を歪める意

図的な「質問事項の事前漏洩」であり、不適切な行為であったと判断する。 

 

テ 9月 1日：Ｕ氏のヒアリングの実施とＣ監査役（社内委員）及びＥ人事総務部長

によるヒアリング録の改ざん 

9月 1日には、ＯＢのＵ氏（S57.7～種苗課（北海道）主任、S58.7～種苗課（北

海道）係長、S59.10～H10.3種苗課長（北海道）、H9.9～H15.1北海道営業本部業務
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部長）に対する調査委員会としてのヒアリングが、委員会事務局であるＥ人事総務

部長 1人で実施された。 

Ｕ氏は、既に、8月 6日に実施された内部調査におけるヒアリングにおいて、「正

直に言う。指摘のあることは実際にやっていたし、指示していた。」、「大きな物量

は年間 1 回から 2 回位変更していた。大きいので 1t くらいのがあったと思う。」、

「少ない物量の品種は、もっと回数があったとは思う。」等の内容を述べており、

調査活動において極めて重要な位置づけとなるヒアリング対象者であることが分

かっていたにもかかわらず、委員自らがヒアリングを実施せず、事務局である社内

関係者 1名にその実施が委ねられたことは、それ自体、適切性を欠いていたのでは

ないかという疑問を免れない（このことが、結果として、以下に述べるヒアリング

録の改ざん行為を招き、平成 26年社内調査における真相究明を大きく阻害したも

のといえる。）。 

Ｕ氏のヒアリングが実施された後、そのヒアリング録は、Ｕ氏・Ｅ人事総務部長・

Ｃ監査役の間で、以下①～⑥のやり取りがされて完成に至り、これが正式なヒアリ

ング録として他の委員等に対して展開・共有された。 

① Ｅ人事総務部長が原案を作成して、Ｕ氏に送付。 

② Ｕ氏が修正・加筆等を行い、その Wordファイル（このファイルでは、後記

の削除線部分は、削除線のない形で記載されており、赤字コメントの記載はな

い。）を添付して、Ｅ人事総務部長にメール送付。 

③ Ｅ人事総務部長が、Ｕ氏から送付を受けたメール及びその添付ファイルを、

Ｃ監査役に対して、そのまま転送。 

④ Ｃ監査役が、ヒアリング録の一部に削除線（見え消し線）を引くとともに、

赤字でコメントを追記して、Ｅ人事総務部長にメールで返送。 

⑤ Ｅ人事総務部長が、Ｃ監査役の削除線（見え消し線）部分を実際に削除し、

その他表現を整える等して「私の最終版」として、Ｃ監査役にメールで返送。 

⑥ Ｃ監査役がその内容を了解するとともに、Ｅ人事総務部長が実施した別の

ヒアリング対象者（元札幌種子センター長・元千葉種子センター長）のヒアリ

ング録の一部に削除線を引いたものを、Ｅ人事総務部長にメールで送付。 

このうち上記②～⑤のやり取りは、以下のとおりである。なお、最初にＥ人事総

務部長がＵ氏に送付した原案（上記①）については、Ｅ氏から「おそらく FAXで送

付したと思うのだが、送付した文章のファイルが見当たらない。」との説明があり、

当委員会として入手することができなかった。 
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 （略）【56】 

 

Ｃ氏に対して、上記の行為をした理由を尋ねたところ、同氏からは「私も、当時

（＝品種偽装行為がされていたとされる平成 14 年 1 月以前に）、種苗部に在籍し

ており、仕入会議に参加していたが、仕入会議においてそのような話がされていた

という記憶はないので、Ｕ氏が『種苗部の考え（仕入会議）に基づくものだ』と述

べている点は事実に反すると考えたからである。」、「このほか、『但し、その極似品

種も当社の基幹品種として仕入したのではなかったか(口座替えはしない)と思う

が、(極似品種の数量分を口座替えしたのか)記憶が定かではない。』とか、『極似品

種を不足品種として仕入れていたら(口座替えなし)わからないのではないか！』

といった部分を削除したのは、書かれている内容が理解できなかったからであ

る。」、「『自社牧草品種の場合』等の部分を削除した理由は、今となっては、自分で

も分からない。」との説明があった（当委員会のヒアリングにおける供述）。 

しかしながら、ヒアリング録に記載された内容が事実に即しているかどうか、そ

の意味内容を理解することができるかどうか等は、他の供述や証拠と突き合わせ

ながら、まさに調査委員会の事実認定として検討されるべき事柄であって、その検

討のために供されるべきヒアリング録の内容を、ヒアリングを実施したわけでも

ない委員の 1名が、自らの認識・記憶・理解に基づいて変更・削除するという行為

には、これを正当化できる理由はまったく認められない。また、事務局としてヒア

リングを実施したにもかかわらず、委員の 1名（あるいは、委員というよりも社内

関係者としてのＣ氏）にのみ先に案文を見せて、削除・変更の要請を受ければこれ

に従うというＥ人事総務部長の行為も、同様である。 

Ｕ氏が作成した原文にあった「この行為は種苗部の考え（仕入会議）に基づくも

のだ。」との記載は、後記「第３」の「２」の「オ 当委員会が認定する事実」の

とおり、平成 14年 1月以前は、品種偽装行為が組織的・恒常的に実行されていた

との事実に沿うものであるし、「但し、その極似品種も当社の基幹品種として仕入

したのではなかったか（口座替えはしない）と思うが、（極似品種の数量分を口座

替えしたのか）記憶が定かではない。」、「極似品種を不足品種として仕入れていた

ら（口座替えなし）わからないのではないか！」という記載は、後記「第３」の「１」

の「イ 品種偽装行為の類型」のとおり、仕入処理段階での品種偽装行為が存在し

たことを示唆するものである。したがって、これらの情報が調査委員会の他の委員

                             
56 ここでいう「種苗部はダメでしょう。」との記載の趣旨は、Ｅ人事総務部長から送付されて

きたＵ氏のヒアリング録における「種苗部の考え（仕入会議）に基づくものだ」との記載部

分について、Ｃ監査役が「ヒアリング録において、『種苗部の考え（仕入会議）に基づくも

のだ』との記載をすることについて、『ダメ』（すなわち、よろしくないので削除するべき

である。）」という意見を述べたものと理解することが自然であり、Ｃ氏も、当委員会によ

るヒアリングにおいて、その趣旨の記載であることを認めた。 
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等に共有されていれば、平成 26年社内調査においても、過去の真実に迫ることが

できた可能性がある（すなわち、Ｃ監査役及びＥ人事総務部長の上記行為は、客観

的に見て、真実に迫る可能性を摘む行為だったといえる。）。 

以上に加えて、「拝読後、取扱いには、十分注意を。削除したほうが良ければ、

その方向で。」というＥ人事総務部長のメール本文の記載内容や、「かなり難しくな

ってきました。どこかでほころびが出るような・・・。」というＣ監査役のメール

本文の記載内容に照らし、当委員会としては、Ｃ監査役及びＥ人事総務部長による

ヒアリング録の上記変更・削除は、両名の説明・弁解にかかわらず、平成 26年社

内調査の調査委員会による事実認定をミスリードすることを意図した「供述内容

の改ざん」であったと認定する。 

 

ト 9月 2日：Ｆ委員長によるＡ専務取締役に対するヒアリング等 

9月 2日には、Ｆ委員長とＨ委員によって、Ａ専務取締役に対するヒアリングが

実施された（Ｅ人事総務部長が陪席）。このヒアリングにおける質問事項がＯ常務

取締役によって事前漏洩されていたことは、前記「ツ 8 月 28 日：Ｏ常務取締役

による質問事項の事前漏洩」のとおりである。 

このヒアリングにおいて、Ａ専務取締役は、品種偽装行為への自らの関与につい

て、以下のとおり説明した。 

 

（略） 

 

上記のとおり、9 月 2 日のヒアリングにおいて、Ａ専務取締役は、「平成 13 年

（の）…後半くらいになって」、初めて担当者から相談を受けて、当時の上司であ

る前任者（Ｕ氏）に確認・相談に行ったところ、もの別れとなり、「結局そのよう

なことはしなかった」と述べた（なお、このヒアリング録は、ヒアリング実施後に、

Ｈ委員からＡ専務取締役本人に対してメールで送付され、内容の確認がされてい

る。）。この発言内容からは、Ａ専務取締役としては、平成 14年 1月以前も、品種

偽装行為を自らが承認・指示・実行したことはない旨を述べる趣旨と理解される。 

一方、9月 5日には、Ｕ氏及びＡ氏が種苗課長（北海道）を務めていた当時、種

苗課員（北海道）の立場にあったＲ氏に対するヒアリングが、Ｅ人事総務部長及び

Ｐ総務課長によって実施された。そのヒアリング録には、以下の記載がされている。 

 

（略） 

 

ナ 9月 1日～5日：府県の関係者の供述 



  第３章 品種偽装に係る事実と原因 
第２ 社内調査の欠陥 

 

- 69 - 

 

9 月 1 日～5 日には、Ｅ人事総務部長及びＰ総務課長によって、種苗課（府県）

及び千葉種子センターそれぞれの歴代の関係者 8 名に対するヒアリングが実施さ

れたところ、このときのヒアリング録によれば、平成 14年 1月以前の種苗課長（府

県）及び千葉種子センター長までもが、不適切な行為に関与したことは一切なく、

不適切な行為が行われていた事実は知らないとの説明をした。 

しかし、後記「第３」の「２」の「エ」の「(ｲ) 府県における品種偽装行為」

のとおり、当委員会の調査においては、平成 14年 1月以前は府県においても品種

偽装行為が実行されていたことが判明している（各関係者からその旨の供述も得

ている。）。すなわち、上記 8名のうち少なくとも一部の関係者は、平成 26年社内

調査のヒアリングにおいて、事実と記憶に反する内容を述べたということになる。 

 

ニ 9月 8日：第 3回調査委員会の開催 

9月 8日開催の第 3回調査委員会においては、Ａ専務取締役とＲ氏との間で供述

内容に食い違いがあることが話題となり、この点について、以下のやり取りがされ

た。事実の究明が必要との趣旨の意見を述べるＦ委員長及びＨ委員に対して、Ｏ常

務取締役から、「『知っていた』、『知らなかった』をはっきりさせなければならない

のか」という消極的な意見が述べられたものの、Ａ専務取締役に対する再度のヒア

リングが実施されることとなった。 

 

（略） 

 

ヌ 9月 9日：Ｆ委員長によるＡ専務取締役に対する再度のヒアリング 

9月 9日には、第 3回調査委員会において決定したとおり、Ｆ委員長がＡ専務取

締役に対する再度のヒアリングを行った。このときのヒアリング録は、以下のとお

りである。 

 

（略） 

 

Ａ氏は、当委員会のヒアリングにおいて、上記のヒアリング録には、平成 26年

9 月 9 日にＦ委員長に対してＡ氏の述べた内容が正確に記載されていることを認

めた。 

Ａ氏の 9 月 9 日ヒアリングにおける説明内容は、9 月 2 日ヒアリングにおける

「結局そのようなことはしなかった」という自身の説明内容、及びＲ氏の「不適切

な行為はＡ氏が種苗課長就任後も続けていた。このことはＡ氏も知っていた。」と

のヒアリング録の内容とが矛盾しないことを説明するものとして、「仕事が極めて

多忙で、Ｒ氏から上がってくる大量の伝票に目が行き届かなかった。」、「問題の行
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為に該当するか否かのチェックをせずに承認印を押したことについては、責任は

感じている。」との説明がされており、この発言内容からは、「Ａ氏としては、平成

14年 1月以前も、品種偽装行為であることを認識したうえで承認したことはない」

旨を述べる趣旨と理解される。 

しかし、後記「第３」の「２」の「ウ デジタル・フォレンジック調査により得

られた証拠とそれを踏まえたヒアリングの実施結果」のとおり、平成 12年～14年

にＡ氏が関係者に送信したメールの内容に照らせば、当時、Ａ氏が、自らの判断で

品種偽装行為のための口座替えを指示・実行していたことは明らかである（むしろ、

Ａ氏の当時のメールの文面には、品種偽装行為に手を染めることを苦悩し、ときに

社内の近しい関係の者に対してその気持ちを吐露しながらも、自らの判断でこれ

を実行していたことが鮮明に表れており、こうした強く記憶に残るはずの経験を

していながら、平成 26年社内調査時点において品種偽装行為への自らの関与を忘

れていたということも考え難い。）。Ａ氏自身も、当委員会によるヒアリングにおい

て、平成 14 年 1月以前は、自らの判断で品種偽装行為のための口座替えを指示・

実行していたこと、及び平成 26年社内調査のヒアリングにおいては、「事を大きく

しないようにする」ために、事実や記憶とは異なる内容を述べたことを認めた。 

 

ネ 9月 18日：調査報告書の完成 

その後、9月 12日に第 4回調査委員会が、9月 17日に第 5回調査委員会が、そ

れぞれ開催されたようであるが、いずれも議事録が作成されていないことから、委

員会における議論等の内容は不明である。このため、第 3回調査委員会において議

論となったＡ専務取締役とＲ氏との間の供述の食い違いについての、第 4回・第 5

回の調査委員会における議論の有無・内容は、明らかでない。 

そして、9 月 18日付けで、平成 26年社内調査の調査報告書が完成に至り、その

内容が 9月 19日開催の雪印種苗の取締役会において報告された。 

調査報告書の主な内容は、前記「１」の「イ 調査報告書の概要」のとおりであ

るが、ヒアリング結果については、以下のとおり記載がされた。第 3回調査委員会

において議論がされた、Ａ専務取締役とＲ氏との間の供述の食い違いについては、

少なくとも調査報告書の記載上は、明確な形での整理・検討はされないまま調査終

了に至っている。 

 

（略） 

 

また、当該取締役会においては、以下のとおり、平成 14年 1 月以前の品種偽装

行為への会社の関与の点が話題となり、委員であるＤ取締役からは、「現場が自ら

の判断で不適切行為をしていた」という調査結果であることが説明されている。 
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（略） 

 

ノ 9月 25日前後：ＨＰへの不掲載の方針決定 

社内調査終了後には、その内容について、社内外に対して、どのような範囲・方

法で説明・周知を図るかという点が議論されることとなった。 

ＨＰへの掲載については、前記「ス 8月 13日～18日：顧客等への告知要否に

ついてのＯ常務取締役と雪印メグミルク●●副社長との間のやり取り」のとおり、

8月中旬時点でも議論がされていたが、9月 25日から 26日にかけて、Ｏ常務取締

役から社内の一部の経営幹部に対して、ＨＰ掲載について消極的な意見を記載し

た以下の内容の文書が送付された（Ｑ社長も、他の取締役を介して送付を受け、こ

の内容を了承した。）。そして、その後、当該書面の内容が穏当な表現に修正された

上で、これを用いて雪印メグミルクとの間での協議・検討が行われ（詳細な経緯は

不明である。）、結局、ＨＰへの掲載は見送られることとなった。 

 

（略） 

 

ハ 10月：社内外への説明 

10 月 6 日には、Ｑ社長が、朝礼において、社員に対して、調査委員会による調

査結果等についての説明を行った。 

また、10月 24日に農林水産省に対して報告がされる等、関係諸機関に対する説

明が実施された。 

これらにおいては、前記「１」の「イ 調査報告書の概要」記載の調査報告書の

調査結果（平成 14年 1月以降は不適切な行為は行われていないと判断されたこと、

関係書類保存期間である 10年以上前の時期に行われた行為であるため、その数量・

回数及び販売先を確認するための客観的資料はなく、確定できなかったこと等）の

内容どおりの説明がなされた。 

 

３ 社内調査の結論には依拠できないこと 

前記「２ 平成 26年社内調査の過程における事実経過」を踏まえると、平成 26年

社内調査は、以下「ア」から「オ」のとおり、公正性・適切性・十分性のいずれをも

欠くものであった。 

しかし、平成 29年社内調査においては、平成 26年社内調査の結論が前提とされ、

当該結論に対する改めての検証等は行われていない。 

以上から、当委員会は、雪印種苗が行った平成 26年社内調査、及び品種偽装行為

についての平成 29年社内調査の結論には、依拠できないと判断した。 
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ア 10 年以上前のデータが存在しないという虚偽の前提がとられ、過去の品種偽装

行為を裏付ける客観的・具体的なデータの存在が隠されたこと 

(ｱ) 事実経過 

前記「２」の「イ 8月 4日：社内役員による打合せ」・「ウ 8月 5日：13年

分のデータが存在する前提での、「ステートメント」及び「想定ＱＡ」の作成・

共有」・「エ 8 月 5 日～8 日：データ確認による品種偽装行為の発見・報告」・

「カ 8月 7日：データ存在期間についての説明内容の変更」等に照らせば、平

成 26年 8月 1日に新聞記者の来訪があった後、遅くとも同月 4日に実施された

社内役員の打合せの時点では、過去 13年分の口座替えデータが存在することが

確認・報告され、その前提で新聞記者向けの「ステートメント」及び想定ＱＡの

作成が開始したにもかかわらず、同月 5日夕方に平成 13年度（平成 13年（2001

年）7 月～平成 14 年（2002 年）6 月）のデータに該当事例が存在することが確

認された後、平成 26年 8月 7日に社内役員が集まって行われた打合せの前後で、

「ステートメント」及び想定ＱＡにおけるこの点の記載内容が、「証言を検証す

る記録は 10年の社内保存年限を超えるため、社内には全く残っておらず」とか、

「平成 16年 7月以前は保管期限を過ぎており確認できませんでした」といった

記載に変更された事実が認められる。 

さらに、平成 26 年 8 月 7 日 18 時 46 分のＥ人事総務部長のメールでは、「も

っとも古い現存管理資料（H13年度）から、事のバックデータを検証し」等の記

載がありながら、「10 年前 2004 から無い！これで会社のスタンスとする」との

記載がされている。 

そして、これ以後は、一貫して、「10年の社内保存年限を超える記録は一切残

っていない」（したがって、品種偽装行為の客観的裏付けはなかった）との前提

がとられ、平成 26 年 8 月 13 日の新聞記者との面談においても（前記「２」の

「シ 8月 13日：新聞記者への説明」）、また同月 20日開催の取締役会における

調査委員会設置の決議においても（前記「２」の「セ 8月 20日・21日：調査

委員会の設置・第 1回調査委員会の開催」）、その内容で説明が行われた。 

 

(ｲ) データの意味合い 

仮に、平成 26年社内調査において、品種偽装行為を裏付ける客観的データの

存在が各委員をはじめとする他の調査関係者に報告され、これを前提に調査活

動が実施されていれば、Ａ氏をはじめとする関係者に対するヒアリングの質問

事項も自ずと異なる内容となったものと考えられる。 

さらには、データ上は、雪印食品食肉偽装事件後の平成 14年 6月にも不適切

と考えられる口座替え事例が存在したのであるから、その事実を前提とすれば、
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「平成 14年 1月以降は行われなくなった」との供述の真偽についての更なる検

証や、過去 10年間のデータにおいても本当に不適切な事例ないのか等の疑問・

指摘も、当然に生じることとなったはずである。 

 

(ｳ) 評価 

以上の事実経過、及びデータの意味合いに鑑みれば、平成 26年 8月 7日の時

点において、Ｅ人事総務部長及び少なくとも一部の経営幹部によって、過去の品

種偽装行為を裏付ける客観的・具体的なデータの存在を隠すことを目的として、

真実は過去 13年分のデータが存在することを知りながら、意図的に「10年以上

前のデータが存在しない」という虚偽の前提をとる旨の判断がされたと考える

のが、極めて自然である。 

これに対して、Ｅ人事総務部長並びにＱ社長、Ａ専務取締役、Ｏ常務取締役、

Ｃ監査役らは、当委員会におけるヒアリングにおいて、いずれも、「裏付けデー

タの存在期間が 13年分から 10年分に変わったことは気が付かなかった。」、「こ

の点を意図的に変更したという認識・記憶はない。」という趣旨の供述をしたが、

これらすべての者が意図しないままに（いつの間にか）「ステートメント」や想

定ＱＡの内容が書き換わったとは考え難い。仮に、これら供述に虚偽がないもの

と仮定したとしても、その場合は、客観的データの確認・検証という、調査にお

ける極めて重要な事項に、上記各人がいずれも意を払っていなかったこととな

り、それ自体、平成 26年社内調査の不適切性・不十分性を基礎づけるものとい

うべきである。 

 

イ 過去 10年以内に品種偽装行為が疑われる事例が発見されていたにもかかわらず

その調査・確認をしないまま違反事例はなかったと結論付けられたこと 

平成 26年社内調査の調査報告書には、「保存期間内である平成 25年度から平成

16 年度までの全商品の『口座替え』データを抜き出し精査した。その結果、不適

切な処理をした実態は発見されなかった。」との記載がされている。 

しかしながら、実際には、 

① 平成 26年 8月 8日に、Ｓ種苗課長から、Ｐ総務課長及びＢ取締役種苗部長

に対して、過去 10年間に合計 7件（北海道 4件・府県 3件）の「疑わしいデ

ータ」があった旨が報告されたこと（前記「２」の「エ 8月 5日～8日：デ

ータ確認による品種偽装行為の発見・報告」）、 

② それにもかかわらず、これらの事例について更なる調査は実施されないま

ま、同月 11 日に「検証作業が完了し、過去 10 年度分（平成 16 年 7 月以降）

について、指摘のような事実がないことを確認した」ものとされ（前記「２」
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の「キ 8月 11日：データ検証作業の「完了」」）、調査委員会において上記①

の内容は報告されなかったこと、 

③ 平成 26 年社内調査の調査報告書においては、同月 28 日から同年 9 月 5 日

までの期間に 3名の担当者により「データ検証」（データ精査）が実行された

ものとされているが、上記 3 名のうち 2 名は口座替えデータを自ら検証する

ことをしておらず、その他 1名についてもデータを出力したものを「目視」し

た以外には、「種苗課でも確認しているという意識」があり、不適切な行為の

可能性がある事例について、更なる調査活動を実施した（との報告を受けた）

記憶はないとのことであること（前記「チ 8月 28日～9月 5日：「データ検

証」期間」）、 

④ このほかにも、平成 26年社内調査の際に、口座替えデータの内容の検証や、

そこに含まれる疑問事例（後記「第３」の「４」の「イ 品種偽装行為である

ことが確認された事例」及び「ウ 品種偽装行為であるか否かを確定できない

事例」参照）についての更なる調査活動が実施された形跡は、まったく見当た

らないこと 

等の事実に照らせば、平成 26年社内調査の調査報告書における「平成 25年度から

平成 16年度までの全商品の『口座替え』データを抜き出し精査した」との記載や、

「その結果、不適切な処理をした実態は発見されなかった。」との記載は、いずれ

も事実に反するもの（不適切な処理がないという結論において客観的事実に反す

るだけでなく、そもそも、「精査した」とか「発見されなかった」という点におい

て、事実に反するもの）であったと認められる。 

 このことは、同時に、平成 26年社内調査の（委員を含む）関係者が、誰一人と

して、同調査において、客観的データに基づき徹底した調査・検証を行う姿勢（責

任感・使命感）を持ち合わせておらず、いずれもが「他人任せ」（さらにいえば、

調査対象である種苗部関係者任せ）であったことをも示している。 

  

ウ 調査継続中に、一部の経営幹部を含む社内関係者による、調査の公正性・適切

性・十分性を損なう複数の不適切行為が実行されたこと 

平成 26年社内調査の過程では、 

① Ｂ取締役種苗部長が指示し、Ｓ種苗課長により実行された、過去の品種偽装

行為に関係する重要な客観的証拠（平成 14年以前の shipデータ）の隠滅行為

（前記「２」の「ソ 8 月 22 日：Ｂ取締役種苗部長による証拠隠滅の指示と

その実行」。なお、当該データを使用してＳ種苗課長が作成し、Ｂ取締役種苗

部長に送付した Excel資料（前記「２」の「オ 8月 6日：フロンティア及び

ヘイキングについてのＳ種苗課長からＢ取締役種苗部長に対する報告」）の存

在及び内容も、両名以外の者に共有されることはなかった。）、 



  第３章 品種偽装に係る事実と原因 
第２ 社内調査の欠陥 

 

- 75 - 

 

② Ｏ常務取締役によるＡ専務取締役に対する質問事項の事前漏洩（前記「２」

の「ツ 8月 28日：Ｏ常務取締役による質問事項の事前漏洩」）、 

③ Ｃ監査役及びＥ人事総務部長によるＵ氏のヒアリング録の改ざん（重要な

供述内容の削除。前記「２」の「テ 9月 1日：Ｕ氏のヒアリングの実施とＣ

監査役（社内委員）及びＥ人事総務部長によるヒアリング録の改ざん」） 

といった調査の公正性・適切性・十分性を損なう種々の不適切行為がされた。 

それぞれの箇所で詳述したとおり、上記①～③の各行為がなされることなく、各

関係者の認識・知見・供述内容等が、当時、調査関係者間で共有されていれば、平

成 26年社内調査における事実認定が、より真実に迫る内容となった可能性があり、

その意味で、いずれの行為も、調査の結論に影響を及ぼした（むしろ、それを企図

した）極めて不適切な行為であったと断ぜざるを得ない。 

しかも、上記①～③の各行為について、同一人物からの指示のもとに行われたと

か、相互に意思疎通を図って行われたといった形跡はうかがわれず、上記①～③の

それぞれが独自に実行されたもののようであり、一面において、かえって偽装・隠

ぺいが会社の体質であったことをうかがわせるというべきである。 

 

エ 複数の関係者によって事実・認識と異なる供述がなされ、これにより誤った事

実認定に至っていること 

(ｱ) 府県の関係者の供述 

前記「１」の「イ 調査報告書の概要」のとおり、平成 26 年社内調査では、

府県における商品については、過去を含めて不適切な行為はないと結論付けら

れており、その判断の根拠として、「府県の種苗課長・種子センター長へのヒア

リングで全員が知らないと証言していること」等が挙げられている。（なお、Ｓ

種苗課長によるデータ検証においては、熊本種子センターにおける平成 24年の

事例 3件も「疑わしいと思われるデータ」として抽出・報告されているにもかか

わらず、当該事例についての更なる検証は行われず、かつ調査委員会への報告も

されないまま上記の結論に至っている点は、前記「イ 過去 10年以内に品種偽

装行為が疑われる事例が発見されていたにもかかわらずその調査・確認をしな

いまま違反事例はなかったと結論付けられたこと」のとおりである。）。 

ところが、当委員会が実施したデジタル・フォレンジック調査において、平成

14 年 1 月以前の時期に、府県の種苗課関係者も品種偽装行為を当然に認識して

いたものと考えられるメール（後記「第３」の「２」の「ウ デジタル・フォレ

ンジック調査により得られた証拠とそれを踏まえたヒアリングの実施結果」参

照）が発見されたことから、これを踏まえて、当委員会としてこれら関係者に対

するヒアリングを実施した。この結果、平成 14年 1月以前に府県の種苗課及び

種子センターに在籍した多数の関係者（平成 26年社内調査において「知らない」
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等の説明をした複数の関係者を含む。）から、「（実は、）平成 14 年 1 月以前は、

府県においても、品種Ａを品種Ｂとして販売するための口座替えを行っていた。」

との供述が得られた。 

 

(ｲ) Ａ氏の供述 

前記「２」の「ヌ 9月 9日：Ｆ委員長によるＡ専務取締役に対する再度のヒ

アリング」のとおり、Ａ氏は、平成 14年 1月以前は自らの判断で品種偽装行為

のための口座替えを指示・実行していたにもかかわらず、平成 26年社内調査の

ヒアリングにおいては、「仕事が極めて多忙で、Ｒ氏から上がってくる大量の伝

票に目が行き届かなかった。」等と、平成 14年 1月以前における自らの認識・関

与を否定する趣旨の説明をしており、この点について、「事を大きくしないよう

にする」ために、事実や記憶とは異なる内容の説明をしたものであることを自ら

も認めている。 

加えて、Ａ氏は、平成 14年 1月以前の品種偽装行為は、貿易課長やアメリカ

駐在者（雪印種苗アメリカ株式会社（以下「雪印種苗 USA」という。）の社長）も

認識・関与したうえで大掛かりに実行されていた事実を知っており、平成 26年

社内調査においてこのことを正直に述べていれば、同調査における事実認定・原

因究明・再発防止策の策定等の内容や、その後の対外対応等も、当然に異なるも

のとなったはずである。その意味においても、当時、専務取締役の立場にあった

Ａ氏が、真実を包み隠さず述べず、調査の対象に供さなかったことの責任は、重

いといわなければならない。 

 

なお、上記のとおり、複数の関係者により事実・認識と異なる説明がされ、こ

れにより誤った事実認定がされるに至ったという事実は、客観的データの検証

を軽視し、ヒアリングに大きく依存する形で調査・判断が行われることの危険性

を端的に示すものといえる。 

 

オ 社内委員・データ検証担当者の適格性 

(ｱ) Ｃ氏の社内委員としての適格性 

平成 26 年社内調査において委員の 1名となったＣ氏は、調査対象となる行為

をやめたとされる時期（平成 14年 1月）を跨ぐ平成 12年 10月から平成 16年 9

月までの間、種苗部次長を務めていた者であるから、むしろ調査の対象者とされ

るべき立場にあり、委員としての適格性を欠いていたというべきである（実際に

も、後記「第３」の「３」の「ウ 種苗部内の管理職による打合せ」のとおり、

Ｃ氏は、（本人は記憶していなかったと述べているものの）平成 14 年 2 月に種
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苗部の管理職が集まって品種偽装行為の取止めを決定した会議の参加者であり、

しかもその会議の配付資料や議事録を作成していた。）。 

当委員会は、平成 26年社内調査における委員の選定過程を調査したが、Ｃ氏

が委員とされたのは、「（当時）監査役であり、種苗のことにも詳しいから」とい

う程度の理由であり、（雪印メグミルクの関係者を含めて）この点について特段

の検討・議論はされていないようである。 

この点からも、平成 26年社内調査においては、その設置段階から、客観的・

実効的な調査を実施しようとする姿勢が希薄であったといえる。 

 

(ｲ) データ検証担当者の適格性 

平成 26 年社内調査の調査報告書においてデータ検証を「分担」するとされて

いる 3名の担当者については、複数の関係者から、当委員会によるヒアリングに

おいて、「彼ら（上記の担当者 3名）には、口座替えデータを見てもよく分から

なかったものと思う（したがって、種苗課の人に協力してもらう必要があったは

ずである）。」との指摘があり、また、実際にも、前記「２」の「チ 8 月 28 日

～9 月 5 日：「データ検証」期間」のとおり、当該 3 名は、自ら口座替えデータ

を精査することをしていない（1名が「目視」をしたというだけである。）。 

一方、平成 26年 8月 5日から 8日にかけて、口座替えデータの検証を依頼さ

れ、これを実施・報告したＳ氏は、平成 9年 9月から平成 16 年 9月まで種苗課

（府県）に在籍し、平成 21年 7月からは北海道種苗課長を務めていた者であっ

たから、まさに口座替えを実行していた当事者であり、（データ検証にあたり助

力を求めること自体は必要であるとしても）その検証をもって足りるとするこ

とは、調査として著しく不十分・不徹底だったといわざるを得ない。 

なお、上記のとおり、「正式にデータ検証の担当者と位置づけられた者は、検

証に必要な知見を有しておらず、その一方で、検証を実施できるだけの知見を有

している者は、調査の対象とされるべき当事者である」という事態は、本質的に

は、後記「第５」の「２」の「イ」の「(ｲ) 品種偽装行為を行うことを可能に

する状況（「機会」）について」のとおり、「口座替え処理の内容が極めて分かり

にくく、種苗課及び種子センターの担当者以外の者にとっては、具体的な意味を

理解することが困難である」ことにも起因している。 
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第３ 品種偽装行為の有無・内容 

１ 行為の態様・方法 

ア 口座替えとは 

雪印種苗において行われていた品種偽装行為の多くは、社内において「口座替え」

と呼ばれている処理を利用してされたものであった。そこで、前提として、同社に

おける「口座替え」の意味内容及び類型について説明しておく。 

雪印種苗においては、商品が入荷されると、取扱い単位（ロット）ごとに、品名・

包装形態・分量等が在庫データとして社内システムに登録される。そして、その後、

出荷に至るまでの間に、入荷時に付されていた海外品種名を日本で販売する際の

名称（品種名）に変更するとか、大袋に入っていたものを小分けにするといった理

由から、登録された在庫データの内容を変更する場合があり、これらの処理を、社

内では「口座替え」という言葉で表現している。 

一口に「口座替え」といっても、そこで行われる処理の具体的内容は様々であり、

少なくとも以下の類型がある。なお、「口座替え」としてもともと予定されている

行為は下記①～⑦であり、下記⑧及び⑨は不適正な行為である。 

 

（略） 

   

口座替えがされると、口座替えの前後のデータ（データ内容がどう変わったのか）

がシステム上記録される。社内システムにおいて、口座替えデータを見る（出力す

る）と、具体的には、例えば以下のように表示される。 

 

（略） 

 

イ 品種偽装行為の類型 

当委員会による調査の結果、雪印種苗においてこれまで行われたことがある品

種偽装行為（種子について、品種Ａを「品種Ｂ」と表示して販売することを目的と

して、品種Ａを品種Ｂに偽装する行為）は、以下の類型に分けることができる。 

 

（略） 

 

すなわち、まず、別品種（品種Ｂ）としてそのまま販売することを目的として、

品種偽装行為（品種Ａ→品種Ｂ）が行われる類型（類型Ⅰ。以下「そのまま販売型」

という。）と、別品種（品種Ｂ）に混ぜ込んで販売することを目的として、品種偽

装行為（品種Ａ→品種Ｂ）が行われる類型（類型Ⅱ。以下「ブレンド販売型」とい

う。）とに分かれる。 
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そして、そのまま販売型は、さらに、仕入計上の段階で、品種Ａを品種Ｂとして

仕入れる類型（類型Ⅰ－ⅰ。以下「仕入処理段階の偽装」という。）と、品種Ａを

品種Ａとして仕入れた後に、「口座替え」により品種Ｂとする類型（類型Ⅰ－ⅱ。

以下「口座替えを利用した偽装」という。）とに分かれる。仕入処理段階での偽装

がされた場合は、雪印種苗に入荷されて在庫データとして登録される当初の段階

で品種偽装行為は完了し、偽装の手段として口座替えを利用する必要がない。 

一方、ブレンド販売型は、基本的に、品種Ａのロットを口座替えにより品種Ｂに

変更した上で、品種Ｂの他ロットとのロット統合によって（なお、ロット統合も口

座替えを伴う。前記・口座替えの類型②）、ブレンド行為がなされることから、偽

装の手段として口座替えが必ず利用されることとなる。 

 

ウ 廃棄の稟議逃れのための口座替えの利用（前記・口座替えの類型⑧） 

(ｱ) 内容の説明 

ここで、品種偽装行為ではないものの、口座替えを不適正に利用するもう一つ

の類型として、前記「ア 口座替えとは」の「口座替え類型表」記載の類型⑧と

して挙げた行為（以下「口座替えを利用した廃棄処理」という。）について、説

明する（なお、品種偽装行為との関係については、次項において説明する。）。 

雪印種苗においては、何らかの理由で種子を廃棄する場合には、社内規程によ

り、廃棄する種子の原価に応じ、必要な稟議（決裁）が定められている。金額基

準は、1000 万円未満が生産本部長決裁、1000万円以上 5000万円未満であれば社

長決裁、5000万円以上であれば取締役会決裁である（平成 30 年 1月時点）。 

ところが、雪印種苗においては、主として少量の種子を廃棄しようとする場合

に、これを上記の稟議の対象にすることは煩雑である等の理由から、種苗課及び

種子センターの関与のもと、 

・データ上は、ロット統合としての口座替え（前記・口座替えの類型②）の際

に数量減少が生じたことに見せかける一方で、 

・現物については、ロット統合（混合）をせずに廃棄するという行為 

が、古くから日常的に行われていたことが、本調査を通じて確認された（種苗課

及び種子センターの多数の関係者から、一致した供述が得られた。）。 

その方法を具体例で説明をすると、以下のとおりである（品種名を変更する口

座替えを伴わないケース１と、品種名を変更する口座替えを伴うケース２とに

分けて説明する。）。 

 

【ケース１：品種名の変更を伴わないケース】 

 

（略） 
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上記のケース１は、品種Ａの数量 99㎏のロットについて、発芽率の基準未達

（顧客から返品を受けた場合等に発生しやすいとのことである。）等の理由によ

り廃棄をすることとなった場合の処理の例である。 

前提として、ロット統合（同一商品の包装を解袋し、ブレンドして新たなロッ

トに統合する類型）という処理それ自体は、適正な通常業務においても実行され

うるものであるところ、ロット統合をすると、作業途中に多少こぼれてしまうと

か、あるいは元々の実数量がデータ上の数量よりも若干少なかった等の理由に

より、実際に複数のロットを混合した場合であっても、処理後の統合されたロッ

トの数量が、処理前の各ロットの数量の合計値よりも、若干減少する場合があり

（社内においては、これを「減耗」あるいは「加工減」と呼んでいる。）、多いと

きには、最大で 10％程度の数量減少（減耗・加工減）が生じる場合もあるとの

ことである。 

そこで、廃棄をしたい「①品種Ａの 99kgのロット」がある場合に、「②品種Ａ

の 1122㎏のロット」と「③品種Ａの 240㎏のロット」とをロット統合する機会

に、データ上は、上記①も併せて３つのロットを統合する処理を行う一方で、現

物の混合作業においては、上記②と上記③の各ロットだけを混合して、上記①の

ロットは混合せずに廃棄をする。この場合に、上記①のロットの数量が上記②及

び③のロットの合計数量の 10％を超えないように、上記①②③の組合せを決め

ることとして、データ上の数量減少が 10％程度以内に収まるようにする（すな

わち、経理部等の他部門がデータを見たときに、不自然な数量減少に見えないよ

うにする。）。 

この結果、データ上は、ロット統合の際に数量減少が生じただけのように見せ

かけつつ、廃棄に際して必要な稟議を経ることなく、廃棄処分を実行するのであ

る。かかる行為は、社内において必要とされる稟議を得ずに廃棄処分を行うもの

であるから、社内規程違反である。 

一方で、発芽率の悪い上記①のロットが、混合されることなく全量が実際に廃

棄されていれば、販売されることはないので、対外的な影響はなく、もっぱら社

内規程違反の問題として整理されることとなる。 

 

【ケース２：品種名の変更を伴うケース】 

 

（略） 

 

次に、同様の行為が行われる前段階として、「品種Ａ」を「品種Ｂ」に変更す

る口座替えが行われるのが、上記のケース２である。 
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例えば、「①品種Ａの 99kgのロット」を廃棄したいと考えたものの、品種Ａの

他のロットについて（たまたま）ロット統合が行われる直近の機会がなく、その

一方で、別品種である品種Ｂについては、「②品種Ｂの 1122㎏のロット」と「③

品種Ｂの 240 ㎏のロット」とをロット統合する機会があるという場合に、まず

は、上記①のロットを、品種Ａを品種Ｂに変更する口座替えによって「①´品種

Ｂの 99kgのロット」に変更する。 

そして、上記②のロットと上記③のロットとをロット統合する機会に、口座替

えデータ上は、上記①´も併せて３つのロットを統合する処理を行う一方で、現

物の混合作業においては、上記②と上記③の各ロットだけを混合して、上記①´

のロットは混合せずに廃棄をする。この場合に、不自然な数量減少に見えないよ

うに数量比に気を配る点は、ケース１の場合と同様である。 

ケース２も、社内において必要とされる稟議を得ずに廃棄処分を行うもので

あるから、もちろん社内規程違反である。 

一方で、品種Ａを品種Ｂに変更する口座替えを行っているとはいえ、上記①´

のロットが、混合されることなく全量が実際に廃棄されていれば、品種Ａが品種

Ｂとして販売されることはないから、本報告書でいうところの品種偽装行為に

は当たらず、ケース１と同様に、対外的な影響はなく、もっぱら社内規程違反の

問題として整理されることとなる。 

 

(ｲ) 品種偽装行為との関係 

もし仮に、上記ケース２におけるロット統合に際して、上記①´のロットの全

部又は一部が、現実に混合されていたら、それはまさに、ブレンド販売型の品種

偽装行為となる。 

そして深刻な問題は、上記ケース２のような処理がされた場合に、本当は品種

Ａであるロット①´が、現実に全量廃棄されたのか（すなわち、もっぱら稟議逃

れの社内規程違反の問題にとどまるのか）、それとも、その全部又は一部が廃棄

されずに品種Ｂに混合されてしまったのか（すなわち、社内規程違反にとどまら

ず、顧客に別品種が混ざったものを販売することにつながる品種偽装行為であ

るのか）は、口座替えデータ上は、まったく区別がつかないことである。 

この結果、当委員会による調査活動において、過去の口座替えデータを精査し、

その中から別品種に口座替えをした事例を抽出しても（後記のとおり、平成 14

年 2月以降に限っていえば、年間数千件の口座替えデータの中から、多い年で 1

年間に 20件程度の事例が抽出された。）、それが別品種の販売につながった品種

偽装行為であったのか、それとも口座替えを利用した廃棄処理にすぎないもの

であったのかは、その段階では判別することができず、したがって、個々の事例

が品種偽装行為に該当するか否かの結論を得るためには、1件 1件について、作
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業日報やキロ詰め指示書等の更なる徴憑書類の調査・確認作業を要することと

なった。 

 

２ 平成 14年 1月以前における品種偽装行為の有無・内容 

ア 調査の方法 

(ｱ) 仕入処理段階の偽装の調査方法 

品種偽装行為のうち、類型Ⅰ－ⅰ（「そのまま販売型」のうち「仕入処理段階

の偽装」）は、平成 26年社内調査及び平成 29年社内調査においては、調査に際

してその存在が認識・意識されることはなく、当委員会による関係者に対するヒ

アリングにおいて初めて確認された類型である。 

当該類型は、偽装の手段としての口座替えは利用されないことから、そもそも

口座替えデータは証拠とならない。そして、仕入の際にされた処理の内容・方法

についての徴憑書類となりうるような、当時の書類やデータは残っていないと

のことであった。 

このため、類型Ⅰ－ⅰ（「そのまま販売型」のうち「仕入処理段階の偽装」）に

ついて、当委員会は、デジタル・フォレンジック調査により得られた証拠とそれ

を踏まえたヒアリングを手段として、調査を実施した。 

 

(ｲ) 「口座替え」を利用した偽装の証拠の残存状況 

品種偽装行為のうち、類型Ⅰ－ⅱ（「そのまま販売型」のうち「口座替えを利

用した偽装」）と類型Ⅱ（「ブレンド販売型」）については、いずれも偽装の手段

として口座替えを伴うことから、口座替えデータの精査が検証の出発点となる。 

雪印種苗においては、現在のシステム上、過去の口座替えデータは平成 14年

1 月以降のものしか保存されていないとのことであった（この点は、平成 26 年

8 月 1 日時点においても同様だったとのことである。）。ただし、平成 13 年 6 月

以降の北海道の口座替えデータは、前記「第２」の「２」の「エ 8 月 5 日～8

日：データ確認による品種偽装行為の発見・報告」のとおり、平成 26年社内調

査の際に経理部の共有フォルダ内にたまたま存在したため、Ｓ氏に対して送付

されて検証作業が実施されたものであり、当委員会による調査の時点では、経理

部の共有フォルダ内からは失われていたものの（前記「第２」の「２」の「ソ 8

月 22日：Ｂ取締役種苗部長による証拠隠滅の指示とその実行」に記載のとおり、

その理由・経緯は不明である。）、平成 26年 8月における経理部担当者とＳ氏と

の間の送受信メールの添付ファイルとして、発見・確認することができた。 

しかし、当委員会が実施した関係者に対するヒアリングによれば、前記「１」

の「ウ 廃棄の稟議逃れのための口座替えの利用（前記・口座替えの類型⑧）」

で詳述した口座替えを利用した廃棄処理は、平成 14年 1月以前においても行わ
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れていたとのことであるから、前記「１」の「ウ」の「(ｲ) 品種偽装行為との

関係」のとおり、口座替えデータだけを見て別品種への口座替え事例を抽出して

も、それだけでは、品種偽装行為に該当するか否かについて確かな判定をするこ

とができない。そして、その判定に資する可能性があるものとしては作業日報や

キロ詰め指示書等があるが、平成 14 年 1 月以前におけるこれらの徴憑書類は、

一切残っていないとのことであった。 

以上から、平成 14年 1月以前の「口座替え」を利用した偽装について、当委

員会は、平成 13年 6月から 12月までの北海道の口座替えデータ及び平成 14年

1月の府県及び北海道の口座替えデータの精査、並びにデジタル・フォレンジッ

ク調査により得られた証拠とそれを踏まえたヒアリングを手段として、調査を

実施することとなった。 

 

イ 平成 14年 1月以前の口座替えデータからの抽出事例 

平成 13年 6月以降の北海道の口座替えデータの中から、平成 26年 8月 5日～7

日に、Ｓ氏が、品種偽装行為に該当すると判断して抽出した口座替え事例は、前記

「第２」の「２」の「エ 8月 5日～8日：データ確認による品種偽装行為の発見・

報告」のとおりである。 

そして、当委員会においても、改めて、平成 13年 6月から 12 月までの北海道の

口座替えデータ及び平成 14年 1月の府県及び北海道の口座替えデータを精査した。

この結果、品種偽装行為のための口座替えである可能性があるものとして抽出さ

れた事例は、以下のとおりである。 

 

  （略）【57】 

 

ウ デジタル・フォレンジック調査により得られた証拠とそれを踏まえたヒアリン

グの実施結果 

次のメールは、平成 10年 11月 24日に、Ｖ貿易課主任が、Ｕ業務部長及びＡ種

苗課長を宛先として送信したものである。 

 

（略） 

 

上記メール中の「ホクオウ１０ｔ仕入予定は、ホクエイの熟期の早いものをホク

オウへ」との記載について、当時の貿易課長であるＫ氏によれば、「ホクエイは中

生品種で、ホクオウは早生品種だが、ホクエイのうち、熟期が早くなったものにつ

                             
57 2001年 6月の口座替え事例については、いずれも売上日を記載している。 
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いて、ホクオウとして使えるのではないかと考えて、ホクオウとして仕入れたとい

うことだと思う。」とのことであった【58】（当委員会のヒアリングにおける供述）。 

 

次のメールは、平成 11 年 2 月 17 日に、Ｖ貿易課主任が、Ａ種苗課長を宛先と

し、●●種苗課種苗主任を CCとして送信したものである。 

 

（略） 

 

上記メール中の「両方とも仕入計上は、ホクエイでおこします。」との記載につ

いて、Ｋ氏によれば、「当時、クライマックスをホクエイとして仕入れていたとい

う記憶はないが、これは、文面からして明らかに、ホクエイの不足分をクライマッ

クスを充当することで解決することを述べる趣旨だと思う。」、「Ｖ氏が、ホクエイ

に充当する目的でクライマックスを仕入れるにあたり、最初からホクエイとして

仕入計上することを当時の種苗課長であるＡ氏に確認したのだと思う。」とのこと

であった（当委員会のヒアリングにおける供述）。 

また、Ｋ氏に、当時、仕入処理段階の偽装がされた際にとられた具体的な方法に

ついて質問したところ、以下内容の説明があった。 

 

（略） 

 

次のメールは、平成 13 年 12 月 14 日に、Ｋ貿易課長が、Ａ種苗課長（北海道）

及び●●植生課長らを宛先とし、Ｗ種苗課長（府県）及びＳ種苗課主任（府県）ら

を CCとして送信したものである。 

 

（略） 

 

上記メールの記載内容の趣旨について、Ｋ氏、Ａ氏及びＳ氏に説明を求めたとこ

ろ、例えば、「2．ホクエイ」における「不足分ＢＴＣｌｉｍａｘとしますか？」と

の記載は、ホクエイの不足分については、クライマックスを仕入れて、これをホク

エイとして販売することを前提とするものであり、また、「3．晩中生オーチャード」

における「フロンティア 不足分をアンバとしますが 8ｔで宜しいですか？」と

の記載も、同様に、フロンティアの不足分については、アンバを仕入れて、これを

フロンティアとして販売することを前提とするものであり、これらの趣旨・内容は、

                             
58 なお、本メールの送り主であるＶ氏はすでに亡くなっており、事情を聞くことはできなかっ

た。 
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当該メールの宛先や CCに含まれる者らは、皆、当然に認識していたとのことであ

った（当委員会のヒアリングにおける供述）。 

 

次のメールは、平成 12年 5月 9日にＡ種苗課長が雪印種苗 USAのＶ社長に宛て

て送信したものである。 

 

（略） 

 

「ヤマを踏む」とは、「罪を犯す」という意味の隠語として使われることがある

表現である。上記の「また私はヤマを踏んでしまった」との記載の趣旨について、

Ａ氏に説明を求めたところ、在庫が枯渇している品種を営業部門がなおも要請し

てくることから、別品種を口座替えすることにより対応してしまったことを述べ

る趣旨であるとのことであった（当委員会のヒアリングにおける供述）。 

また、Ａ氏によれば、平成 10年 4月に種苗課長に就いた後、種苗課において品

種偽装行為がされていることを最初に知った時の状況について、「平成 11年頃、Ｕ

氏に呼ばれ、車の中に連れていかれて、2人きりの状況で『責任を取るからやれ。』

と言われた。『こんなおそろしいことはできない。』と返事をした記憶がある。」、「こ

のとき、あえて 2人きりで話すということは、北海道の種苗課だけで秘密裏に行わ

れてきた行為なのだなと思った。」とのことであった。また、Ａ氏は、その後、仕

入会議で、貿易課との間で「フロンティアがないので代わりにアンバを入れる、ヘ

イキングがなければペンレートを入れる。」といった話がされているのを見た後、

Ｕ氏から「これで仕組みが分かったか。」と言われ、「このとき初めて『種苗部の組

織ぐるみなのか』と思った記憶がある。」とのことであった。（以上、当委員会のヒ

アリングにおける供述） 

 

次のメール及びその添付ファイル（抜粋）は、平成 12年 9月 13日に、Ａ種苗課

長が道東事業部釧路営業所の●●販売係長に宛てて送信したものである。 

 

（略） 

 

上記メールは、営業所の種苗チームから、品薄・品切れの情報を早めに開示して

ほしいとの要請があったのに対して、Ａ種苗課長が回答を記載したものである。そ

の中の「無い時はないで営業所が許してくれるのであれば、すべてをオープンにし

てよいしその方がスタッフも気が楽である。」とか、「ただないものはないとしか言

いようがなくなる。」との記載の趣旨は、Ａ氏によれば、当時は営業サイドに在庫

がないから供給できないと告げることが難しい場合が多く、別品種を口座替えに
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よって充当することで対応してしまうこともあったが、在庫情報を営業部門とす

べて共有するとしたら、「ないものはない（したがって供給できない）」としか言え

なくなることを述べるものとのことであった（当委員会のヒアリングにおける供

述）。 

 

次のメールは、平成 14 年 1 月 21 日に、Ａ種苗課長が●●作物研究室主事に送

信したものである。 

 

（略） 

 

上記メールで直接の話題になっているのは、当時、オーストラリアを産地とする

原種を「ヘイオーツ」の名称で販売していたものの、オーストラリアの生産が安定

しないことから、チリを産地とする同一品種を「ヘイオーツ」として販売すること

の適否を議論しているものであり、これ自体は、（チリ産でも同一品種である以上

は）品種偽装行為には該当しないとのことであるが、その議論の中で、Ａ氏が、品

種偽装行為（別品種への口座替え）について抱えている悩みを打ち明けている様子

を見てとることができる。 

 

また、後記「３」の「ウ 種苗部内の管理職による打合せ」のとおり、雪印食品

食肉偽装事件後の平成 14 年 2 月 18 日に、種苗部の管理職において打合せが持た

れているところ、当該打合せの配付資料には、「種苗品質管理に関わる問題点・検

討事項」の 1つとして、以下の記載がある。 

 

（略） 

 

上記資料中の「口座替え」の項目内に、「商品名と中味が違うものを販売してい

る。」として、「品質不良種子を別品種（中略）にミックス」及び「数量不足のため

特性の類似する別品種を充当」との記載があることから、平成 14 年 1 月以前は、

品種偽装行為のうち、類型Ⅱ（「ブレンド販売型」）及び類型Ⅰ－ⅱ（「そのまま販

売型」のうち「口座替えを利用した偽装」）がいずれも行われていたことが明らか

である。 

 

以上のほか、当委員会は、デジタル・フォレンジック調査により、平成 26 年 8

月 6日にＳ氏がＢ氏に送付した、「フロンティア」及び「ヘイキング」に係る過去

の品種偽装行為についての説明資料を入手したが（前記「第２」の「２」の「オ 8

月 6 日：フロンティア及びヘイキングについてのＳ種苗課長からＢ取締役種苗部
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長に対する報告」）、当該資料の内容は、平成 14年 1月以前の実態を知るうえで重

要であることから、以下に再掲する。 

 

（略） 

 

上記資料には「ヘイキングについてはペンレートをヘイキングとしてずっと仕

入を続けていた。」、「ヘイキングとして仕入（口座替えの必要無）」との記載がされ

ている点は、ヘイキングについて、品種偽装行為のうち類型Ⅰ－ⅰ（「そのまま販

売型」のうち「仕入処理段階の偽装」）がされていたことを述べる趣旨と理解され

る。 

そこで、当委員会は、Ｓ氏に対するヒアリングにおいて、上記資料の作成経緯等

を質問したところ、同氏からは、「この資料は平成 26 年 8 月時点で自身が作成し

たものであるが、どのような根拠で、上記の『口座替えの必要無』等の記載をした

のかは、今となってははっきりしない。」、「当時、誰にも相談せずにこの資料を作

成したと思うから、ship データと自らの記憶・認識だけを頼りに記載をしたのだ

と思う。」、「フロンティアについては、アンバと本物のフロンティアがあったのに

対して、ヘイキングについては、ペンレートしかなかったから、最初からヘイキン

グとして仕入れていたのだろう、という程度の推測で記載をしたような気もする。」

といった説明があった。 

 

エ その他のヒアリング結果 

(ｱ) その他の仕入処理段階の偽装 

当委員会が、Ｕ氏（S59～H10の種苗課長（北海道））、●●氏（H7～H15の札幌

種子センター長）及びＫ氏（H4～H15の貿易課長）に対して個別に実施したヒア

リングにおいて、各人からそれぞれ、①昭和から平成にかけてのころ、ホクオウ

という品種について、アメリカにおける生産が不調だったときに、類似する別品

種をホクオウとして輸入し仕入れたことがあったこと、②そのときは、最初から

ホクオウとして入荷されてきたので、社内において口座替えをする必要がなか

ったこと、及び③その後、平成の初期のころ（Ｋ氏によれば、遅くとも平成 5年

ころ）には、アメリカにおけるホクオウの生産が安定したことから、かかる偽装

は行われなくなった（偽装をする必要がなくなった）ことという、一致した供述

が得られた。 

 

(ｲ) 府県における品種偽装行為 

当委員会によるヒアリングにおいて、Ｗ氏（H9～H16の種苗課長（府県））、Ｓ

氏（H9～H13種苗課勤務、H13～H16の種苗課主任）及びＫ氏（H4～H15の貿易課
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長）は、それぞれ、平成 14年 1月以前は、府県においても品種偽装行為が行わ

れていたことを認めた。 

Ｗ氏によれば、前記「２」の「イ 平成 14年 1月以前の口座替えデータから

の抽出事例」に記載の事例のうち、「オーチャード アキミドリ２」を「オーチ

ャードグラス ナツミドリ」に口座替えした事例は、品種偽装行為として行われ

たものであるとのことである。 

  また、平成 7年から同 17年まで種苗部長の職にあったＸ氏は、当委員会によ

るヒアリングにおいて、「平成 13年以前の認識として、府県も含めて（品種偽装

行為を）やっているのではないかと懸念していたし、実際にやっているだろうと

思っていた。」と述べた（ただし、繰り返し尋ねたものの、同氏からは、平成 13

年以前の時点で、（府県・北海道を問わず）品種偽装行為について、自身が「明

確に認識していた」とか、「報告を受けていた」あるいは「自ら指示・承認をし

ていた」といった供述は得られなかった。）。 

 

オ 当委員会が認定する事実 

以上から、当委員会は、雪印種苗において、平成 14年 1月以前は、前記の類型

Ⅰ（「そのまま販売型」）のうちⅰ（「仕入処理段階の偽装」）及びⅱ（「口座替えを

利用した偽装」）並びに類型Ⅱ（「ブレンド販売型」）の、すべての類型の品種偽装

行為が行われた事実があったものと認定する。また、北海道だけでなく、府県にお

いても品種偽装行為が実行されていたものと認定する。 

そして、海外からの品種ごとの仕入れ数量を決定するに際しては、品種偽装行為

が行われることを前提に、種苗部内の貿易課及び種苗課（北海道・府県の双方）の

関係者間で情報交換・報告等がされた上で、その決定がされている事実（前記「ウ 

デジタル・フォレンジック調査により得られた証拠とそれを踏まえたヒアリング

の実施結果」の平成 13年 12月 14日のＫ貿易課長のメール参照）や、そこに記載

されている品種偽装行為に係る仕入数量が相当規模の数量にのぼることに加え、

前記「エ」の「(ｲ) 府県における品種偽装行為」のとおり、当時の取締役種苗部

長も「府県も含めて（品種偽装行為を）やっているのではないかと懸念していたし、

実際にやっているだろうと思っていた。」と述べたこと等に照らし、平成 14年 1月

以前の品種偽装行為は、組織的・恒常的に実行されていたものと認定する。 

ただし、その当時、Ｘ取締役種苗部長以外に、雪印種苗の経営幹部の者が、品種

偽装行為の事実を認識していたことを示す証拠は確認されず、かかる供述も得ら

れなかった（なお、Ｘ氏によれば、「平成 14年 2月以前に、他の経営幹部に対して

品種偽装行為について報告した記憶はないので、当時、他の経営幹部はこのことを

認識していなかったかもしれない。」とのことであった（当委員会のヒアリングに
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おける供述）。平成 14年 2月以降については、後記「３」の「ウ 種苗部内の管理

職による打合せ」参照）。 

 

３ 雪印食品食肉偽装事件を契機とする組織的・恒常的な品種偽装行為の取止め 

ア 雪印食品食肉偽装事件の発生・報道 

平成 14年 1月下旬、雪印乳業の子会社であり、雪印種苗とは兄弟会社の関係に

ある雪印食品株式会社（以下「雪印食品」という。）において、国外産の食用牛肉

を国内産と偽って国内産の食用牛肉のパッケージに詰め、農林水産省に買取り費

用を不正請求していること（本報告書においては「雪印食品食肉偽装事件」という。）

が、同社取引先の告発により発覚した。 

報道各社はこれを一斉に報道し、その数日後である平成 14 年 1 月 29 日には、

雪印食品の社長が辞任するとともに、同社は食肉部門からの撤退を発表した。その

後もマスコミ報道が過熱する中で、同年 2 月 1 日には農林水産省近畿農政局が詐

欺罪で告発、同月 2 日には兵庫県警察本部等の合同捜査本部が雪印食品本社等を

捜索するなど事態は急速に進み、発覚から約 3か月後の同年 4月 30日に、同社は

解散に追い込まれた。 

 

イ Ａ種苗課長によるホクエイについてのメール 

Ａ種苗課長は、雪印食品食肉偽装事件が発覚・報道されたことを受け、雪印種苗

において実行されていた品種偽装行為が発覚すれば、同社も雪印食品と同じく、社

会の強い非難にさらされ、会社が立ち行かなくなることを危惧し、これを機に品種

偽装行為を終了することとした。 

そこで、雪印食品食肉偽装事件発覚の数日後である平成 14 年 1 月 28 日に、差

し当たり、この時点で深刻な品不足が見込まれており、従前どおりであれば別品種

の口座替え（品種偽装行為）により対応することが想定されたホクエイについて、

海外の仕入れに係る関係者に対して以下のメールを送信し、品種偽装行為の取止

めを告げた（同月 31日には、Ａ種苗課長から営業部門の各担当者に対し、ホクエ

イの品薄を告げるメールが送信された。）。 

 

（略） 

 

Ａ氏によれば、上記メールにいう「テクニック」とは、別品種を口座替えにより

充当すること（すなわち、ホクエイが不足している場合に、別品種をホクエイに口

座替えして、ホクエイとして販売すること）を指す趣旨であり、部長等からの指示

ではなく、自らの判断で品種偽装行為の取止めを指示したとのことであった（当委

員会のヒアリングにおける供述）。 
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ただし、当委員会のヒアリングにおいて、最初に品種偽装行為の取止めを指示し

たのは当時のＸ取締役種苗部長であり、同部長が、Ａ種苗課長及び同課担当者を個

室に呼んで、口座替えによる品種偽装行為の取止めを指示したと述べた関係者も

おり、当時、最初に判断・指示をした者が誰であったのかは、必ずしも明らかとは

ならなかった。 

 

ウ 種苗部内の管理職による打合せ 

平成 14年 2月 18日午後には、種苗部内の部長以下の管理職のうち 10名が集ま

り、品種偽装行為の取止めを含む「種苗品質管理に関わる問題点・検討事項」を協

議する打合せが 4時間にわたり持たれた。 

上記打合せの当日配付資料は、Ｃ次長が、事前に各関係者から問題点を聴取して

作成した。同資料中の「口座替え」についての内容は前記「２」の「ウ デジタル・

フォレンジック調査により得られた証拠とそれを踏まえたヒアリングの実施結果」

に記載のとおりである。 

そして、平成 14年 2月 21日には、Ｃ次長が、上記打合せの出席者 10名を含む

種苗部内の部長以下の管理職 13名と雪印種苗 USAのＶ社長に宛てて、以下のメー

ルを送信した。当該メールには、上記打合せの議事録等が添付された。 

 

（略） 

 

なお、上記メールを発信したＣ氏にこの点を質問したところ、上記「打合せ報告

書」及び当日配付資料は、その資料の作り方（体裁・特徴）からしても自らが作成

したものだと思うが、平成 26年社内調査の時点では、平成 14年 2月 18日の打合

せが実施されたことやその内容、さらには種苗部においてかつて品種偽装行為（別

品種への口座替え等）がされていた事実自体も記憶に残っておらず、平成 26年社

内調査の契機となった内部告発の内容を聞いたときも、「そんなことがあったのか」

と驚いたとのことであった（当委員会によるヒアリングにおける供述。上記「打合

せ報告書」等を提示して繰り返し尋ねても、同様の答えだった。）。 

また、上記「打合せ報告書」末尾の「本件の概要をＸ部長より会社へご報告いた

だく（22日常務会後）。」との記載について、Ｘ氏によれば「常務会後に、実際に報

告した場面の記憶はない。しかし、このように書いてある以上、報告したのだろう

と思う。常務会後の報告の場で、（雪印食品の偽装が問題になっている中で）『当社

でも偽装の事実があった』ということが、聞く側に分かるように言ったかどうかま

では、はっきり覚えていないが、おそらく、報告に至った流れからすると、そのこ

とが分かるように言っただろうと思う。」とのことであった（当委員会のヒアリン

グにおける供述）。 
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なお、当委員会において、雪印種苗における平成 14 年 1 月～6 月の取締役会議

事録、監査役会議事録及び常務会議事録を確認したが、上記打合せで協議された内

容についての記載は見当たらなかった。 

 

エ 顧客への対応 

平成 14 年 2 月 18 日に種苗部内で品種偽装行為を取り止める旨が決定されたも

のの、それまで実行していた品種偽装行為の事実や内容を社外に公表・説明すると

か、顧客に対して謝罪するといった対応は、とられなかった。 

一方、オーチャードグラスの自社品種であるフロンティア及びヘイキングにそ

れぞれ「充当」（偽装）するために既に入荷済み又は入荷予定であったアンバ及び

ペンレートについて、その後は偽装をせずに、それぞれ「アンバ」及び「ペンレー

ト」として販売するものとしたことから、種苗部において、アンバ及びペンレート

を新たに発売する旨の以下の案内文書が作成され、顧客にこれが配布された。 

 

（略） 

 

上記の案内文書は、一面において、その後はアンバをアンバとして、ペンレート

をペンレートとして「正直に」販売することを前提に作成されたものであったとい

えるが、一方で、それまで品種偽装行為を行っていた事実を隠ぺいすることを前提

に、両品種を新たに発売する旨を「偽装」するものであったともいえる。 

社内においては、在庫データ上、それまで「フロンティア」として登録されてい

たアンバのロットを「アンバ」に、「ヘイキング」として登録されていたペンレー

トのロットを「ペンレート」に、それぞれ変更する（戻す）ための口座替えが行わ

れた。 

 

オ Ａ種苗課長の対応 

当委員会の実施したデジタル・フォレンジック調査の結果、雪印食品食肉偽装事

件が発覚し、種苗部内で品種偽装行為を取り止める方針が決定されて以降、以下の

とおり、Ａ種苗課長においてその方針を実行しようとしている様子が確認された。 

なお、これらのメールが発見されたのは、デジタル・フォレンジック調査におい

ては、当時の関係者のメールのうちＡ氏の送受信メールを対象としたことによる

ものであり、当委員会として、同氏だけが品種偽装行為の取止めのために尽力して

いたとの認定をする趣旨ではない。 
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（略）【59】 

 

４ 平成 14年 2月以降の品種偽装行為の有無・内容 

ア 調査の方法 

(ｱ) 基本的な調査手法 

当委員会は、平成 14 年 2 月以降の品種偽装行為の有無を調査するにあたり、

平成 14 年 2 月から平成 29 年 12 月までのすべての口座替えデータ（1 年間当た

り概ね 3000 件程度ある。）を調査対象とした。 

そして、これらの口座替えデータを以下の手法により調査し、品種偽装行為の

有無・内容を確認した。 

① 口座替えデータを、「口座替えリスト」（同一品種の組み合わせが記載された

表）と照合し、品種偽装行為の疑いのある口座替え事例を抽出（前記「１」の

「ア 口座替えとは」の「口座替え類型表」記載の類型①～⑥に該当し、品種

偽装行為でないことが明らかな口座替え事例については、抽出対象としなか

った。）。 

② 抽出した各口座替え事例について、作業日報・キロ詰め指示書等を確認し、

品種偽装行為であることを示す記載等の証跡がないかを確認。 

また、平成 24 年以降は、社内データ上、ロット番号を管理しているため、

「品種偽装行為の疑いのある口座替え」が行われたロットについて、入庫から

出荷までのデータを追跡・確認。 

 

(ｲ) 結論を確定できない事例が多数残った理由 

調査の過程で、雪印種苗においては、前記「１」の「ウ 廃棄の稟議逃れのた

めの口座替えの利用（前記・口座替えの類型⑧）」のとおり、種子を廃棄する際

に必要な社内稟議を免れることを目的として、口座替えを利用するという行為

が日常的に広く行われていることが判明し、この結果、上記の作業で抽出された

事例が品種偽装行為のために行われたものであるかどうかは、口座替えデータ

だけからは判断することができないことが分かった（別品種に口座替えがされ

ていても、その後、当該ロットは全量廃棄されている可能性があるからである。）。 

そこで、上記の作業で抽出された個々の事例が品種偽装行為に該当するか否

かの結論を得るためには、前記「(ｱ) 基本的な調査手法」のとおり、1 件 1 件

                             
59 Ａ氏によれば、ここでいう「北海道営業本部の取締役」とは、当時の●●常務を指す趣旨であ

り、同常務に話をしたのは雪印食品食肉偽装事件が発覚する前の時期であるが、ほとんど話

を聞いてもらえなかったので、同常務が品種偽装行為についてどこまで認識をしたかは分か

らないとのことであった（当委員会のヒアリングにおける供述）。 
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について、作業日報やキロ詰め指示書等の更なる徴憑書類の調査・確認作業を要

することとなった。 

この結果、（全量廃棄がされたわけではなく）品種偽装行為として行われたも

のであることが、口座替えデータ以外の客観的証跡を伴って判明した事例は、後

記「イ 品種偽装行為であることが確認された事例」のとおりである。 

一方、徴憑書類の調査・確認作業をしてもなお、品種偽装行為に該当すると断

定することができない一方で、その可能性を否定することもできない事例が、後

記「ウ 品種偽装行為であるか否かを確定できない事例」のとおり、多数残った。

その理由は、口座替えを利用した廃棄処理は社内稟議を逃れるために行う社内

規程違反の処理であることから、廃棄した事実が書類上記載されていない場合

が多くあることによる。その結果、作業日報等に廃棄した旨の記載がないことを

確認したからといって、その全部又は一部をブレンドのために使用したと推認

することはできず、実際には全量を廃棄した可能性を排除できないことになる

（例えば、品種偽装行為であることが確認された後記「イ」の「(ｱ) 熊本種子

センターにおける平成 24年 2 月 29 日の処理（「リョクフウ」100 キロを「カタ

ンボラ」に混合）」の事例は、作業日報等から品種偽装行為であるか否かを判定

することは不可能であり、たまたま探し出されたメールの内容から、品種偽装行

為であることを確定させることができた。）。 

すなわち、品種偽装行為とは別の、口座替えを利用した廃棄処理という社内規

程違反行為が常態化していたことが原因となって、調査を行う当委員会にとっ

ては「実際には品種偽装行為として行われていたかもしれないが、それを確定さ

せることが不可能」となり、その一方で、雪印種苗にとっては、「品種偽装行為

として行われていたわけではないかもしれないが、それを証明することが不可

能」となったものである。 

 

イ 品種偽装行為であることが確認された事例 

(ｱ) 熊本種子センターにおける平成 24年 2月 29日の処理（「リョクフウ」100キ

ロを「カタンボラ」に混合） 

平成 24 年（2012年）2月 29日に、熊本種子センターにおいて、以下のとお

り、合計 607kgの「リョクフウ」が「カタンボラ」へと口座替えがされている。 

 

（略） 

   

一方、同日に、上記のとおり口座替えがされた合計 607 ㎏の「カタンボラ」

（真実はリョクフウ）が、カタンボラの別ロット（10,000㎏）とロット統合す

る処理がされていることが確認された。また、上記の合計 607 ㎏の「カタンボ
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ラ」（真実はリョクフウ）のうち、少なくとも一部のロット（合計 492.4kg）は、

発芽率が低いもの（11.5％～24％）であったことが判明した。 

そこで、当該ロット統合の際に作成された「包装班キロ詰指示書」及び「作

業日報」を確認したものの、上記 607㎏の「カタンボラ」（真実はリョクフウ）

が、混合されることなく全量廃棄されたのか、それともその全部又は一部が混

合されてしまっているのかは、これらの書類の記載からは読み取ることができ

なかった【60】。したがって、仮に「全量廃棄したはず」と説明されたとしても、

当委員会としてそれを否定することはできない状態にあった（その意味で、こ

の時点では、後記「ウ 品種偽装行為であるか否かを確定できない事例」に入

れられるべき事案として分類されていた。）。 

ところがその後、調査の過程で、会社側関係者から、下記メールの提供があ

った。 

 

（略） 

 

上記メール中の「ロット K2003」とは、前記のロット統合後のロットを指し、

「11/25966（10トン）」とはカタンボラ 10,000㎏のロットを、「RG-1-606101M～

204M」とはリョクフウからカタンボラに口座替えされたロットを、それぞれ指す。 

したがって、上記メール中の「元ロットは、11/25966（10トン）とリョクフウ

の RG-1-606101M～204Mを 100K程ふりかけしています。」との記載は、その文面

上、リョクフウからカタンボラに口座替えされたロットのうち 100 ㎏をカタン

ボラ 10,000㎏のロットに混合した趣旨をいうものと理解されたことから、上記

メールの作成者であるＺ種子センター係長に、この点をヒアリングしたところ、

「この頃、ちょうど『リョクフウ』の販売を終了することになり、在庫を抱えて

いたため、Ｙ種苗課係長の指示で、『リョクフウ』100kg を『カタンボラ』に混

ぜ、残りの種子は廃棄した。」とのことであった。 

そこで、Ｙ氏にもヒアリングをしたところ、「リョクフウとカタンボラの特性

に照らすと、両者を混合することはしなかったように思う。」とのことであった

が、その一方で、「発芽率が悪くて、そのままでは販売できない不良在庫がある

場合に、類似する別品種があれば、3％程度までなら混ぜていたことがある。」、

「はっきり覚えていないが、種苗課係長に就いた後、日常の業務において、種子

センターとやり取りをする中で、過去からの取扱いとして聞き、知ったのだと思

                             
60 前提として、「リョクフウ」と「カタンボラ」の関係について、当委員会から雪印種苗に質問

をしたところ、①「リョクフウ」と「カタンボラ」は異なる品種であり、②「リョクフウ」を

「カタンボラ」に混合して「カタンボラ」として販売する行為は、たとえ混合する「リョクフ

ウ」が少量であったとしても許されるものではない、とのことであった。 
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う。」、「別品種に混ぜるのは、頻度としては、1 年に 1 回あるかないかという程

度だと思う。隠れてこっそりやっていたということでもなかった。」、「実行に当

たり、特別に決裁を得る（伺いを立てる）ことはなく、種子センターの係長等に

対して、口頭又は FAX等でブレンドするように指示をしていた。種苗課長には報

告をしていたと思う。」、「特に問題意識を持っていなかったこともあり、具体的

にどの事例が該当するのかは思い出せない。」とのことであった。 

以上の調査結果から、当委員会は、熊本種子センターにおいて、平成 24 年 2

月 29 日に、リョクフウ 100 ㎏をカタンボラ 10,000 ㎏に混合するブレンド販売

型の品種偽装行為が行われたものと認定する。 

なお、当委員会からＹ氏に「平成 26年社内調査の後に、社内でその調査結果

を聞いたことと思うが、これにより貴方の意識は何か変わったか。」と質問した

ところ、Ｙ氏は「特に意識が変わったということはない。平成 26年社内調査の

結果として自分に伝わってきたのは、どのような品種や数量の事例だったのか

の説明もない抽象的な内容であったことから、自分の職務を省みる機会にはな

らなかった。平成 26年社内調査の後にも同種の混合行為をやっているかもしれ

ない。データ上はないとしたら、たまたまそのような処理が必要な事案がなかっ

ただけだと思う。」とのことであった。 

 

(ｲ) 熊本種子センターにおける平成 25 年 1 月 29 日の処理（「リョクフウ」30 キ

ロ程度（推定）を「カタンボラ」に混合） 

平成 25 年（2013年）1月 29日に、熊本種子センターにおいて、以下のとお

り、合計 61Kgの「リョクフウ」が「カタンボラ」へと口座替えがされている。 

 

（略） 

   

一方、同日に、上記のとおり口座替えがされた 61㎏の「カタンボラ」（真実

はリョクフウ）が、カタンボラの別ロット（3,080 ㎏）とロット統合する処理

がされていることが確認された。そこで、当該ロット統合の際に作成された「包

装班キロ詰指示書」及び「作業日報」を確認したものの、前記「(ｱ) 熊本種子

センターにおける平成 24年 2月 29日の処理（「リョクフウ」100キロを「カタ

ンボラ」に混合）」と同様に、上記 61㎏の「カタンボラ」（真実はリョクフウ）

が、混合されることなく全量廃棄されたのか、それともその全部又は一部が混

合されてしまっているのかについての証跡は得られなかった。 

そこで、Ｚ種子センター係長に、この処理についてもヒアリングしたところ、

「前年の事例と同様に、『リョクフウ』を『カタンボラ』にブレンドして処理し
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た。ブレンドした数量も、前年と同様に 1％程度だったと思う。」とのことであ

った。 

以上の調査結果から、当委員会は、熊本種子センターにおいて、平成 25年 1

月 29日に、リョクフウ 30㎏程度（推定）をカタンボラ 3,080 ㎏に混合するブ

レンド販売型の品種偽装行為が行われたものと認定する。 

 

(ｳ) 札幌種子センターにおける平成 24年 6月 15日の処理（「早生キカラシ」250

キロを「キカラシ」に混合） 

平成 24 年（2012年）6月 15日に、札幌種子センターにおいて、以下のとお

り、250Kgの「青刈類 その他」が「キカラシ」へと口座替えがされている。 

 

（略） 

 

一方、同日に、合計 25,000Kgの「キカラシ」をロット統合する処理がされて

いることが確認された。 

そこで、当委員会において、上記の口座替え及びロット統合が確認されたこ

とを端緒として、関係書類の確認と、関係者に対するヒアリングを重ねた結果、

以下の事実経過が明らかとなった【61】。 

 

（略） 

 

上記の平成 24 年 3 月 22 日付け「種苗品質管理規程特例販売伺い（ブレン

ド）」と題する書面には、以下の内容が記載されている。 

 

（略） 

 

以上のとおり、①当時、新たな品種として試作された早生キカラシが、販売

に至らなかったこと、②そこで、平成 20年に、北海道種苗課長が、既存品種で

あるキカラシに早生キカラシ「10％」を混合して販売することの承認を求めた

ものの、品質保証室長がこれを却下したこと、③その後、早生キカラシの販売

努力がされたが、（全量を）販売するには至らなかったこと、④異動により北海

道種苗課長及び品質保証室長が代わった後の平成 24年に、改めて、北海道種苗

                             
61 前提として、「早生キカラシ」と「キカラシ」の関係について、当委員会から雪印種苗に質

問をしたところ、①「早生キカラシ」と「キカラシ」は異なる品種であり、②「早生キカラ

シ」を「キカラシ」に混合して「キカラシ」として販売する行為は、たとえ混合する「早生

キカラシ」が少量であったとしても許されるものではない、とのことであった。 
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課長が、キカラシに早生キカラシ「1％」を混合して販売すること、及びその際

に顧客への説明はせず証票には「キカラシ」と表示すること等の承認を求めた

ところ、担当副社長・品質保証室長・種苗部長がいずれもこれを承認したこと、

⑤その後、上記承認された内容どおりに混合・販売がされたこと等の各事実が

認められた。なお、前記事実経過のとおり、平成 21年 6月に、2回にわたり「早

生キカラシ」を「キカラシ」に変更する口座替えがされているものの、口座替

えデータ以外の徴憑書類等が残っていなかったことから、これら口座替えが何

を目的として行われたものなのか（品種偽装行為だったのか、それとも口座替

えを利用した廃棄処理等だったのか）を確定させることができなかった（当時

の関係者は、いずれも、この点の記憶が残っていないとのことであった。）。 

当委員会において、当時の各関係者に対して、上記販売方法の適否をどう考

えるかについてヒアリングしたところ、いずれの関係者も基本的に（今から考

えれば）不適切な販売方法であったことを認める一方で、「品質的には問題がな

い」、「景観緑肥用であることから問題がないと考えた」等の説明もあった。 

しかし、仮にその説明が妥当するとしても、その場合は、証票に「キカラシ

99％ 早生キカラシ 1％」と表示した上で、顧客に対しては（あらかじめ、あ

るいは質問を受けた場合に）「早生キカラシ 1％を混合しているが、品質に問題

はありません（景観緑肥用としての使用上は問題ありません）」といった説明を

すれば足りるし、また、そうすべきなのであって、「キカラシ」とだけ表示して

顧客に何も説明することなく販売することは正当化されない。営業部門からは、

一般に「できれば面倒な説明をしたくない」という声が出やすいとしても、こ

れに対して「あくまでも表示・説明が必要です」と指示・要請をすることこそ

が、管理部門に求められる対応である。平成 20年 3月に、当時の品質保証室長

が 10％の混合を却下した際に指摘をした「基本的にＡの品種にＢの品種を意図

的にミックスして、Ａとして売るのは問題があります。このことは規程に明記

してませんが、当然のことと認識しております。ただ、混ぜたものを『Ａ’』と

して、その特性を説明して売ることは全く問題ないと思います。」という内容こ

そが、正しい考え方・対応であると認められる。 

なお、「同じキカラシでもあるから」との趣旨を述べる関係者もいたが、前記

脚注 61記載の「キカラシと早生キカラシとは、別品種である」という会社の見

解と異なるし、平成 20 年に 10％のブレンドが不承認となった後、早生キカラ

シとして販売努力をした経緯とも矛盾する。また、販売されたキカラシが（飼

料作物としての利用は一切なく）もっぱら景観緑肥用であったのだとすれば、

指定種苗に該当しないことから法 59 条違反とはならないが、顧客に対して品

種を偽る品種偽装行為であることに変わりはない。 
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以上の調査結果から、当委員会は、札幌種子センターにおいて、平成 24年 6

月 15日に、早生キカラシ 250㎏をキカラシ 25,000㎏に混合するブレンド販売

型の品種偽装行為が行われたものと認定する。 

平成 24 年当時、担当副社長以下の承認のもと、このような品種偽装行為がさ

れた背景事情についても各関係者に質問したところ、「平成 19年に会社が赤字

決算となった後に廃棄する種子を減らすことに対するプレッシャーが強まっ

た」とか、「平成 20年に適用される会計基準が変更となり、種子の廃棄が（そ

れ以前は営業外損失として経常利益を下げる要因にすぎなかったのに対して）

売上原価として営業利益を下げる要因となったことで、上記プレッシャーがさ

らに強まった」といった声があった一方で、業績等は特に関係がなく、「種苗事

業の常として、種子の不良在庫や廃棄処分は極力少なくするよう務めていた」

といった声もあった。これらに鑑みると、適正表示に対する認識の甘さや、売

上げ優先・利益優先の姿勢が一般的な傾向として見られる中で、会社の業績悪

化や会計基準の変更による影響も一定程度作用して、上記の品種偽装行為がさ

れるに至ったものと考えられる。 

 

(ｴ) 札幌種子センターにおける平成 24年 7月 4日の処理（「早生キカラシ」合計

60キロを「キカラシ」に混合） 

平成 24 年（2012年）7月 4日に、札幌種子センターにおいて、以下のとおり

60Kgの「青刈類 その他」が「キカラシ」へと口座替えがされ、その後、これ

が合計 6,000Kgの「キカラシ」にロット統合されている。 

 

（略） 

 

これも、前記の平成 24年 3月 22日付け「種苗品質管理規程特例販売伺い（ブ

レンド）」に基づき実行されたものであり、当委員会は、ブレンド販売型の品種

偽装行為であると認定する。 

 

ウ 品種偽装行為であるか否かを確定できない事例 

平成 14年 2月～平成 29年 12月の口座替えデータを調査した結果、品種偽装行

為であるか否かを確定できなかった事例（雪印種苗にとって、品種偽装行為でない

と証明することが不可能であった事例）は、以下のとおりである。 

なお、ここで、品種偽装行為であるか否かを確定できない理由は、前記「ア」の

「(ｲ) 結論を確定できない事例が多数残った理由」のとおり、品種Ａが別の品種

Ｂに口座替えされた場合であっても、社内稟議を逃れるために口座替えを利用し

て廃棄処理をした可能性や、前記「１」の「ア 口座替えとは」の「口座替えの類



  第３章 品種偽装行為に係る事実と原因 
第３ 品種偽装行為の有無・内容 

 

- 99 - 

 

型表」記載の類型⑦のように「単に棚卸時に在庫と現物の数量のズレを調整するた

めに、伝票上、口座替えを行ったにすぎない」といった可能性があり、作業日報等

の客観的資料が存在せず、更なる検証が困難である等の事情から、これらの可能性

を排斥することができないことによる。 

 

(ｱ) 平成 14年（2月～12月） 

平成 14 年は、北海道で 1 件、府県で 11 件（千葉種子センター2 件、熊本種

子センター3 件、北上種子センター【62】5 件、岡山営業所 2 件）発見された。 

 

     （略）【63】【64】【65】 

 

(ｲ) 平成 15年 

平成 15 年は、府県で 13件（千葉種子センター7件、熊本種子センター5件、

北上種子センター1件）発見された。 

 

（略）【66】【67】 

 

                             
62 会社側事務局によると、北上種子センターは平成 17 年に閉鎖されたとのことであった。 
63 会社側事務局の調査によれば、「エン麦ハヤテ」は、「エン麦」における廉価版品種とのこと

であり、ダウングレード型の偽装行為と考えられる。 

当委員会のヒアリングにおいて、Ａ氏からは「今から見れば、これも、品種を偽装するもの

であって不適切な行為であるが、平成 14年当時は、自分としては、ダウングレードをする形

での口座替えについては、同年 1 月末の雪印食品食肉偽装事件を契機として取り止めること

とした対象に含めて考えていなかった。したがって、雪印食品食肉偽装事件の後であるが、

実行してしまったものだと思う。」との説明があった（ただし、上記供述以外の客観的証跡は

確認されず、個別の事例について、廃棄されたのではなく販売にまで至ったものと確定する

ことができなかったことから、「品種偽装行為であるか否かを確定できない事例」に分類し

た。）。 
64 会社側事務局の調査によれば、本口座替え以前に、「ホクセイ」を「普通種」に口座替えした

ものを元に戻した処理である可能性があるとのことであったが、客観的資料による確認はで

きなかった（以下、「普通種」あるいは「緑肥用」を特定の品種に口座替えしている事例につ

いては、同様。）。 
65 前記「３」の「エ 顧客への対応」のとおり、同時期に、札幌種子センターにおいて、「フロ

ンティア」を「アンバ」に戻す口座替えが行われている。一方で、北上種子センターにおいて

は、上記のとおり平成 14年 8～9月に「アンバ」を「フロンティア」にする口座替えが行われ

ているところ、このような処理が行われている理由は明らかとならなかった。 
66 会社側事務局の調査によれば、「SBG－2」は、「ライ麦 春香」の試作番号であり、同一品

種と思われるとのことであったが、客観的資料による確認はできなかった。 
67 会社側事務局の調査によれば、雪印種苗において、当時「ナタネ」の取扱い品種は「農林 16

号」のみであったため、これらは同一品種であると思われるとのことであったが、客観的資

料による確認はできなかった。 
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(ｳ) 平成 16年 

平成 16 年は、北海道（帯広営業所）で 2件、府県で 9件（千葉種子センター

7件、北上種子センター1件、岡山営業所 1件）発見された。 

 

（略）【68】 

 

(ｴ) 平成 17年 

平成 17 年は、府県で 8 件（千葉種子センター2 件、熊本種子センター2 件、

岡山営業所 4件）発見された。 

 

（略）【69】 

 

(ｵ) 平成 18年 

平成 18 年は、北海道で 1 件、府県で 15 件（千葉種子センター7 件、熊本種

子センター5件、岡山営業所 3件）発見された。 

 

（略）【70】 

 

(ｶ) 平成 19年 

平成 19 年は、北海道で 2件、府県で 18件（千葉種子センター15件、熊本種

子センター3件）発見された。 

 

                             
68 会社側事務局の調査によれば、本口座替えが行われた 2004年に「ニューデント１０５日ＤＫ

５３７」の販売実績がないとのことであったため、翌年の平均販売単価を算出し、記載した。 
69 会社側事務局の調査によれば、「ペレニアル SP9914」とは、もともと「カプリ」という海外

流通品種を原料とした商品であったが、このときは、「カプリ」が不足していたため、「ピナ

クル２」という品種を代替原料として使用していたとのことであり、また、品種名について

は、「ペレニアル SP9914」とのみ表示し、「ピナクル２」とは表示していなかったと思われ

るとのことであった。しかし、品種名として「ペレニアル SP9914」と表示していた以上は、

従前とは異なる品種をこれに充てることは、品種偽装行為と見ざるを得ない。ただし、上記

説明以外の客観的証跡は確認されず、個別の事例について、廃棄されたのではなく販売にま

で至ったものと確定することができなかったことから、「品種偽装行為であるか否かを確定

できない事例」に分類した。 
70 「デントＡ－５（８０００粒）」については、数量の単位は「袋」、販売単価の単位は「円

／袋」である（以下同様。）。 
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    （略）【71】【72】 

 

(ｷ) 平成 20年 

平成 20 年は、北海道で 3件、府県で 5件（千葉種子センター4件、熊本種子

センター1件）発見された。 

 

（略）【73】 

 

(ｸ) 平成 21年 

平成 21 年は、北海道で 6件、府県で 7件（千葉種子センター5件、熊本種子

センター2件）発見された。 

 

        （略）【74】【75】【76】 

                             
71 会社側事務局の調査によれば、「春りん蔵」と「夏りん蔵」は、いずれも他社品種であるため、

偽装目的でこのような口座替えをすることは考えにくいとのことであったが、品種偽装行為

ではないという客観的証跡は確認できなかった。 
72 会社側事務局の調査によれば、「デント A-5（8000粒）」とは、商品名であり、原料に用いる

品種は一定ではなく、「和牛繁殖用」に適した種子をその時々で選別して使用していたとのこ

とであった。 

そこで、2008年の商品カタログの提供を受けたところ（2007、2009 年のカタログは残ってい

ないとのことであった。）、商品「デント A-5（8000粒）」は、品種「SH3880」を使用してい

る旨が表記されている一方で、「スノーデント 127S SH080」は、これとは別の商品として表

記されていた。したがって、少なくとも 2008 年においては、「デント A-5（8000 粒）」と「ス

ノーデント 127S SH080」とは異なる品種として取り扱われており、そうである以上、品種偽

装行為であると判断された。ただし、上記以外の客観的証跡は確認されず、個別の事例につ

いて、廃棄されたのではなく販売にまで至ったものと確定することができなかったことから、

「品種偽装行為であるか否かを確定できない事例」に分類した。 
73 会社側事務局の調査によれば、本口座替えが行われた 2008年及び翌年 2009年に「飼料稲 べ

こあおば」の販売実績がないとのことであったため、2010 年の平均販売単価を算出し、記載

した。 
74 会社側事務局の調査によれば、本口座替え以前に、「ニューデント８０（ＡＮＪＯＵ２１９）

原袋」を「トウモロコシ緑肥用」に口座替えした記録があるため、これを元に戻したにすぎな

い可能性があるとのことであったが、客観的資料からは元に戻した処理であることを確認で

きなかった。 
75 前記「イ 品種偽装行為であることが確認された事例」で品種偽装行為と認定した事例と同

一パターンの口座替え事例であるが、口座替え後に、ブレンドして販売されたのか、廃棄さ

れたのかは、客観的資料からは判明しなかった（以下、同パターンの口座替えについて、同

様。）。 
76 会社側事務局の調査によれば、「はやどりエン麦」は「ハヤテ」と同様、エン麦の廉価版品種

とのことであり、ダウングレード型の偽装行為と考えられる。ただし、上記説明以外の客観

的証跡は確認されず、個別の事例について、廃棄されたのではなく販売にまで至ったものと

確定することができなかったことから、「品種偽装行為であるか否かを確定できない事例」に

分類した。 
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(ｹ) 平成 22年 

平成 22 年は、北海道で 1件、府県で 7件（千葉種子センター5件、熊本種子

センター2件）発見された。 

 

（略）【77】 

 

(ｺ) 平成 23年 

平成 23 年は、北海道で 6 件（札幌種子センター5 件、北見営業所 1 件）、府

県で 4件（千葉種子センター3件、熊本種子センター1件）発見された。 

 

（略） 

 

(ｻ) 平成 24年 

平成 24 年は、北海道で 2 件（札幌種子センター1 件、北見営業所 1 件）、府

県で 4件（千葉種子センター2件、熊本種子センター2件）発見された。 

 

（略） 

 

(ｼ) 平成 25年 

平成 25 年は、府県（熊本種子センター）で 1件発見された。 

 

（略） 

 

(ｽ) 平成 26年 

平成 26 年は、府県（千葉種子センター）で 8件発見された。 

 

（略） 

 

(ｾ) 平成 27年～平成 29年 

                             
77 会社側事務局の調査によれば、「オオムギ二条大麦」は「大麦ワセドリ２条」の廉価版品種と

のことであり、ダウングレード型の偽装行為と考えられる。ただし、上説説明以外の客観的

証跡は確認されず、個別の事例について、廃棄されたのではなく販売にまで至ったものと確

定することができなかったことから、「品種偽装行為であるか否かを確定できない事例」に分

類した。 
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平成 27 年 1 月～平成 29 年 12 月の口座替えデータを確認したところ、品種

偽装行為及び品種偽装行為であるか否かを確定できない事例は、いずれも発見

されなかった。 

その理由について、平成 24年 10月以降の種苗課長である●●氏に質問した

ところ、「以前は営業部門にいたこともあり、種苗課長に就任した直後の頃は、

そもそも口座替えとは何なのかがよく分かっていなかったし、その後も、平成

26年社内調査までは、口座替えに対する認識が不十分であった。しかし、平成

26年社内調査後は、私自身、口座替えに関する認識が深まり、疑義を招くよう

な口座替えをしないよう意識するようになった。また、社内の業務フロー上も、

種苗課長が、毎月末に当月分の口座替えデータをチェックするようになった。」

とのことであった（当委員会のヒアリングにおける供述）。 

その一方で、前記「イ」の「(ｱ) 熊本種子センターにおける平成 24年 2月

29日の処理（「リョクフウ」100キロを「カタンボラ」に混合）」に記載のとお

り、平成 21 年 7 月から平成 27 年 4 月まで種苗課係長であったＹ氏によれば

「平成 26 年社内調査の結果として自分に伝わってきたのは、どのような品種

や数量の事例だったのかの説明もない抽象的な内容であったことから、自分の

職務を省みる機会にはならなかった。平成 26 年社内調査の後にも同種の混合

行為をやっているかもしれない。データ上はないとしたら、たまたまそのよう

な処理が必要な事案がなかっただけだと思う。」とのことであった（当委員会の

ヒアリングにおける供述）。 
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第４ 平成 26年社内調査後の対応 

１ 平成 26年 10月 22日取締役会決議の内容 

平成 26 年社内調査の調査報告書では、以下のとおり、「不適切な行為は、平成 14

年１月以降においては、行われていない」との結論を前提として、「現在の組織体制、

業務上の仕組みにおいて当該行為の防止機能が働いていると評価できる。」等とされ

た（実際には、前記「第３」の「４」の「イ 品種偽装行為であることが確認された

事例」のとおり、ブレンド販売型の品種偽装行為が行われていた。）。 

 

（略） 

 

そして、平成 26 年 10 月 22 日開催の取締役会においては、平成 26 年社内調査の

上記結論及び評価を前提として、①口座替えが適正に行われているかを確認する作

業を業務プロセスに追加すること、及び②上記確認作業を雪印メグミルク監査部に

よる内部監査の対象とすることにより、「不適切な行為」の再発防止を図ることが決

定された。 

 

（略） 

 

なお、同取締役会においては、「不適切な口座替えの統制」について、以下のとお

り議論がされている。この中では、Ｏ常務取締役の「平成 14年 1 月以降、不適切行

為はないということを踏まえ」等の発言に見られるように、「平成 14年 1月以降、不

適切行為はない」との結論が強調される一方で、Ｍ監査役から「仕組みとして本当に

この 10年無かったと言えるのか」との指摘もされている。 

 

（略） 

 

２ 決議後の実施状況  

前記「１ 平成 26年 10月 22日取締役会決議の内容」記載の取締役会決議を踏ま

えた、「口座替えの統制」の実施経過は、以下の表のとおりである。 

 

（略） 

 

具体的には、以下の経過を辿った。 

 

ア 平成 28年 1月 26日「内部監査結果通知書」（雪印メグミルク業務監査） 
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前記「１ 平成 26 年 10 月 22 日取締役会決議の内容」のとおり、平成 26年 10

月の取締役会において、①口座替えが適正に行われているかを確認する作業を業

務プロセスに追加したうえで、②雪印メグミルク監査部による内部監査の対象と

することとされたものの、実際に内部監査の対象とされたのは、平成 27年度から

であった。 

そして、平成 27年度の内部監査の結果として、雪印メグミルク監査部長作成の

平成 28年 1 月 26日付け「内部監査結果通知書」において、以下のとおり、「口座

替えの手続き・ルールが明確になっていないため、適正性について評価できなかっ

た」との指摘がされた。 

 

（略） 

 

イ 平成 29年 3月 22日取締役会 

上記のとおり、平成 28年 1月に、雪印メグミルク監査部から「改めて関係部署

が共同にて実施手順書を整備、改善し、外部からも商品の口座替えの適正性を評価

できるような仕組みを構築する必要がある」との指摘がされたにもかかわらず、こ

の指摘に対応すべき責任部署が明確にされなかったこともあり、速やかな検討・改

善が進められることはなく、結局、指摘を受けてから 1 年以上が経過した平成 29

年 3月の取締役会において、ようやく、前記指摘を踏まえた「口座替えの統制」の

改定が決議された。 

その内容は以下のとおりであり、要するに、①平成 26年 10月取締役会決議後、

「口座替えが適正に行われているかを確認する作業」を種子センターにおける業

務プロセスをフローチャート化した業務手順書に追加したものの、②口座替えの

実際の業務手順は複雑であり、種子センターにおける業務プロセスをフローチャ

ート化した簡易な業務手順書には記載しきれず、不明確な内容となっていたため、

③外部（雪印メグミルク監査部）による評価も困難であったことから、④より実態

に即した独立の業務手順書を作成することによって、口座替えに係る業務手順を

客観的に明確化することで、口座替えに係る業務手順全体を確認できるように改

定した、ということであった。 

なお、このときも、平成 26年社内調査における事実認定のとおり、「平成 14年

1月以降は『不適切な行為』は行われていないことが確認されており、コンプライ

アンス意識の浸透と併せて現在の組織体制および業務上の仕組みによって相応の

防止機能が働いていると判断される」との理解が前提とされている。 

 

（略） 
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ウ 平成 29年 7月の雪印メグミルク業務監査 

平成 29年 3月取締役会において、口座替えに係る業務手順書が策定されたにも

かかわらず、新たに策定された業務手順書は、社内の各関係者に対して、すぐには

送付・説明がされなかった（特別な理由があったわけではなく、単に、送付・説明

を遅滞していたとのことである。）。そして、同年 6月になって、雪印メグミルク監

査部から、種子センターに対する業務監査を実施するとの連絡があったことを受

けて、ようやく、同年 6月末に、種苗課長・園芸課長・種子センター長らに対して、

同年 3月に策定された業務手順書が送付された。（以上、当委員会のヒアリングに

対するＣ取締役の説明） 

その後、平成 29年 7､8月に熊本及び千葉種子センターの 2か所において雪印メ

グミルクの業務監査が実施され、この結果、以下の指摘がされた（業務手順書が送

付されたのは業務監査が実施される直前であったことから、業務監査の結果、業務

手順書を遵守できていないという指摘を受けるのは、いわば当然のことであっ

た。）。 

 

（略） 

 

エ 平成 29年 11月社内調査 

平成 29年社内調査においても、以下のとおり、各種子センターにおいて、口座

替えの業務手順書が遵守されていないことが指摘された。 

 

（略） 

 

３ 評価 

ア 実施状況の評価 

以上のとおり、雪印種苗においては、平成 26年 10月開催の取締役会で「口座替

えの統制」が決議されたにもかかわらず、以下の 3つの時点で対応の遅れが生じて

おり、決議内容の実施は不徹底であった。 

 

(ｱ) 平成 26年 10月取締役会決議後の対応の遅れ 

前記「１ 平成 26 年 10 月 22 日取締役会決議の内容」のとおり、平成 26 年

10 月の取締役会において、口座替えについての業務プロセスを内部監査の対象

とすることとされたものの、実際に内部監査の対象とされたのは平成 27年度か

らであり、この結果、決議から 1年以上経過した平成 28年 1月 26日になって、

「口座替えの手続き・ルールが明確になっていないため、適正性について評価で

きなかった」という根本的な指摘がされることとなった。 
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内部監査を行う大前提として「そもそも手続・ルールが明確か」という点は、

本来であれば、平成 26年 10月の取締役会の時点で（あるいはその後直ちに）確

認されるべき事柄であった。 

 

(ｲ) 平成 28年 1月の雪印メグミルク監査部の指摘後の対応の遅れ 

前記「２」の「ア 平成 28年 1月 26日「内部監査結果通知書」（雪印メグミ

ルク業務監査）」のとおり、平成 28年 1月に、雪印メグミルク監査部から「改め

て関係部署が共同にて実施手順書を整備、改善し、外部からも商品の口座替えの

適正性を評価できるような仕組みを構築する必要がある」との指摘がされたに

もかかわらず、結局、指摘を受けてから 1年以上が経過した平成 29年 3月の取

締役会において、上記指摘を踏まえた「口座替えの統制」の改定が決議された。 

口座替えに対する内部監査を行うことを決定した平成 26 年 10 月の取締役会

から 2年半近く経って、ようやく、内部監査を受ける大前提として、手続・ルー

ルが明確化されたことになる。 

 

(ｳ) 平成 29年 3月取締役会決議後の対応の遅れ 

さらに、前記「２」の「イ 平成 29年 3月 22日取締役会」のとおり、平成 29

年 3 月取締役会において、口座替えに係る業務手順書が策定されたにもかかわ

らず、新たに策定された業務手順書は、内部監査が実施される直前の同年 6月末

になって（いわば、慌てて）、社内関係者に送付された。 

この結果、その後の内部監査と、平成 29年社内調査のいずれにおいても、業

務手順書の遵守不徹底が指摘されることとなった。 

  

イ 平成 26年 10月の決議内容の実施が不徹底だった原因 

取締役会で決議された内容の実施が、このように 3 度にもわたり遅れたことに

鑑みると、雪印種苗における役員（担当役員に限られない。）及び関係部署におい

ては、①平成 26年 10月の取締役会決議がされるに至る原因となった事象、すなわ

ち「自社において品種偽装行為があったという事実」あるいは「それに対する内部

告発があったという事実」を真剣に受け止めておらず、②したがって、決議内容を

実行する必要性に対する真の理解がなく、それゆえ決議内容を実行する決意や責

任感にまったく欠けていたものと断ずるほかない。 

そして、このことは、ⅰ）平成 26年社内調査において、「平成 14年 1月以降は

品種偽装行為がされていない」という誤った事実認定がされ、平成 26年 10月の決

議内容を実施するに当たっても、その認識が前提となっていたこと、また、ⅱ）平

成 26年社内調査においては、真実を追求する姿勢が見られず、「事を大きくしない

こと」にばかり意が払われていたことが、根本的な原因であったものと考えられる。 
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第５ 品種偽装行為が行われた原因とそれが根絶されなかった理由 

雪印種苗において品種偽装行為が行われてきた原因が何であるかは、今後の再発防

止策策定の前提をなす事柄である。そして、その解明のためには、関与者がいかなる要

因・誘因のもと品種偽装行為を行ったのかの分析が不可欠である。 

そこで、以下では、まずその点についての分析を行い、続けて平成 14年 2月以降も

品種偽装行為が根絶されなかった理由を考察することとしたい。 

 

１ 品種偽装行為が行われた原因 

関与者が品種偽装行為を行う要因・誘因にはさまざまなものが考えられ、関与する

者の立場等によって動機・状況が異なり、あるいは考慮要因の軽重に微妙な差異があ

り得るので、これを一律に論ずることは必ずしも適当ではない。 

しかし、本件に現れた品種偽装行為を見る限り、その原因は、いわゆる「不正の三

要素（動機・機会・正当化）」によって説明ができるように思われる。すなわち、「①

動機：品種偽装行為を行う動機があること」、「②機会：品種偽装行為を行うことを可

能にする（と思われる）状況が存在すること」、「③正当化：関係者が以上の事情を勘

案して品種偽装行為の実行を自ら正当化し、これを決断したこと」である。 

以下、これによって分析を行うこととする。 

 

ア 平成 14年 1月以前の品種偽装行為について 

雪印種苗において、平成 14 年 1 月以前は、前記の類型Ⅰ（「そのまま販売型」）

のうちⅰ（「仕入処理段階の偽装」）及びⅱ（「口座替えを利用した偽装」）並びに類

型Ⅱ（「ブレンド販売型」）の、すべての類型の品種偽装行為が行われていたことは

前記「第３」の「２」の「オ 当委員会が認定する事実」に述べたとおりである。 

これを前提に、各場合を上記①～③によって整理すると次のとおりである。 

 

 そのまま販売型 
ブレンド販売型 

 仕入処理段階の偽装 口座替えを利用した偽装 

① 

動

機 

生産不良により供給不足となり、そのま

までは会社及び営業が大きな打撃を受

けるので、これを避けるために行う。 

売れない品種を、ダ

ウングレードした品

種として売却するこ

とで、元の品種の値

段に影響を与えるこ

となく、在庫の処理

ができる。 

販売不可/品種不

良種子を処理する

手段が少ないの

で、他品種にブレ

ンドして在庫処理

を行う。 

② 種苗課と貿易課の間

だけで処理でき、情

種苗課と種子セ

ンターの間だけ

種苗課と種子センタ

ーの間だけで処理で

種苗課と種子セン

ターの間だけで事
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機

会 

報が外に漏れる可能

性は少ない。また、

類似品種であれば発

覚する可能性も少な

い。 

で処理ができ、情

報が外に漏れる

可能性は少ない。

類似品種であれ

ば、発覚する可能

性も少ない。 

き、情報が外に漏れ

る可能性は少ない。

良いグレードの種子

を提供するので、発

覚する可能性は少な

い。 

が処理でき、情報

が外に漏れる可能

性は少ない。類似

品種かつ少量であ

れば発覚する可能

性も少ない。 

③ 

正

当

化 

従前から行われてきた行為であり、職責

を全うするためにはやむを得ない。 

類似する品種であるから、顧客にとって

も（大きな）不利益はない。 

顧客にとって不利益

はないし、商道徳上

非難されるべきこと

でもない。 

従前から行われて

きた行為であり、

職責を全うするた

めにはやむを得な

い。 

注）「③正当化」の欄に記載した内容は、品種偽装行為の実行が決断される際に

おける関与者の心理状態を描写したものであり、当然のことながら、これらの

内容は、いずれも、不適切行為を正当化するための身勝手な理屈であって、正

しい考え方ではない。 

 

以上からは、品種偽装行為は、①商品が不足するか、在庫の処理に困る等、会社

において品種偽装行為を行う必要性があると考えられる事情がある場合において

（動機）、②発覚する可能性が少ない状況（関与者少数、類似品種の存在等）が認

められるときに（機会）、③これを正当化する理屈（従前から行われてきた行為、

職責、顧客に不利益がない等）の下で（正当化）、行われていたことが理解される。 

 

イ 平成 14年 2月以降の品種偽装行為について 

平成 14年 2月以降において品種偽装行為であることが確認された２種類の事例

（前記「第３」の「４」の「イ」の「(ｱ)」及び「(ｲ)」の「リョクフウ→カタンボ

ラ」の事例と、同「(ｳ)」及び「(ｴ)」の「早生キカラシ→キカラシ」の事例）はい

ずれもブレンド販売型であり、①不良在庫を抱え、処理に困っていた場合に行われ

た点は共通している。そして、上記「リョクフウ→カタンボラ」の事例は、②発覚

する可能性が少ない状況にあることや、③従前から行われてきた行為であるとの

点も、平成 14年 1月以前のそれとまったく共通であり、その意味で、従前のブレ

ンド販売型の延長線上にある事例と位置付けることができる。他方、「早生キカラ

シ→キカラシ」の事例は、③指定種苗ではなく、特性的に大差のないことから顧客

にとっても不利益がないこと、②したがって、顧客との関係で問題とはならないと

考えられることが強調された結果、会社の中で正式に決裁をとる形で行われた点

が異なる。その意味で、この事例は、平成 14年 1月以前のブレンド販売型の応用

型ということができよう。 
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その他、今回の調査では、個々の事例については客観的証跡がないことから品種

偽装行為であるか否かを確定できないものと分類したものの、品種偽装行為とし

て実行された可能性が高い「ダウングレード型」の事例（エン麦スーパーハヤテ「隼」

→エン麦ハヤテ（脚注 63 参照）、大麦ワセドリ 2 条→オオムギ二条大麦（脚注 77

参照）等）は、これが品種偽装行為として行われたとした場合には、①～③の点で

ほぼ同様の状況の下で実行されたものと思料される。また、同じく不足する原料の

カプリを違う品種であるピナクル２で充当した「ペレニアル」の事例（脚注 69参

照）は、平成 14年 1月以前に大規模に行われていた「そのまま販売型」そのもの

であるが、③の点は明瞭でないものの、①②の点は、これとほぼ同様の状況の下で

行われたものと推測される。このように見てくると、平成 14年 1月以前の品種偽

装行為と平成 14年 2月以降のそれとは、その原因においてほぼ共通しており、両

者には同質性・連続性を認めることができる。そうすると、平成 14年 2月以降の

品種偽装行為は、平成 14年 1月以前の品種偽装行為の原因が完全に解決されるこ

となく残存した結果の行為ということになる。 

そこで、検討すべき重要な問題は、平成 14年 2月以降も原因が残存したのはな

ぜか、すなわち品種偽装行為が根絶されたかった理由は何なのか、である。 

 

２ 品種偽装行為が根絶されなかった理由 

ア 偽装行為の取止めが、一部の限られたメンバーにより、それまでの偽装行為を

隠ぺいする形で実行されたこと 

偽装行為は、それを隠すための隠ぺい行為を不可避的に伴う。その意味で、偽装

行為を根絶させるためには、偽装の事実を隠ぺいすることなくオープンにした上

で、これと正面から向き合い、顧客に対する謝罪をはじめとする対外的に必要な措

置をとることが不可欠である。 

平成 14年 1月の雪印食品食肉偽装事件が発覚した際に、それまで組織的・恒常

的な品種偽装行為を行っていた雪印種苗においては、自社における偽装の事実を

その時点で明らかにして顧客への謝罪等を行うという道ではなく、それまでの偽

装を隠ぺいするという道が選択された（前記「第３」の「３」の「エ 顧客への対

応」のとおり、アンバ及びペンレートを「新発売」するという、一種の偽装文書を、

顧客に配布することまでした。）。偽装行為の取止めのためにも、偽装行為が使われ

たわけである。 

また、品種偽装行為を取り止める方針が決定されたとはいえ、それは種苗部内の

限られたメンバー（部長・次長・課長ら）で検討・決定がされたものにすぎず、種
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苗部としての検討を超えて会社としての検討がされることはなかったし【78】、種苗

部の内部においてさえも、管理職以外の者に対しては、「口頭」で方針が伝えられ

たにすぎなかった（管理職の間で打合せ内容を共有するメールにおいては、「本件

は会社の機密に属する内容となっておりますので、取扱いには十分注意ください

ますようお願い申し上げます。また、打合せの中でもお願いしましたが、各担当に

も説明くださるようお願いいたします。その際は口頭にてお願いいたします。」と

の記載がされた（前記「第３」の「３」の「ウ 種苗部内の管理職による打合せ」

参照）【79】。）。それは、偽装行為の隠ぺいである以上、必然の成り行きであった。 

これらの結果、組織的・恒常的に品種偽装行為を行っていたという「事実」と、

そこから得られるべき「教訓」が、痛みを伴って関係者の意識に十分に刻み込まれ

ることはなく（議事録を作成・送付した者ですら、平成 26年時点では忘れていた

という（前記「第３」の「３」の「ウ 種苗部内の管理職による打合せ」参照）。）、

また、それらが会社の共有財産として、客観的な形を伴って、後進に承継されるこ

ともなかった（かえって、品種偽装行為を取り止める方針を決定した関係者の意識

において、「取り止めたのだからもう大丈夫だ」という安心感・満足感だけが残り、

このことが、以後の品種偽装行為の防止・発見を阻害する要因ともなったと思われ

る。）。さらに、他の部署を含めた外部から、品種偽装行為に対する監視の目が注が

れることもなかった。 

このため、平成 14年 2月以降も、それ以前に行われていた品種偽装行為の原因

となる要因・誘因が発生すれば、品種偽装行為が行われる素地はそのまま残存して

いたということができる。平成 14年 2月の打合せにおいて取り止める対象の一つ

として挙げられたブレンド販売型の品種偽装行為がその後も発生することとなっ

たのはその一例であるし（前記の「リョクフウ→カタンボラ」の事例と、「早生キ

カラシ→キカラシ」の事例）、商道徳上の問題が意識されなかった品種偽装行為に

ついては、そもそも取り止めるべき対象として認識されることがなかった（ダウン

グレード型の品種偽装行為がその典型である。脚注 63 に記載のＡ氏の供述を参

照。）。 

必要な社内稟議を免れるための口座替えを利用した廃棄処理（前記「第３」の「１」

の「ウ 廃棄の稟議逃れのための口座替えの利用（前記・口座替えの類型⑧）」）も、

                             
78 前記「第３」の「３」の「ウ 種苗部内の管理職による打合せ」にあるとおり、Ｘ取締役種

苗部長から、経営陣に偽装行為の取止めのことが報告がされていたとすると、この方針は、

経営陣を含めた会社の選択であったということになる（通常は、この種の経営に大きな影響

がある事項に関し、経営陣に報告がなされないことは考えられないことである。）。しか

し、この場合においても、結果的には、経営陣として、種苗部の方針とは異なる、より広い

見地から深堀りした検討がなされた形跡は認められない。 
79 平成 26 年 8月に、従業員に対して過去の品種偽装行為に係る情報が伝達された際にも、文

書ではなく、あえて「口頭」だけで伝えるという方法がとられた（前記「第２」の「２」の

「ケ 8 月 12 日：社内関係者への展開」参照）。 
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社内における行為ではあるが、偽装・隠ぺい行為という意味では同質であるところ、

平成 14年 2 月以降も、特段の問題意識が持たれることもなく継続することになっ

た。 

そして、偽装・隠ぺい行為を根絶させるチャンスの再来であったというべき平成

26年社内調査に際しても、「適切な調査が行われたことを偽装して、過去の偽装行

為に関する真実を隠ぺいする」という愚が犯されることとなった。 

たしかに、平成 26 年 8 月以降、本調査の対象期間内において、現象としては、

品種偽装行為あるいはその可能性がある口座替え事例が見られなくなっていた。

しかし、品種偽装行為の原因が除去されない限りは、（人が変われば／時間が経過

すれば）いつまた品種偽装行為、あるいはそれと同種の行為が行われてもおかしく

ない状態が継続していたというべきである。 

平成 24 年・25 年の熊本種子センターでの品種偽装行為に関係した者における

「平成 26年社内調査の結果として自分に伝わってきたのは、どのような品種や数

量の事例だったのかの説明もない抽象的な内容であったことから、自分の職務を

省みる機会にはならなかった。平成 26年社内調査の後に（中略）データ上はない

としたら、たまたまそのような処理が必要な事案がなかっただけだと思う。」との

供述（前記「第３」の「４」の「イ」の「(ｱ) 熊本種子センターにおける平成 24

年 2月 29日の処理（「リョクフウ」100キロを「カタンボラ」に混合）」参照）は、

このことを端的に示している。 

このように一連の事実を見てくると、雪印種苗には、偽装・隠ぺい体質が認めら

れるといって差し支えなく、これが品種偽装行為を根絶することができなかった

最大の理由であると説明することができよう。 

 

イ 品種偽装行為の原因が除去されなかったこと 

平成 14年 2月以降も品種偽装行為が継続したのは、その原因である以下の事情

等が除去されず、継続したことと関係する。前記「ア 偽装行為の取止めが、一部

の限られたメンバーにより、それまでの偽装行為を隠ぺいする形で実行されたこ

と」の内容と重複しない範囲で若干敷衍することとする。 

 

(ｱ) 品種偽装行為を誘引する会社内の事情（「動機」）について 

本件で問題となった品種偽装行為は、（程度・規模の大小はあるが）いずれも

需給の不均衡により、商品の不足又は不良在庫が生じ、これに対応しなければな

らない状況が生じたことが、その動機となっている。そして、雪印種苗において

は、平成 19年に需給調整会議を設けるなどして、そのギャップを縮小化する等

の努力を講じていた事実も認められるところである。しかし、事が予測不可能な
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需給関係やリスクを含んだビジネスに係るものである以上、かかる状況を完全

に除去することは不可能である。 

むしろ問題は、そのような状況にあるときに、「何としても対応をしなければ

ならない」と考えさせる会社内の事情である。ここでは、その中の売上げ・利益

優先の姿勢とコンプライアンス意識の欠如について述べる。 

当委員会が実施したヒアリングにおいて、多くの関係者から、「（平成 14 年 1

月以前のころは）営業部門の力が特に強かった。したがって、この品種を出して

くれという営業部門の要求を断ることが難しかった。」、「程度の違いこそあれ、

今もその傾向は変わらない。」との供述があり、売上げ・利益を優先する会社全

体の姿勢・傾向が見られた。口座替えを利用した廃棄処理（前記「第３」の「１」

の「ウ 廃棄の稟議逃れのための口座替えの利用（前記・口座替えの類型⑧）」）

が常態化していた背景には、損失を発生させることとなる廃棄処分を抑制すべ

き強いプレッシャーが働いていたことがうかがわれ、ここにも、売上げ・利益優

先の姿勢が現れているといえる。さらには、先に述べた「ダウングレード型」の

事例や「ペレニアル」の事例なども、同様の姿勢があるからこそ実行されたもの

と評価することができよう。 

営利企業である以上は、売上げ・利益を上げることが大切であることは、疑う

余地はない。しかし、売上げ・利益の確保は、法令遵守をはじめとするコンプラ

イアンスが大前提であることもまた、疑う余地はない。コンプライアンスを欠い

た企業は、その存立の基礎を失うのであって、法令遵守をはじめとするコンプラ

イアンス（その意味での倫理）は、利益に常に優先する。その認識、すなわち会

社にコンプライアンス意識が浸透し、社員にその意識があれば、いかなる状況に

あっても、品種偽装行為を実行することにはならない。 

以上のとおり、売上げ・利益優先の姿勢とコンプライアンス意識の欠如が、品

種偽装行為の重要な原因の一つになっており、また現在でも問題となり得る要

因であると認められる。 

 

(ｲ) 品種偽装行為を行うことを可能にする状況（「機会」）について 

この点は、要するに外部に漏れることなく実行できる状況ということになる

が、本件では、口座替え処理の不明確性と人材配置の非流動性がこれに関係して

いる。 

雪印種苗における品種偽装行為は、基本的に、口座替えという社内処理を利用

して実行されていた。 

そして、口座替えは、前記「第３」の「１」の「ア 口座替えとは」のとおり、

その名のもとに様々な内容の処理が行われるものであるところ、これを担当す

る種苗課及び種子センターの一部の者だけで行うことができるとともに、それ
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以外の者にとっては（その業務を経験したことがない者にとっては）、口座替え

データを見ても、その具体的な意味を理解することが困難な処理であった。 

このことと、全社的に人事異動（人材配置）の流動性が乏しく、人材が特定の

部署に長期間固定化される傾向があったこととが相まって、社内において口座

替えデータの意味を理解できる者は極めて少数という状態となっていた（これ

により、平成 26年社内調査において、本来は調査の対象となるべき種苗課長に、

実質的なデータ検証作業が委ねられることとなったことは、前記「第２」の「３」

の「オ」の「(ｲ) データ検証担当者の適格性」のとおりである。）。 

この結果、不適切な口座替えを防止するために、他部門による監査等の内部統

制・牽制機能を働かせることが、そもそも困難・不可能な状態にあり、これが種

苗課及び種子センターによる品種偽装行為の実行が防止されない一つの原因と

なっていた。そして、このことは、平成 14年 1月以降も変更がなかった。 

 

(ｳ) 品種偽装行為の実行を自ら正当化する誤った理屈（「正当化」）について 

ここで改めて論ずべきことの第一は、「商品についての表示・説明を適正に行

うこと（偽らないこと）」があらゆる商品に妥当する基本的な商道徳だというこ

とである。あまりにも当然のことではあるが、平成 14年 1月以前に相当な規模

で行われていたことが認められる「そのまま販売型」の品種偽装行為は、まさに

これに正面から反する行為であり、当時はそれも「従前から行われていた行為で

あり、職責を全うするためにはやむを得ない」とか、「類似する品種であるから、

顧客にとって（大きな）不利益はない」といった理屈の下で実行されていたので

ある。さすがに、雪印食品食肉偽装事件を契機に組織的・恒常的な実行は取止め

となったが、周辺の行為に関してはなお、かかる理屈は継続している。異なる品

種でありながら、指定種苗ではないことや、特性的に大差のないことを理由に実

行された「早生キカラシ→キカラシ」の事例は、その表れである。これは平成 14

年 1 月の取止めの方針がさまざまな意味で、真摯さと徹底を欠いていたことに

起因するものである。 

その第二は、種苗法の制度趣旨の無理解の継続である。種苗法が、指定種苗に

ついて品種等の表示義務（法 59条）を定めている制度趣旨については、一般に、

「種苗は、その外観からだけでは、品種、発芽率等の品質を識別することが困難

であることから」、「種苗の需要者の保護を図るため指定種苗について一定の事

項の表示を種苗業者に義務付け、その表示がされていない指定種苗を販売して

はならないことを定めている」との説明がされている（逐条解説 4頁・208頁）。 

言うまでもなく、上記の制度趣旨は、「種苗業者が表示義務の対象となる事項

を適正に表示すること」を大前提としている。仮に、種苗業者が品種について虚

偽の表示をする（すなわち、表示とは異なる品種を、内容物とし、あるいは内容
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物に混合させる）ようなことがあれば、種苗の需要者にとって、表示の内容を信

頼することはまったくできないこととなる。その意味で、品種偽装行為は、当該

商品の「販売先を偽る行為」であるとか、「当該会社に対する社会の信頼を損な

う行為」であるというにとどまらず、「種苗法が定める表示制度の存立の基礎を

覆し、種苗の表示一般に対する社会の信頼を損なう行為」といえる。 

さらにいえば、品種偽装行為は、「種苗法の表示義務制度がある以上、『品種Ａ』

と表示されていればその商品は間違いなく品種Ａのはずである」という需要者

からの信頼や、「外観からだけでは、品種、発芽率等の品質を識別することが困

難である」という種苗特有の事情を、逆手にとって利用する行為であるとすら評

価されうる。それは、少量の別品種を混合するブレンド販売型の品種偽装行為に

ついても異なるところはないし、ダウングレード型の場合も同様である。現行の

法規制は、指定種苗に関するものに限られているが（法 59条）、上記の制度趣旨

は、種子全般に当てはまるものということができる。 

第一として述べた基本的な商道徳と、第二として述べた種苗法の制度趣旨に

ついての正しい理解があれば、品種偽装行為は、いかなる類型・態様のものであ

ったとしても、これを「正当化」する理屈はないことが分かるはずである。 
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第５章 再発防止策の提言 

 

  最後に、再発防止のための方策について意見を述べる。 

なお、以下に述べるのは、あくまでも、当委員会において、本調査を通じて知り得た事

実関係を前提とした上で、雪印種苗に対して行う再発防止策の「提言」である。もとより、

再発防止策そのものは、本調査の結果を受けた雪印種苗において、会社経営の観点から、

様々な事情を考慮の上、自らの責任と意思のもとで、主体的に検討し、策定すべきもので

あり、また、既に策定しているものもあると聞いている。 

 

第１ 企業風土の改革 

１ 法令遵守（コンプライアンス）【80】の意識と体制の確立 

種苗事業を営む雪印種苗にとって、種苗法は、真っ先に遵守が図られるべき基本的

法令に位置付けられるものである。 

それにもかかわらず、これまで雪印種苗においては、種苗法の表示規制に違反する

多数の表示（本件違反表示）が存在した。それは、現象的には担当従業員が種苗法及

びその表示義務の重要性を理解していなかったことに起因するものではあったが、

その根本的な原因は、むしろ経営陣が、種苗法及びその表示義務の重要性を真に理解

しておらず、違反表示の発生を防止するために必要かつ有効な施策をほとんどとっ

ていなかったことに存する。したがって、経営陣としては、この反省の上に立って、

自らが種苗法及びその表示義務の重要性を改めて理解し直すとともに、種苗法を遵

守するための施策を積極的に行い、従業員にその理解を浸透させる必要がある。これ

らについては、本報告書「第２章」（特にその「第６」）に詳述したとおりである。 

他方、雪印種苗においては、かつて組織的・恒常的に行われていた品種偽装行為が

根絶されず、遠くない過去においても行われた事実が確認された（その疑いが払拭で

きない多くの事例も確認されている。）。品種偽装行為は、それが指定種苗についてな

されれば当然に種苗法の表示義務違反（法 59条違反）を結果することに加え、商道

徳にも反する詐欺的な行為というべきものであり、強い非難に値するものである。し

かも、品種偽装された商品が取引先を通じて消費者へと販売されれば、次は景表法【81】

違反の問題（優良誤認等）も生じ得るところであり、仮にそうなれば、消費財を扱う

雪印メグミルクグループ全体にさらに甚大な影響が及ぶことになる。経営陣は、品種

                             
80 本報告書では、「法令遵守」を、一定範囲の企業倫理を含む「コンプライアンス」の意味とし

て使用している。したがって、例えば、指定種苗でない種子についての品種偽装行為のよう

な商道徳違反行為を行わないことも、その内容に含まれている。しかし、この項では、趣旨

を明確にするため、あえて、かかる行為は「顧客に正しく説明・表示をすること（適正表示）」

に関する問題であることを、「法令違反」という言葉と併記する形で示した。 
81 正式名称は「不当景品類及び不当表示防止法」。 
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偽装行為の悪質さに加え、これが及ぼすリスクの大きさを強く認識しなければなら

ない。経営陣は、その自覚と反省の上に立ち、品種偽装行為が許されない理由を自ら

真に理解した上で、従業員にも共通の認識・意識を確立させる必要がある。これらに

ついては、本報告書「第３章」（特にその「第５」）に詳述したとおりである。 

その意味で、雪印種苗においては、種苗法をはじめとする法令を遵守するとともに、

顧客に正しく説明・表示をするという「意識」と、違反表示や品種偽装行為を発生さ

せないための「体制」（制度的仕組み）の確立とが、ともに求められているというこ

とができる。 

そして、法令遵守・適正表示の「意識」は、十分に整備された法令遵守・適正表示

の「体制」の下で日々の業務を遂行することを通じてこそ、形成・維持される。一方、

いかに整備された「体制」も、これに関わる個々人が遵守・実行する「意識」を有し

ていなければ機能しない。その意味で、「意識」と「体制」は車の両輪であり、雪印

種苗においては、両者の確立が急務である（そのための取組みについての具体的な提

言は、後記「第２ ガバナンス体制の抜本的な改善・再構築（グループ・ガバナンス

を含む）」以下に記載のとおりである。）。 

 

２ 偽装・隠ぺい体質の根絶 

偽装・隠ぺい体質は、法令遵守・適正表示の意識の確立を阻害し、無力化する最大

の要因の一つである。 

この点、本報告書「第３章」に表れた品種偽装行為にまつわる種々の事実関係（平

成 14年 2月以降も見られるブレンド販売型の品種偽装行為、廃棄に必要とされる社

内稟議逃れのための口座替えの利用、平成 26年社内調査における多数の不適切行為

等）に照らせば、雪印種苗においては、平成 14年 1月以前に行われていた組織的・

恒常的な品種偽装行為の背後にあった偽装・隠ぺい体質が、根絶されることなく、な

お残存していたといわざるを得ない（前記「第３章」の「第５」の「２ 品種偽装行

為が根絶されなかった理由」参照）。 

雪印種苗にとって、偽装・隠ぺい体質を根絶するチャンスは、少なくともこれまで

に 2 回あったが（雪印食品食肉偽装事件発覚の時と、平成 26 年社内調査の時であ

る。）、そのいずれの機会も生かすことができないまま、現在に至った。とりわけ平成

26 年社内調査においては、親会社の関与もありながら、結果的に適切な調査が実現

せず、自浄作用が発揮されなかったことは、深刻な問題である。 

今回こそが、雪印種苗にとって、偽装・隠ぺい体質を根絶させ、法令遵守意識の確

立を図る最後のチャンスというべきである。 
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３ 法令違反・社内規程違反その他の不適切行為に対する厳格・公正な対応 

不正を許さない企業風土・組織風土を構築するためには、その大前提として、まず、

今回明らかとなった法令違反・社内規程違反その他の不適切行為に関与した関係者

の全員について、例外を設けず、行為の内容、態様（故意・過失の有無等や期間・回

数）、関与の度合い、立場（職位と業務分掌）、その後の対応等を総合的に踏まえて、

処分の要否・内容をそれぞれ検討・判断し、就業規則等に則って厳格・公正な対応・

処分を行うことが必要であると考える。 

そして、不正行為を抑止するためには、今後も同様に、不正行為が行われた場合に

は、会社として厳正な対応をとるという方針が明確にされることも重要である【82】。 

 

４ 企業風土の改革を図るために 

企業風土の改革を図るためには、上記のほか、今回確認された違反表示・品種偽装

行為その他の不適切行為に関与した役員及び従業員の深い反省と法令遵守・適正表

示への強い決意が求められることはもちろんである。また、経営陣においても、違反

表示・品種偽装行為の防止に正面から取り組んで来なかった者として、深い反省と会

社のコンプライアンス確立に向けての強い決意が求められる。 

しかし、その他に、次の二つのことが必要である。 

第一は、雪印種苗の他のすべての役員・従業員において、今回確認された種々の行

為・問題を、「過去の一部の者による行為」、「他部署における違反行為」と片付ける

のではなく、自らの会社で起こった「我が事」として捉えることが望まれることであ

る。それはすなわち、これらの事象が発生する原因となった背景事情について、各人

が果たして無関係であったといえるかが、省みられるということでもある。 

第二は、親会社である雪印メグミルクにおいては、今回の事態を「子会社における

不祥事」と片付けるのではなく、自らのグループ内において、しかもその主たる事業

分野（セグメント）を構成する中核会社において発生した事象として、重く受け止め

られることが望まれるということである。 

その意味で、まずは雪印メグミルク及び雪印種苗の経営トップから、今回の事態へ

の深い反省と、雪印種苗の企業風土の改革に向けた強い決意とメッセージの宣言が

なされることが求められていると考える。 

 

第２ ガバナンス体制の抜本的な改善・再構築（グループ・ガバナンスを含む） 

１ 内部統制システムの見直し 

会社法は、取締役会に、いわゆる内部統制システムを構築すべき義務を課している

（会社法 362 条 4 項 6 号・5 項）。そして、定められるべき内部統制システムの具体

                             
82 就業規則にその手当てをすること（例えば、処分事由の定め方を検討のうえ、必要に応じ、

更なる具体化・明確化を図ること等）も考えられる。 
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的内容には、「使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制」（同施行規則 100条 1項 4号）や、「子会社の取締役等及び使用人の職務の執行

が法令及び定款に適合することを確保するための体制」（同施行規則 100条 1項 5号

ニ）がある。 

雪印種苗において、種苗法に違反する多数の表示が存在し、またブレンド販売型の

品種偽装行為が遠くない過去に行われていた事実に照らせば、雪印種苗において内

部統制システムが機能していたとは言い難く、かつ企業集団においても、内部統制シ

ステムが機能していたといえるのか、疑問の残るところである。 

内部統制システムを実質的に機能させるために、これを実現するための人員と体

制を伴った、具体的な見直しを図ることが望まれる。違反表示については後記「第３ 

違反表示を予防するための方策」で、品種偽装行為については後記「第４ 品種偽装

行為を予防するための方策」でそれぞれ詳述することとし、以下の「２」及び「３」

では、個別の方策を実現・機能させるための人的体制について指摘しておきたい。 

 

２ 機能部門の強化 

内部統制システムを実質的に機能させるためには、まずは、これを実行・運用する

機能部門に一定のマンパワーを割くことが不可欠である。 

雪印種苗においては、これまで、機能部門が必ずしも十分ではないという課題があ

ったようである。今後は、改めて、機能部門の重要性に対する真の理解を図った上で、

必要な人員を配置し、また時間をかけてでも人材を育成し、機能部門を強化していく

ことが望まれる【83】。 

 

３ 親会社による機能補完 

機能部門の強化は、一朝一夕に図られるものではない。 

雪印種苗が、自ら必要な人材を育成し、充実した機能部門を備えられるようになる

までの間は、親会社である雪印メグミルクによって、その機能が補完されること（具

体的には、必要な人員の補充等）が望まれる。現在は、雪印メグミルクの監査部門が

雪印種苗の内部監査機能を担っているとのことであるが、内部監査体制の充実は、雪

印種苗にとって重要な課題である（後記「第３」の「４ 商品の表示に関する責任部

署と確認部署の明確化等」及び「第４」の「２ 口座替えの透明化・適正化と相互牽

制」参照）。商品表示に対する統制体制についても、親会社と子会社との間でその水

準に差異があったのだとすれば、子会社におけるそれを親会社と同等水準にまで引

き上げるための取組みが望まれる。 

 

                             
83 中でも、企業活動に伴って不可避的に生ずる法務問題に対処する機能（法務機能）の強化をど

う図るかは重要な検討課題と思われる。 
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第３ 違反表示を予防するための方策 

１ 種苗法の研修の実施と研修教育体制の充実 

役員及び従業員に対して種苗法に関する研修を早期に行うことは、急務の課題で

ある。種苗法を知り、これに関する必要な知識を習得することは、種苗法の表示の重

要性を理解するための第一歩である。また、実務に関与する従業員に対し、実務の具

体的な場面において、種苗法に関する問題についての気付きを与え、適切な判断をさ

せるためにも、必要不可欠な事柄である。 

雪印種苗における種苗法の重要性に鑑みると、このような研修・教育の機会は、会

社の内外におけるものを問わず、その後も継続的に確保される必要がある。シードア

ドバイザー制度の資格の取得を含め、各従業員の自主的な学習に対して、会社が推奨

し又は援助する等の施策をとることも考えられるところである。 

なお、雪印種苗が関係する法令は種苗法にとどまらないことはもちろんであり、こ

れまで行ってきたコンプライアンス一般やその時々の重要テーマに係る研修等の他

に、景表法等の必要知識の習得など、会社の業務に関係する法令に関する研修等につ

いても、組織的・体系的な整備がなされることが望まれる。 

 

２ 社内規程・マニュアル等の整備と周知徹底 

商品表示の実務に携わる従業員が、日々の実務を効率的かつ誤りなく行うために

は、表示義務に係る網羅的で適切な内容の社内規程やマニュアル等が必要であり、本

件違反表示問題を契機に、雪印種苗において、その作成・整備に着手することが望ま

れるところである。 

その際には、外部の専門家等のチェック等を受けることで、内容の客観性や統一性

を担保する必要があろう【84】。また、本件違反表示問題の反省を踏まえると、それら

の社内規程やマニュアルを社内の関係部署に周知徹底し、その統一的活用を図るこ

とが不可欠である。 

なお、この種の社内規程やマニュアルは、その後の法令の改正、解釈の確定・変更

等によって改定する必要が生ずる。したがって、不断の見直しを継続することや、こ

れを担保する体制を整備すること（定期的な確認や、責任部署の明確化等）も重要で

ある。 

 

３ 種苗法の表示義務に係る解釈上の諸問題の解決 

前記「２」とも関連して、種苗法の表示義務に関しては、解釈の一定しない論点が

相当数あり、実務上対応に困難をきたす場面が想定されることは既に例示したとこ

ろである。そして、実務担当者は、例えば、前記「第２章」の「第５」の「１」の「ウ 

                             
84 この作業は相当な手間を要するものとなることも予想されるところであり、時間をかけて少

しずつ作成し、集積を図るというプロセスが必要となることも念頭に置く必要があろう。 
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法 59条が表示事項として定める「品種」（法 59条 1項 2号）等の意義、解釈の不明

確性について」において指摘した「品種」の捉え方の問題に関し、解釈が一定しない

中で決断を迫られているというのが実態である。 

しかし、この種の基本的な事項で解釈の一定しないものに関する対応を個々の実

務担当者の判断に委ねることには無理があり、法令違反を招かないためには、会社と

して考え方の整理を図ることが必要である。 

その際には、弁護士、弁理士、日本種苗協会等の業界団体、農林水産省等の外部の

者の見解を取得するなど、客観的な観点を取り入れることが必要であるし、さらにい

えば、業界全体において、監督官庁である農林水産省を交えて統一的な見解・ルール

の策定が望まれるところであり、雪印種苗もその推進に積極的に協力していくこと

が期待される。  

 

４ 商品の表示に関する責任部署と確認部署の明確化等 

雪印種苗において、商品の表示内容に関する責任部署と確認部署が明確に定めら

れておらず、これが違反表示を招く重要な原因となったことは、前記「第２章」の「第

６」の「２」の「ウ」及び「エ」に詳述したとおりである。 

責任部署・確認部署が不明確であると、関係する従業員のいずれもが「誰かが確認

しているはずだから、自分がきちんと確認をしなくても大丈夫だろう」と考え、違反

が見逃される事態が生じかねない。その意味で、個別の事案において違反表示を発生

させないためには、特定の部署（そこに所属する従業員）に、「表示義務の遵守・確

認」すなわち「違反表示の防止」を、明確な職責（ミッション）として与えることが

必要である。これにより、個々の従業員において、「自分がきちんと確認をしなけれ

ば、法令違反につながる」という日々の緊張感・使命感・責任感が生まれることとな

る。 

もちろん、そうした職責を与えるためには、大前提として、職責を全うするために

必要な知識の習得の機会を与え（前記「１」）、また具体的な業務における判断の拠り

所を明確にすること（前記「２」・「３」）が必要である。 

併せて、単一の部署の内部で完結するのではなく、他部署による適切な確認・監査

の仕組みを確立し、（属人的にではなく）組織として、違反表示を防止するための体

制を備えることも不可欠である【85】。 

 

                             
85 表示に関しては、種苗法だけでなく、景表法、商標法等の各種法令の適用があり、それぞれ

の観点からの確認が必要である。したがって、この点に関しては、確認部署の機能分担が考

えられるところであり、その場合には、各確認部署の権限と責任を明記し、機能分担につい

て紛れが生じないようにする必要がある。また、商品表示問題に関して各部署が適切な運用

を行っているかどうかについて監査を行う仕組みを作り、チェックを行う実務の確立が求め

られる。 



  第５章 再発防止策の提言 
第４ 品種偽装行為を予防するための方策 

 

- 123 - 

 

第４ 品種偽装行為を予防するための方策 

１ 品種偽装行為が許されない理由の確認・共有 

前記「第３章」の「第５ 品種偽装行為が行われた原因とそれが根絶されなかった

理由」において詳述したとおり、雪印種苗における品種偽装行為は、商品の不足や不

良在庫の発生により動機づけられ、「職責を全うするためにはやむを得ない」とか「顧

客にとって（大きな）不利益はない」といった理屈で正当化されることにより、実行

された。 

しかし、「品種偽装行為が、なぜ許されないのか」について、正しく、かつ深い理

解を有していれば、決して、上記のような理由により動機づけられ、また正当化がさ

れることにはならない（品種偽装行為は、「何があっても、絶対にやってはいけない

こと」なのである。少量のブレンド行為であっても、同様である。）。 

品種偽装行為が許されない理由を端的にいえば、第一に、それは、顧客を欺く行為

だからである（この点が、基本的な商道徳に反する所以である。）。「顧客に不利益は

ない。だから、表示も説明もしない。」というのは身勝手な理屈であって、顧客に不

利益がないのであれば、その旨を顧客に説明し、理解を求めればよいことである。 

第二に、それは、種苗の表示一般に対する社会の信頼を損なう行為だからである。

この意味で、個々の顧客や、個々の会社の問題にとどまらない。 

詳細は、前記「第３章」の「第５」の「２」の「イ」の「(ｳ) 品種偽装行為の実

行を自ら正当化する誤った理屈（「正当化」）について」に記載のとおりであるが、こ

れらの点について、雪印種苗の社内において改めて認識の共有を図るとともに、それ

が風化することのないよう、不断の取組みを期待する。 

 

２ 口座替えの透明化・適正化と相互牽制 

雪印種苗における品種偽装行為は、基本的に、口座替えという社内処理を利用して

実行されていた。 

そして、前記「第３章」の「第５」の「２」の「イ」の「(ｲ) 品種偽装行為を行

うことを可能にする状況（「機会」）について」のとおり、社内において口座替えデー

タの意味を理解できる者が極めて少数であったこと（要するに、口座替えがブラック

ボックス化していたこと）が、品種偽装行為の実行の防止を困難にする一つの原因と

なっていた。 

そこで、「口座替え」の名のもとに行われていた様々な処理の類型を区別し、残さ

れたデータを見ただけで、いかなる類型の処理が行われたのかが分かるように、客観

的かつ明確に記録化される仕組みを整備するべきである。併せて、別品種への変更に

はエラーが出るなど、性弱説の前提に立ったシステム上の歯止め（「やらない」ので

はなく、「できない」ようにすること）についても、検討することが望まれる。さら

に、処理内容の裏付けとなる書類（作業日報・キロ詰め指示書等）の記載方法を統一
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化し、記録として整理・保管することや、その記録内容が実態と整合していることが

確認できるようにすることについても、検討が必要であろう。 

なお、稟議逃れのために口座替えを利用した廃棄処分が常態化していたことも、口

座替えがブラックボックス化した大きな原因となっていたものであり、廃棄処分の

統制の適正化も当然必要となる。 

そして、以上のとおり口座替えの透明化・適正化を図ったうえで、これを他部門が

定期的に確認・監査する体制を整備することが必要となる。 

ただし、これまでも口座替え処理は一人の担当者によって実行されていたわけで

はないから、形式的にチェック者を増やせば当然に不正行為を防止できるわけでは

ない。大前提として、不正行為は絶対に行わない・許さないという認識を共有したう

えで、限りある人員の中で、実効的な相互監視が図られる工夫が必要である。 

 

第５ その他 

１ 人材配置の流動性 

違反表示・品種偽装行為の直接の原因とまではいえないが、本調査におけるヒアリ

ングやアンケート調査において、多くの従業員から、雪印種苗の課題として、人事異

動（人材配置）の流動性が乏しく、人材が特定の部署に長期間固定化される傾向につ

いての指摘があった。 

このことが、口座替えがブラックボックス化し、品種偽装行為の実行の防止を困難

にする遠因となっていたことは、前記「第３章」の「第５」の「２」の「イ」の「(ｲ)  

品種偽装行為を行うことを可能にする状況（「機会」）について」に記載のとおりであ

る。 

また、口座替えという個別的な問題に限られず、人材配置の非流動性は、一般に、

①他部門からの監視の目が届かず、不正の温床となりやすいだけでなく、②部門相互

の無関心、さらにはセクショナリズムを招きやすいし、③多様な意見・視点による議

論を通じた組織の活性化が図られないという面もある。一方で、専門性の確立等の課

題もあり、これとのバランスを図ることも不可欠であるから、単純な議論が妥当する

問題ではないが、組織の課題として指摘をしておきたい。 

 

２ 内部通報窓口へのアクセスの改善 

平成 26年社内調査・平成 29年社内調査ともに、事情を知る内部者（退職者である

可能性を含む。）が、社外に対して情報提供を行ったこと（いわゆる内部告発）が、

その契機となった。 

従前より、雪印メグミルクにおいて社内・社外のグループホットライン窓口を整備

し、雪印種苗においても社内・社外のホットライン窓口を備えたうえで、相応の周知

活動を行ってきたことが認められ、その取組み内容は、必ずしも不足していたものと
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は認められない（むしろ、通常の水準、あるいはそれ以上の水準の制度を整備してい

たともいえる。）。 

それにもかかわらず、上記 2件の内部告発においては、会社が整備したホットライ

ン窓口が利用されなかったという現実がある。その原因のいくつかは、当委員会が実

施したアンケート調査における従業員の声にも見出すことができそうである。 

雪印メグミルク及び雪印種苗においては、ホットラインが安心して利用され、実効

的に機能するように、通報を受ける体制の更なる整備とその周知活動、そして、通報

後の対応の充実化を通じたホットラインに対する信頼感の醸成を図ることが、望ま

れる。 
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第６章 結語 

 

  本報告書の内容は、雪印種苗及びその役員・従業員らの関係者にとって、厳しい内容を

含むものとなった。 

  本調査を通じて明らかとなった、雪印種苗における違反表示と品種偽装行為に関わる

種々の事実に照らせば、それは当然のことと言わなければならない。 

 

  しかし、その一方で、本調査を通じて当委員会が知ることとなった、別の事実もある。 

  それは、雪印種苗で働く多くの従業員らが、仕事を通じて農業・酪農畜産業に貢献した

いという強い思いを持っているという事実である。また、雪印種苗という会社は、その思

いを実現することができる場であり、多くの従業員らが、誇りとやりがいをもって仕事に

取り組んでいるという事実である。そして、多くの元役員・元従業員が、雪印種苗を愛し、

現役の役員・従業員を応援しているという事実である。 

  本報告書においては、その調査の目的から、違反表示・品種偽装行為に関して確認され

た不適切な行為にスポットライトを当てて記載をすることとなったが、他方で、日常にお

いては、各従業員らが、実に真面目に自らの業務と向き合っている事実を確認することも

できた。 

  多数の役員・従業員らとヒアリングという形で面談を行い、またアンケート調査を通じ

て膨大な数の生の声に接することで、これらの事実を知ることとなった当委員会として

は、雪印種苗は、我が国の農業・酪農畜産業にとって無くてはならない会社だという感想・

印象を強く持っている。そして、そこで働く人々は、正しい知識・理解・機会の提供さえ

受ければ、むしろ他社の範となりうる素晴らしい仕事を実現できるはずであると確信し

ている。本報告書を、その契機の１つとしていただければと願うばかりである。 

 

  雪印種苗が、この難局を見事に乗り越え、「技術と誠意で農業奉公」という社是を真に

実現するべく、コンプライアンスの浸透した会社として新たな歴史を切り開いていかれ

ることを信じ、そして、それを心より期待して、本報告書の結びとしたい。 

 

以 上 

 

 


